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はじめに 
  

池田市では、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間において「池田市次
世代育成⽀援⾏動計画（前期・後期）」に沿って多様な⼦育て⽀援施策を推進すると
ともに、「池田市⼦ども条例」の制定、「池田市⼦ども・⼦育て会議」の設置により、
安心して⼦どもを生み育てられる環境の充実に努めてまいりました。 

平成２７年度からは、⼦ども・⼦育て⽀援新制度に基づき、「質の⾼い幼児期の学
校教育・保育の総合的な提供」「保育の量的拡⼤・確保、教育・保育の質的改善」「地
域の⼦ども・⼦育て⽀援の充実」に向けた取組みを計画的に推進するため、⼦ども・
⼦育て⽀援法により、市町村に⼦ども・⼦育て⽀援事業計画の策定が義務付けられ
ました。本市では、これまでの次世代育成⽀援に関する取組みと評価を踏まえ、次
世代育成⽀援⾏動計画と⼀体となった「池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」を策
定し、令和元年度までの期間において各種施策を推進しました。 

 
令和２年度からは、⼦ども・⼦育て⽀援法、次世代育成⽀援対策推進法、⼦ども

の貧困対策の推進に関する法律に基づき⼀体的に策定した「第 2 期池田市⼦ども・
⼦育て⽀援事業計画」に掲げた基本理念のもと、令和６年度までの期間において基
本目標の実現に向けた取組みを推進することとしています。 
 

令和２年度においては、公⽴幼稚園２園を幼稚園型認定こども園に移⾏し⾼まる
保育需要へ対応するとともに、保育所等に関する相談にいつでも対応し、利⽤者⽀
援体制を充実させるため、ＡＩを活⽤した自動応答システム（ＡＩチャットボット）
の運⽤を開始しました。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤を受け、各施
設での衛生管理の徹底や⼦育て世帯への給付⾦の⽀給等、感染拡⼤防⽌対策及び生
活⽀援を実施する⼀方、多くのイベントや事業が中⽌となりました。 

令和３年度においては、私⽴幼保連携型認定こども園１園を認可し保育環境を整
備するとともに、⼦育て⽀援体制の充実を図るため、新たに地域⼦育て⽀援拠点を
１施設開設しました。また、新型コロナウイルス感染症流⾏下でも事業が実施でき
る方法を模索してまいります。 
 

計画策定後の各種施策（事業）の推進に際しては、毎年度、計画の基本目標の
達成に向けて進⾏状況の把握・点検・評価を⾏うこととしており、本報告書は令和
２年度の実施状況を明らかにするものです。 

  

 

 

 
  



 

 

  



 

 

目 次 

第１章  計画の策定にあたって ······························································ 1 

第２章  池田市の⼦どもを取り巻く現状と課題 ··········································· 3 

第３章  計画の基本的な考え方 ······························································ 4 

第４章  次世代⽀援施策における重点施策の取組み状況 ································ 6 
重点施策①妊娠・出産から、⼦育てへと切れ目のない⽀援の充実 
（⺟⼦保健、相談⽀援の充実等） ······················································ 7 
重点施策②⾼まる保育需要への対応 
（幼児教育・保育の無償化対応、留守家庭児童会の充実） ······················· 9 
重点施策③きめ細やかな配慮を要する⼦どもへの⽀援 
（虐待、発達⽀援、いじめ・不登校） ·············································· 10 
重点施策④学校教育、就学前教育の充実 ··········································· 11 
 

第５章  次世代育成⽀援施策の展開（具体的施策） ··································· 12 
第１節 ⼦育ち・親育ちを応援する環境づくり ··································· 12 
第２節 ⼦どもを安心して生み育てることができる環境づくり ··············· 27 
第３節 仕事と生活の調和を実現できる環境づくり ····························· 39 
第４節 ⼦どもがのびのび育つ安全・安心な環境づくり ························ 44 
第５節 ⼦どもの⼈権を守る環境づくり ··········································· 48 

第６章  ⼦ども・⼦育て⽀援事業 ·························································· 55 
第１節 幼児期の教育・保育の量の⾒込み及び確保の方策 ······················ 55 
第２節 地域⼦ども・⼦育て⽀援事業の量の⾒込み及び確保の方策 ·········· 56 

 

資料編   ························································································ 62 
掲載事業⼀覧（五⼗⾳順） ····························································· 62 

 
 
 

 



 

 

第１章 計画の策定にあたって 

 

■第１節 計画策定の背景と趣旨 
我が国では、⼈口減少社会の到来に伴う社会経済への影響に鑑み、次世代育成⽀援対策が講じられ

てきました。平成 6（1994）年 12 ⽉には、⽂部・厚生・労働・建設省 4 ⼤⾂の合意により「今後の
⼦育て⽀援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラン）」が策定され、⼦育て⽀援を社会
全体として取り組むべき課題として位置付けるとともに、今後 10 年間に取り組むべき基本的方向と
施策を定めて以降、継続的な取組みが進められてきました。 

本市では、平成 11（1999）年 12 ⽉に『池田市児童育成計画〜いけだ⼦ども未来夢プラン〜』を
策定し、池田市総合計画の⼦どもに関連する施策の部門計画として基本指針となるものと位置づけ、
施策の推進に努めてきました。 

平成 17（2005）年 3 ⽉には、次世代を担う⼦どもを育成する家庭を社会全体で⽀援する観点から、
国、地方公共団体、事業主、国⺠の責務を明らかにした「次世代育成⽀援対策推進法」が施⾏される
ことに伴い、次世代育成⽀援対策推進法に基づく市町村⾏動計画として『池田市次世代育成⽀援⾏動
計画〜新・いけだ⼦ども未来夢プラン/前期計画〜』を策定しました。続く平成 22（2010）年 3 ⽉
には後期計画を策定し、⼦どもを産み育てることに喜びを感じ、地域の中で⼦どもが健やかに夢と希
望を持ってのびのびと育まれるまちをめざした取組みを進めてきました。また、前期計画における重
点推進施策の⼀つに「池田市⼦ども条例」の制定を掲げ、少⼦⾼齢化時代における次世代育成⽀援の
基本理念を明らかにし、未来に夢や希望が持てるまちをめざして、平成 17（2005）年 4 ⽉に施⾏し
ました。 

この次世代育成⽀援対策推進法は平成 26（2014）年度末までの時限法として制定されましたが、
次代の社会を担う⼦どもの健全な育成を図るため、職場、地域における⼦育てしやすい環境整備に向
け、有効期限が 10 年間延⻑（令和 6（2024）年度末まで）されています。 

平成 27（2015）年には、少⼦化、⼦育て家庭の孤⽴化、待機児童対策など⼦ども・⼦育てを取り
巻く様々な課題を打開するため、「⼦どもの最善の利益」を実現する社会をめざすことを前提に、従
来の⼦育て⽀援に関する制度や財源を⼀元化して新しい仕組みを構築し、質の⾼い幼児期の学校教
育・保育の総合的な提供、保育の量的拡⼤・確保、地域の⼦ども・⼦育て⽀援の充実を総合的に推進
していく「⼦ども・⼦育て⽀援新制度」が本格施⾏されました。これを受け、本市では「⼦ども・⼦
育て⽀援法」に基づく市町村⼦ども・⼦育て⽀援事業計画と、次世代育成⽀援対策推進法に基づく市
町村⾏動計画を「第１期池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」として⼀体的に策定しました。 

以降、「質の⾼い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」、「保育の量的拡⼤・確保、保育の質的
改善」、「地域の⼦ども・⼦育て⽀援の充実」などをはじめ、「新しい経済政策パッケージ」に盛り込
まれた幼児教育・保育の無償化への対応や各種施策の推進に努めてきましたが、令和元（2019）年
度をもって第 1 期計画は目標年度に達することから、「⼦ども・⼦育て⽀援法」に基づく基本指針の
改正方針を踏まえるとともに、新たに令和元（2019）年 6 ⽉に改正された「⼦どもの貧困対策の推
進に関する法律」に基づく市町村計画を次世代育成⽀援対策推進法に基づく市町村⾏動計画に包含し
た「第 2 期池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」を策定しました。 
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■第２節 計画の位置づけ 

第２期池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画は、⼦ども・⼦育て⽀援法第２条（基本理念）を踏まえ、
同法第 61 条の規定に基づく「市町村⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」（策定義務）に位置づけ、次世代
育成⽀援対策推進法第 8 条の規定に基づく「市町村次世代育成⽀援⾏動計画」（任意策定）、⼦どもの
貧困対策の推進に関する法律第９条に基づく「市町村⼦どもの貧困対策計画」（任意策定）と⼀体的
に策定したものです。 

また、本市の最上位計画である「池田市総合計画」の部門計画として、⼦どもと⼦育てを取り巻く
保健、医療、福祉、教育などの関連計画との整合・連携を図りながら、関連施策を推進していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■第３節 計画の期間 

この計画は、令和２（2020）年度を初年度として、令和 6（2024）年度までの５年間を計画期間
とします。また計画の中間年である令和 4（2022）年度には、国の基本指針に基づき、必要に応じ
て⾒直しを⾏います。 

  

西暦 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

和暦 
平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

           
 池 田 市 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画      

      第 ２ 期 池 田 市 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画 

           

 

池田市総合計画 

 
 

関連計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２期池田市子ども・子育て 

支援事業計画 

（令和２～６年度） 

一体的に策定 

･次世代育成支援行動計画 

･子ども・子育て支援事業計画 

･子どもの貧困対策計画 

 

 子ども・子育て支援関連施策 

・池田市地域福祉計画 

・池田市教育ビジョン 

・池田市障害者計画・障害福祉計画 

障害児福祉計画 

・池田市男女共同参画推進計画 

・健康いけだ２１（健康増進・食育推進計画） 

            など 

連携 

池田市子ども条例 

子ども・子育て支援法 

子どもの貧困対策の推進に関する法律 

次世代育成支援対策推進法 

中間年 
見直し 

中間年 
見直し 
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第２章  池田市の子どもを取り巻く現状と課題 
 

現状分析の課題の総括 

  「池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画」策定に向けて、国の基本指針に基づき、小学校就学前
児童及び小学校就学児童の保護者を対象に、就労状況や教育・保育、⼦育て⽀援の利⽤希望等を
把握するためのニーズ調査を実施しました。 

ニーズ調査の結果、主要事業に関連する利⽤希望等のほか、全体的なニーズ調査結果と統計デ
ータ等を総括し、以下に特徴と課題をあげることができます。 

 
特徴 根拠となる調査結果 課題と方向性 

就学前児童⼈口の減
少 
 

平成27年5,114⼈より年々減少 
平成31年4,904⼈（4.1％減） 

○合計特殊出生率の向上 
 
○妊娠・出産期から切れ目な

く安心して生み育てられる
環境づくり 

 
○⼦育て世代の転入促進・定

住促進 
 

０歳⼈口が11歳までの各年齢別⼈口のうち
最も少ない 

⼦どものいる世帯率
の減少 

6歳未満の⼦どものいる世帯の割合 
平成22年8.9％→平成27年8.3％ 

18歳未満の⼦どものいる世帯の割合 
平成22年21.7％→平成27年21.2％ 

世帯構造の変化 核家族世帯の増加 
 平成22年26,417世帯 

→平成27年26,544世帯 
⺟⼦世帯の増加 
 平成22年725世帯→平成27年744世帯 

○地域における⼦育て⽀援の
充実 

 
〇ひとり親世帯への⽀援 

未婚化の進⾏ 平成27年の20歳〜34歳の年齢階級別未婚率 
男⼥とも各階級で平成22年より上昇 

○結婚の希望が叶う環境整備 

⼥性の労働⼒率の 
低さ（国・府比較） 

年齢5歳階級別⼥性の労働⼒率 
30〜34歳で68.9％（国73.5％、府71.3％）
35〜39歳で66.0％（国72.7％、府68.9％） 

 
 
○仕事と⼦育ての両⽴⽀援 
 
○教育・保育関連施設・サー

ビスの整備・充実 
 
○放課後児童の居場所づくり 

⺟親の就労の⾼まり 
（ニーズ調査結果） 

⺟親の就労状況  
・就学前児童の⺟親  

55.7%（前回比＋13.5％） 
・就学児童の⺟親 

    70.1％（前回比+13.7%） 
保育需要の⾼まり 
（ニーズ調査結果） 

教育・保育施設の利⽤率  
68.2％（前回比＋10％） 

留守家庭児童会の利⽤希望 
 47.8％（前回比＋15.8％） 

地域での⽀援の低下 
（ニーズ調査結果） 

地域の⼈に⽀えられていると感じる割合 
55.7％（前回比▲17.4％） 

○相談体制の充実 
○地域における⼦育て⽀援の

充実 
教育や発達に関する
不安 
（ニーズ調査結果） 

⼦どもに関する悩みや気になること 
上位３項目は「⼦どもの教育」、「食事や栄
養」、「病気や発育発達」 

○相談体制の充実 
○教育環境の整備・充実 
○配慮を要する⼦どもへのき

め細やかな⽀援 
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第３章  計画の基本的な考え方 
 

■第１節 計画の基本理念 

  第１期計画においては、平成17年度に策定した「次世代育成⽀援⾏動計画」の基本理念『⼦育てを
喜び、⼦どもの健やかな成⻑を⽀えるまち、いけだ』を継承しました。第２期計画においても、前計
画からの連続性と整合性を保つため、以下のとおり基本理念を定めました。 

 
 
 
 

■ 子どもの最善の利益を尊重します。 

■ ともに育ち、ともに歩む子育てを考えます。 

■ 地域・社会の輪の中で次代の親となる子どもの健やかな育ちを見守ります。 

■ 子育ての喜びがより広がる施策を推進します。 

■ 子育てと仕事が両立できる社会を考えます。 
 
 

■第２節 基本目標 

  基本理念のもと、次世代育成⽀援対策推進法や⼦ども⼦育て⽀援法の趣旨、基本指針等を踏まえ、
第１期計画に掲げた５つの基本目標の実現に向けた取組みを継続して推進していきます。 

 
 
 

① 子育ち・親育ちを応援する環境づくり 

② 子どもを安心して生み育てることができる環境づくり 

③ 仕事と生活の調和を実現できる環境づくり 

④ 子どもがのびのび育つ安全・安心な環境づくり 

⑤ 子どもの人権を守る環境づくり 

 

 

 

   
 
 

基本目標 

子育てを喜び、子どもの健やかな成長を支えるまち、いけだ 
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■第 3 節 施策の体系 

基 本 目 標 施策 施策項目  

① 子育ち・親育ちを応
援する環境づくり 
 

P12〜 

１ 次代の親を育む環 
境の整備・充実 

（１）市⺠の⼦育てに対する関心の醸成 
（２）⼦育て意識・親意識の育成 

２ ⼦どもの心身の健
全な成⻑を促す教
育環境の整備・充
実 

（１）学校教育・就学前教育の充実 
（２）思春期健康教育・保健対策の推進 
（３）多様な体験活動の充実 
（４）⼦どもの遊び・学びの環境の整備 

３ ⽀援の必要な⼦ど
もやその家庭を⽀ 
える環境の整備・
充実 

（１）ひとり親家庭の自⽴促進 
（２）障がいのある⼦どもの自⽴と社会参加 
（３）要保護児童及び要⽀援児童と家庭への⽀援の充実 
（４）不登校児童・生徒等の自⽴⽀援・相談体制の充実  

② 子どもを安心して
生み育てることが
できる環境づくり 
 

P27〜 

１ 地域の⼦育て環境
の整備・充実 

（１）地域における⼦育て⽀援の推進 
（２）多様なニーズに応える保育サービスの推進 
（３）放課後児童対策の充実 
（４）⼦育て⽀援ネットワークの充実 

２ ⺟⼦の健康を切れ
目なく⽀える環境
の整備・充実 

（１）⺟⼦の健康保持・増進 
（２）食育の推進 
（３）小児保健医療体制の充実 

３ 少⼦化対策の推進 （１）⼦育ての経済的負担の軽減 
（２）結婚の希望を叶える環境整備  

③ 仕事と生活の調和
を実現できる環境
づくり 
 

P39〜 

１ ⼦育てと仕事が両
⽴できる就労環境
の整備・充実 

（１）家庭と⼦育ての両⽴⽀援がしやすい職場環境 
の整備への働きかけ 

（２）多様な就労形態への働きかけ 
２ 仕事と生活の調和

の実現に向けた市
⺠啓発 

（１）ワーク・ライフ・バランスの理解啓発の推進 
（２）男⼥共同参画に関する啓発の推進 

３ ⼦育てと仕事が両
⽴できる保育環境
の整備・充実 

（１）多様なニーズに応える保育サービスの推進 
【再掲】 

（２）放課後児童対策の充実【再掲】  
④ 子どもがのびのび

育つ安全・安心な環
境づくり 

 P44〜 

１ ⼦育て家庭が安心
して生活できる環
境の整備・充実 

（１）居住環境の整備・充実 
（２）⼦どもと⼦育てに配慮したまちづくりの推進 

２ ⼦どもが安全・安
心に活動できる地
域環境の整備・充
実 

（１）⼦どもにとって安全な交通対策の推進 
（２）⼦どもを犯罪や災害等の被害から守るための 

対策の推進 
（３）⼦どもを取り巻く有害環境への対策の推進  

⑤ 子どもの人権を守
る環境づくり 
 

P48〜 
 

１ ⼦どもの⼈権が尊
重される環境の整
備・充実 

（１）要保護児童及び要⽀援児童と家庭への⽀援の充
実【再掲】 

（２）⼈権教育の推進 
（３）⼦どもが参画できるまちづくりの推進 

２ ⼦どもの貧困対策
の推進 

（１）教育の⽀援 
（２）生活の安定に資するための⽀援 
（３）保護者に対する職業生活の安定と向上に資する

ための就労の⽀援 
（４）経済的⽀援 
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第４章  次世代育成支援施策における重点施策の取組み状況 

これまでの計画での目標、平成 30 年度に実施したニーズ調査結果等を踏まえ、下記の４つの施策に
ついて、重点的に取り組むこととします。 

 

 

①妊娠・出産から、子育てへと切れ目のない支援の充実 

②高まる保育需要への対応 

③きめ細やかな配慮を要する子どもへの支援 

④学校教育、就学前教育の充実 

 

 

重点施策の体系 
施策名 事業名  

① 妊娠・出産から、子育てへと切れ目の
ない支援の充実 
（⺟子保健、相談支援の充実等） 

１ 乳児家庭全⼾訪問事業 
２ 妊娠・出産⽀援事業（産前・産後サポート、産後ケア） 
３ 利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）・⼦育て世代包括

⽀援センター、利⽤者⽀援事業（基本型） 
４ 地域⼦育て⽀援拠点事業  

② 高まる保育需要への対応 
（幼児教育・保育の無償化対応、留守
家庭児童会の充実） 

１ 保育所等の利⽤調整及び量の確保 
２ 保育士確保事業 
３ 保育コンシェルジュの拡充 
４ 巡回⽀援指導員の配置 
５ 留守家庭児童会運営事業の拡充  

③ きめ細やかな配慮を要する子どもへの
支援 
（虐待、発達支援、いじめ・不登校） 

１ 児童家庭相談事業、⼦ども家庭総合⽀援拠点 
２ 発達⽀援システム推進事業（障がい児⽀援） 
３ いじめ・不登校等トータルサポート事業 
４ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー

カーの配置  

④ 学校教育、就学前教育の充実 １ 「教育のまち池田」総合企画推進事業 
２ 小中⼀貫教育推進事業 
３ 幼児教育サポート事業 

 

 

 

重点施策 
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① 妊娠・出産から、子育てへと切れ目のない支援の充実 
 
   重点事業と指標 

  

重点事業名 事業内容 
指標値 

指標名 実績値
H30 

実績値 
R1 

実績値 
R2 

目標値 
R3 

目標値 
R6 担当課 

乳児家庭全
⼾訪問事業 

生後4か⽉までの乳児のいる全
ての家庭を対象に、助産師や保
健師が訪問します。乳児の発育
発達や産婦の心身の健康状態
を確認し、きめ細やかな保健指
導を⾏うとともに、育児⽀援の
情報提供も⾏います。 
本市では、新生児・未熟児・産
婦の訪問指導も兼ねています。 
 

訪問児
童実⼈
員 

662⼈ 628⼈ 656⼈ 737⼈ 710⼈ 健康 
増進課 

妊娠・出産
⽀ 援 事 業
（産前・産
後 サ ポ ー
ト、産後ケ
ア） 

妊娠期・産後の相談⽀援を充実
します。 
〇産前・産後サポート事業︓妊

産婦の育児不安の軽減や孤
⽴感の解消を目的に、相談の
多い授乳相談や妊産婦の交
流会事業等を⾏います。 

〇産後ケア事業︓産後、安心し
て⼦育てができることを目
的に、出産後、家族等から⼗
分なサポートが受けられず、
特に⽀援が必要な家庭に対
し、助産師等による訪問型の
サービスを⾏います。また、
対象家庭の拡⼤や宿泊型等
の実施について検討します。 

産前・
産後サ
ポート
事業延
利⽤者
数 

298⼈ 267⼈ 109⼈ 400⼈ 450⼈ 
 

健康 
増進課 

健 や か
親⼦21
（ 第 2
次）（※）
必 須 問
診項目 
「妊娠・ 
出 産 に
つ い て
満 足 し
て い る
者 の 割
合」 

77.8％ 79.0％ 71.3％ 80.0％ 85.0％  
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重点事業名 事業内容 
指標値 

指標名 実績値
H30 

実績値 
R1 

実績値 
R2 

目標値 
R3 

目標値 
R6 担当課 

利⽤者⽀援
事業(⺟⼦
保健型) 
⼦育て世代
包括⽀援セ
ンター 

妊娠期からの切れ目ない⽀援
をめざし、妊娠届出時に保健師
が全数⾯接を⾏い、関係づくり
と⽀援を要する妊婦の把握に
努めます。また、⽀援が必要な
妊産婦のもれなく継続的な⽀
援に努めます。 
 

健 や か
親⼦21
（ 第 2
次）必須
問 診 項
目「この
地 域 で
⼦ 育 て
を し た
い と 思
う 親 の
割合」 

「そう思
う」4か⽉
児・1歳6
か⽉児・3
歳 6 か ⽉
児健康診
査平均 

67.4％ 64.1％ 64.5％ 70.0％ 74.0％ 健康 
増進課 

利⽤者⽀援
事業(基本
型) 
にじいろ 

妊娠期から就学前までの⼦育
て家庭を対象に、専任の保育士
が、当事者目線の寄り添い型の
相談⽀援に努めます。⼦育てに
関する情報提供や電話・⾯談・
訪問等、相談者のニーズに合せ
た相談スタイルで、相談に柔軟
に応じます。 
また、⺟⼦保健や⼦育て⽀援の
関係機関担当者との連携を推
進します。 

 

地域⼦育て
⽀援拠点事
業 

⼦育て親⼦が交流できる場を
提供するとともに、⼦育てに関
する相談・援助や情報提供、講
習会等を⾏います。また、利便
性の向上に努め、利⽤促進を図
ります。 
 

地域⼦
育て⽀
援拠点
事業実
施か所
数 

４カ所 ４カ所 ４カ所 ５カ所 ５カ所 ⼦育て
⽀援課 

※「健やか親⼦２１」・・・平成13年から開始した⺟⼦の健康⽔準向上のための国⺠運動計画 
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② 高まる保育需要への対応 
 
   重点事業と指標 

  

重点事業名 事業内容 
指標値 

指標名 実績値
H30 

実績値 
R1 

実績値 
R2 

目標値 
R3 

目標値 
R6 担当課 

保育所等の
利⽤調整及
び量の確保 

⾼まる保育ニーズに対し、利⽤
調整を⾏うとともに、⺠間事業
者に対する施設整備への⽀援
や補助事業の実施等により量
の確保を⾏い、年度当初におけ
る国基準の待機児童を生じさ
せることのないよう努めます。 
 

年度当
初時点
の国基
準待機
児童数 

－ ０⼈ ０⼈ ０⼈ ０⼈ ⼦ども・ 
若者 
政策課、 
幼児 
保育課 

利⽤定
員数 

－ 1,789⼈ 1,917⼈ 1,987⼈ 2,258⼈ 

保育士確保
事業 

「オール池田」での保育の量・
質の確保を⾏うため、公私双方
の保育士の採⽤確保・職場定着
のための施策を展開します。 

公 私 ⽴
保 育 士
数（フル
タ イ ム
勤務、4
⽉ 1 日
時点） 

－ 432⼈ 443⼈ 475⼈ 596⼈ 幼児 
保育課 

保育コンシ
ェルジュの
拡充 

保育ニーズの⾼まりや多様化
にきめ細やかに対応するため、
保育コンシェルジュの増員に
より、相談業務の深化を図り、
利⽤者に寄り添った⽀援を⾏
います。 
 

保育コ
ンシェ
ルジュ
の配置
数 

－ １名 3名 4名 3名 幼児 
保育課 

巡回⽀援指
導員の配置 

各施設に定期的な巡回指導を
実施し、保育の指導や職員から
の相談対応等を⾏い、保育の質
の向上につなげます。 

巡回⽀
援指導
員の巡
回実施
延べ回
数 

－ 年 
98回 

年 
81回 

年 
100回 

年 
122回 

幼児 
保育課 

留守家庭児
童会運営事
業の拡充 

保護者の就労意向の⾼まりに
伴うニーズの増⼤に対応する
とともに、対象学年延⻑の早期
実現に向け、教育委員会と協議
を重ねてまいります。 

入会児
童数 
（ 5 ⽉
1 日 時
点） 

－ 759⼈ 803⼈ 832⼈ 1,180⼈ ⼦育て
⽀援課 

対象学
年 

－ 3年生
まで 

3年生
まで 

3年生
まで 

6年生
まで 
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③ きめ細やかな配慮を要する子どもへの支援 
 
   重点事業と指標 

  

重点事業名 事業内容 
指標値 

指標名 実績値
H30 

実績値 
R1 

実績値 
R2 

目標値 
R3 

目標値 
R6 担当課 

児童家庭相
談事業、⼦
ども家庭総
合⽀援拠点 

全ての⼦どもとその家庭及び
妊産婦が安全で安心できる生
活ができるよう、関連機関との
連携により相談援助を⾏いま
す。 

教育や
⺟⼦保
健との
連携及
び連携
強化 

－ 教育、
⺟⼦保
健との
連携に
ついて
検討 

教育、
⺟⼦保
健との
連携に
ついて
検討 

教育、
⺟⼦保
健との
連携に
ついて
検討 

教育、
⺟⼦保
健との
連携シ
ステム
の構築 

⼦育て
⽀援課 

発達⽀援シ
ステム推進
事業（障が
い児⽀援） 

情報共有ツール「いけだつなが
りシート Ikeda̲s（イケダス）」
や電⼦版イーイケダスを幅広
く利活⽤してもらえるよう、更
なる周知に努めます。また、発
達⽀援に関する関係機関との
連携体制を構築していきます。 

発達⽀
援シス
テム検
討委員
会 

１回 
開催 

 

１回 
開催 

 

１回 
開催 

 

2回 
開催 

 

２回 
開催 

 
 
 

発達 
⽀援課 

研修会
等 

9回 16回 29回 10回 10回  

いじめ・不
登校等トー
タルサポー
ト事業 

いじめ・不登校の未然防⽌を主
として、学校生活全般におい
て、スクールアシストメイトが
学校教職員との連携のもと、児
童生徒の⽀援活動をします。教
室に入ることが困難な児童生
徒へは「校内適応指導教室」等
で活動を共にし、教職員との連
携のもと個に応じた⽀援をす
ることで、教室復帰を図りま
す。また、授業に入り込み、学
習等のサポートをすることで、
教室での活動の安心感につな
げます。 

総年間
活動回
数（日
数） 
 
 

1,342 回
（日） 

1,227回 
(日) 

1,208回 
(日) 

1,120回 
(日) 

1,189回
（日） 
※早期
⽀援及
び未然
防⽌に
より、
活動数
の減を
めざし
ます。 

教育 
センター 
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重点事業名 事業内容 
指標値 

指標名 実績値
H30 

実績値 
R1 

実績値 
R2 

目標値 
R3 

目標値 
R6 担当課 

スクールカ
ウ ン セ ラ
ー・スクー
ルソーシャ
ルワーカー
の配置 

いじめや不登校等の問題⾏動
に対して、専門家を配置し、⽀
援活動を⾏います。 
スクールカウンセラーを市⽴
小・義務教育学校へ配置し、児
童・生徒、保護者の心理的ケア
をするとともに、スクールソー
シャルワーカーを各学園(中学
校区)に配置し、校内体制の整
備により児童・生徒の課題に対
して環境⾯からのケアを教職
員と情報を共有しながら⾏い
ます。 
 

年間相
談回数 
(回数) 
ｽｸｰﾙ 
ｶ ｳ ﾝ ｾﾗ ｰ
（SC） 

 

SC 
2,163回 

SC 
1,864回 

SC 
3,935回 

SC 
4,000回 

SC 
2,500回 

教育 
センター 

ｽｸｰﾙ 
ｿｰｼｬﾙ 
ﾜｰｶｰ
(SSW) 

SSW 
257回 

SSW 
593回 

SSW 
2,354回 

SSW 
2,400回 

SSW 
2,500回 

 

 
④ 学校教育、就学前教育の充実 
 
   重点事業と指標 

  

重点事業名 事業内容 
指標値 

指標名 実績値
H30 

実績値 
R1 

実績値 
R2 

目標値 
R3 

目標値 
R6 担当課 

「教育のま
ち池田」総
合企画推進
事業 

新しい形での「教育フェスタ」
を企画・運営し、教育講演会等
を通して、「池田の教育」を市
⺠に広く発信します。 

教育フ
ェスタ 
参加延
べ⼈数 

約 
2,300⼈ 

約 
4,100⼈ 

新型コロ
ナウイル
ス感染拡
⼤防⽌の
ため中⽌ 

 
― 

約 
3,500⼈ 

教育 
政策課 

小中⼀貫教
育推進事業 

小中⼀貫教育推進委員会にお
いて、各学園の⼀貫教育の進捗
状況を確認し、5学園が揃って
邁進していけるように取り組
みます。 

小中⼀
貫教育
推進委
員会開
催 

６回 ６回 ３回 ６回 ６回 教育 
政策課 

チーフ
コーデ
ィネー
ター会
議開催 

11回 11回 ９回 11回 11回  

幼児教育サ
ポート事業 

保育の質の向上のための研修
の充実を図ります。 
幼小の円滑な接続に向けて研
修会等を実施します。 
幼児教育についての情報の発
信を⾏います。 

研修会
の開催 
（保育
の質と
幼小接
続） 

18回 16回 21回 20回 20回 教育 
政策課 

通信の
発⾏ 

年４回 年8回 年5回 年5回
程度 

年6回
程度 
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第５章  次世代育成支援施策の展開（具体的施策） 
 

■第１節 【基本目標①】子育ち・親育ちを応援する環境づくり 
１－１ 次代の親を育む環境の整備・充実                        

（１）市⺠の子育てに対する関心の醸成 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⼦ども・⼦育て
会議の運営 
（「 ⼦ ど も 条
例」の普及・啓
発） 

「⼦ども･⼦育て会議」において⼦ど
も・⼦育て⽀援事業計画に基づく、
各種⼦育て⽀援施策を総合的に推進
するとともに、「⼦ども条例」の趣旨
の理解促進を図ります。 

会議開催  ２回 
委員数  １５名 

⼦育て⽀援や幼児期の教育・保育に
ついての率直な議論が⾏われ、⼦ど
も・⼦育て⽀援事業計画及び今後の
⼦育て⽀援施策の推進を図りまし
た。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

⼦育てに関す
る情報の提供 

⼦育てニ－ズが多種多様化する中
で、各種⼦ども・⼦育て⽀援施策に
関する情報提供の充実を図り、必要
な⼈に必要な情報が届くよう、努め
ます。 

Kodomoto いけだ年間アクセス数 
９０，１１４回 

⼦育て応援 WEB サイト「kodomoto
いけだ」を運営し、妊娠・出産・⼦
育てに関する情報を⼀元的に発信し
ました。また、Facebook、Line、
twitter を活⽤するなど、SNS によ
る効果的な情報発信に努めました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

⻘少年指導員
活動事業 

市内１１小学校区から６０名の⻘少
年指導員を２年間の市⻑委嘱をし、
⻘少年の健全育成活動を⾏います。 
今後は⼀部組織改⾰を⾏います。 
令和２年度から旧１１小学校区を改
め、９小学校区、１義務教育学校区
から指導員を選抜します。 
組織としても若返りを図ります。 

令和２年度の当初事業計画は 
①少年の主張  
②市⻑と若者の対談  
③研修開催  
④若鮎新聞の発⾏  
⑤成⼈の集い協⼒  
⑥各校区内パトロール等 
でしたが、①③は中⽌、⑥について
もほとんど実施できませんでした。 
[実績] 
②︓１２名参加 
⑤︓参加指導員５２名 

当初計画事業がほとんど中⽌になり
ました。 
令和３年度については、新型コロナ
ウイルス感染症の蔓延状況を鑑みな
がら、令和２年度中⽌になった事業
（特に少年の主張）は開催前提で事
業推進準備をしていきます。 

教育 
センター 

地域住⺠によ
る⼦育て⽀援
の推進 

地域住⺠による⼦どもや⼦育て家庭
の⾒守り・応援活動を推進し、地域
全体で⼦どもを育む風土の醸成と⼦
どもの健全育成に努めます。 

⼦育て応援隊 
新規登録者    ２名 
総登録者    ８３名 

地域住⺠による⼦どもや⼦育て家庭
の⾒守り・応援活動を推進しました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

⼦ども１１０
番の旗の配布 

これからも、⼦どもたちを犯罪から
守る⼀助とするため、「⼦ども１１０
番の家」の旗を作成し、個⼈や事業
者への体制づくりを⽀援していきま
す。 

⼦ども１１０番の旗を年間３６本配
布しました。 

⼦ども１１０番の旗の配布等によ
り、安全なまちづくりを推進するこ
とができました。 

危機 
管理課 

（２）子育て意識・親意識の育成 
①親意識を高めるための学習機会の充実 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
両親教室 ⺟性・⽗性を⾼め、よりよい育児を

⽀援するために、講義や実技、交流
会の内容でマタニティクラスを開催
します。また、休日に⽗親準備教室
も開催し、積極的な⽗親の育児を促
進します。 
教室の内容や運営については、参加
者ニーズの対応に努めます。 

実施回数   １２回 
受講者数 実 ７７名 
     延１２４名 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ためマタニティクラスは２回、⽗親
準備教室は全回中⽌となりました。 
中⽌となった期間は参加者のニーズ
に沿うよう個別対応に努めました。 

健康 
増進課 

②家族・親子のきずなを深める機会の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

「家庭の日」 
「家族の日」啓
発 

家庭での教育⼒の向上や家庭に関す
る意識の啓発のために、国が推進す
る「家庭の日」や「家族の日」のＰ
Ｒに努めます。 

実績なし 国より周知要請がなかったため周知
しませんでした。今後も国の要請に
応じてＰＲに努めます。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⽂化教養講座
事業 

親⼦で参加する講座や、⼦育てにつ
いて学ぶ講座を継続して実施するこ
とにより、講座の定着を図ります。
また、他部署との連携を取りながら、
ニーズに合った講座を実施し、⼦育
て情報の発信・情報の拠点となるよ
う事業に取り組みます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 
 

令和２年度は、新型コロナウイルス
感染拡⼤防⽌のため予定していた講
座は、中⽌になりました。 
新型コロナウイルス感染症収束の時
には、周知方法、受講しやすい開催
時期・時間帯を検討し、初めての受
講者を増やすことが課題です。 

中央 
公⺠館 

おはなし推進
事業 

絵本の読み聞かせの実施により、⼦
どもが絵本に親しめる機会を提供す
るとともに、⼦育て⽀援の⼀環とし
て、親⼦がふれあえる場の環境づく
りに取り組みます。 

実施回数     ２０回 
参加者     ２２０名 

うち⼦ども  １３８名 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌を
目的として図書館開催⾏事が中⽌に
なった影響により参加者数は減少し
ました。開催時には､⼈数制限等の感
染防⽌対策に努めました。 

図書館 
石橋 
プラザ 

親⼦無料開放 参加者が年々増加しているため、毎
週の開催や⼤体育室の開放を検討し
ます。また、卓球・バドミントンに
限らず、他の球技やレクリエーショ
ンでの利⽤も視野に入れた事業運営
を⾏っていきます。 

９⽉から開催 
 
バドミントン ３１２⼈ 
卓球       ４⼈ 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策として⼈数制限を⾏い、参加者の
多い日は入替制で対応しましたが、
⼀家族の利⽤時間が短くなってしま
うという課題があります。小体育室
での２種目同時利⽤は避けていま
す。当日に空きがあれば⼤体育室も
開放しています。 

生涯学習
推進課 
総合 
スポ－ツ
センタ－ 

親⼦ふれあい
DAY 助成事業 

親⼦や地域とのふれあいを推進する
ため、毎週土曜日に本市在住者が小
学生以下の⼦どもと同伴で入浴する
場合、当該２⼈の入浴料⾦の合計額
が４００円となるよう補助を実施し
ます。 

利⽤者 
 小学生  ７７２⼈ 
 乳幼児  ３４２⼈ 

チラシを作成し、アイ・あいブック
事業の際に配布し、制度周知に努め
ました。 

⼦育て 
⽀援課 

③世代間交流 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

乳幼児とのふ
れあい・交流機
会の充実 
 

次代の親となるであろう小中学生や
⾼校生が乳幼児とのふれあい体験を
通じて、⼦どもを生み育てることや
生命の⼤切さ等を学ぶため、総合的
な学習の時間等を活⽤して交流機会
の充実を図ります。 

例年地域の小学生以上が参加できる
夏休み体験プログラムや⾼校生の授
業の取り組みなどで、ふれあい・交
流の機会の充実を図っていますが、
令和２年度は新型コロナウイルス感
染拡⼤防⽌のため取り組みを中⽌し
ました。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

⼦育て 
⽀援課 

世代間交流等 核家族化がすすむ中、ふれあいの機
会がもてる貴重な時間や昔からの⾏
事や遊びを伝承してもらえる場とし
て、保育所等において敬⽼の集い、
もちつきや正⽉遊びなどの⾏事に、
地域の⾼齢者や祖⽗⺟を招いて参加
してもらい、交流を図っていきます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため交流は⾏いませんでした。 

交流の中⽌を周知。保育に昔ながら
の伝承遊びやわらべ歌遊びを取り入
れています。 

幼児 
保育課 

 
１－２ 子どもの心⾝の健全な成⻑を促す教育環境の整備・充実              

（１）学校教育・就学前教育の充実 
①就学前の教育機能・連携の充実 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
就学前教育の
充実 

⼀⼈ひとりの⼦どもの発達段階に応
じた指導・援助に努め、豊かな感性
や創造⼒を育む就学前教育の充実を
図ります。 

幼稚園教育課程基準に則り、各園で
作成した指導計画に沿った保育を実
施しました。 
また、令和３年４⽉の幼稚園型こど
も園の開園に向けて「全体的な計画
の基準」を作成しました。 

幼稚園教育において育みたい資質・
能⼒及び「幼児期の終わりまでに育
ってほしい姿」を踏まえ、環境を通
した教育活動を⾏うことにより、学
びに向かう⼒、表現⼒等の基礎、知
識及び技能等の基礎など、小学校以
降の教育に引き継がれていく資質・
能⼒が育まれています。 

学校教育
推進課 
教育 
政策課 
（幼児 
教育 
サポート
チーム） 
各幼稚園 

認定こども園
の充実 

平成３１年４⽉より開設した２園の
公⽴認定こども園では、０歳児から
小学校入学までの乳幼児に対し、⼀
貫した質の⾼い保育及び教育を実施
します。また、小学生やお年寄りと
の異世代交流や、保護者同士の交流
の場を設けるなど、地域に開かれた
⼦育て世代⽀援の充実を図ります。
同時に、職員の年齢層が低くなって
いることから、保育スキルを⾼める
研修の強化も図ります。 

０歳児から就学前の⼦ども達が主体
的に生活し遊べる環境作りを⾏いま
した。また、保育の質の向上のため
の研修（講師の講義と公開保育や模
擬保育を実施。外部からの参加を縮
小）その他各所園内の研修や会議を
通してスキルの継承を⾏い、次世代
の育成を図りました。 

コロナ禍においても保育・教育の充
実が図れるように感染拡⼤の予防に
努め、安全で衛生的な園運営を⾏い
ました。⼦どもの発達に応じた保
育・教育の保障及び質を確保しつつ、
感染拡⼤を予防するための環境の再
構成と活動内容の⼯夫として、⾏事
に変わる活動を企画し、また、研修
後の情報交換や冊⼦の作成をして各
園の学びを共有しました。 

幼児 
保育課 
各 
こども園 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
幼保交流 近隣の保育所と幼稚園が、様々な活

動を通して同じ地域に育つ⼦ども同
士の交流を図るとともに、職員間の
情報交換の場として推進します。 

例年は、近隣私⽴保育園と幼稚園と
で、学期に１回〜⽉に１回程度で交
流会を実施していますが、新型コロ
ナウイルス感染拡⼤防⽌のため実施
せず、情報交換等により交流を⾏い
ました。 

令和２年度は実施できませんでした
が、同じ地域の就学前施設に通う⼦
ども同士の交流は積極的に展開さ
れ、社会性やコミュニケーション⼒
等が育まれています。 

教育 
政策課 
（幼児 
教育 
サポート
チーム） 
学校教育
推進課 
各幼稚園 
幼児 
保育課 

保幼小交流 地域の市⽴学校の⾏事の⾒学、交流、
給食交流等を通して市内のこども
園・保育所・幼稚園を問わず、就学
前施設と市⽴学校の連携・交流を図
ります。 
幼児教育と小学校教育について、就
学前施設と市⽴学校の教職員が互い
に知り、学び合えるよう、研修等を
充実させます。                                       
公⽴・私⽴、また幼稚園・保育所・
こども園を問わず、市⽴学校と連
携・接続が進むよう、教職員・保育
者同士のコミュニケーションを図り
ます。 

例年実施している体験入学や、幼稚
園児と小学生との交流活動は新型コ
ロナウイルス感染拡⼤防⽌のため実
施していませんが、１年生と５歳児
の運動遊び交流や、小・中学生から
のビデオを幼稚園児が鑑賞するな
ど、限られた条件の中での交流を⾏
いました。 
幼少の接続については、教職員同士
の保育・授業の相互参観を随時実施
しました。 
また、新型コロナウイルス感染拡⼤
防⽌のため交流保育は⾏いませんで
した。 

体験入学をはじめ、給食交流や、休
み時間の交流等を⾏うことで、幼稚
園生活から小学校における集団生活
への円滑な移⾏が図られています。 
令和元年度より、池田市教職員研修
として、幼稚園・小学校教諭合同研
修を実施することにより、幼少の円
滑な接続について教員が学び、共有
する場となっています。 
保育・教育の機関誌や研修資料の共
有、コロナ禍における保育・教育の
状況や⾏事の取り組みの情報共有を
し、保幼小の連携や調整を図りまし
た。 

学校教育
推進課 
教育 
政策課 
（幼児 
教育 
サポート
チーム） 
幼児 
保育課 

幼児教育サポ
ート事業 
【重点施策】 

保育の質の向上のための研修の充実
を図ります。 
幼小の円滑な接続に向けて研修会等
を実施します。 
幼児教育についての情報の発信を⾏
います。 

保育の評価や記録、幼小の接続等に
関する研修会を実施（６回）。また、
希望する施設の園内研修のサポート
に講師を派遣（１５回）。 
通信を発⾏し、研修の様⼦等の情報
を発信（５回）。 

保育の質の向上や幼小接続に関して
研修を提供することができました。
今後も、現場のニーズを考慮しなが
ら、必要な研修を提供していきます。 

教育 
政策課 
（幼児 
教育 
サポート
チーム） 

幼児の知⼒・体
⼒向上事業 

⼦ども自身が楽しく夢中になって遊
ぶ体験を提供することにより、未就
学児の基礎的な知⼒及び体⼒の成⻑
のサポートを図ります。幼・保問わ
ず（またいずれにも通っていない⼦
どもも）対象とするため、社会教育
施設などで各種イベントや講演を開
催します。事業目的達成のため、⻑
期的な視点に⽴って事業を実施しま
す。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

生涯学習
推進課 

②個性や創造性を伸ばす学校教育の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

豊かな心の教
育 
 

道徳教育推進会議を開催し、「生きる
⼒」の核となる豊かな⼈間性の育成
をめざし、各学校の創意⼯夫を生か
した道徳教育の充実を図ります。 

道徳教育推進委員会及び研修会を年
２回開催。 

市⽴学校の道徳教育推進教員による
情報交流や授業研究会の実施によ
り、各校での道徳教育の充実を図り
ました。 

学校教育
推進課 

小中⼀貫教育
推進事業 
【重点施策】 

小中⼀貫教育推進委員会において、
各学園の⼀貫教育の進捗状況を確認
し、５学園が揃って邁進していける
ように取り組みます。 

「小中⼀貫教育通信」第６０、６１
号発⾏及びホームページ掲載 
 
ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ会議     ９回 
 
小中⼀貫教育推進委員会 ３回 
 

「With の日」を始めとする小・中学
校間の情報交換や相互連携が進み、
児童・生徒指導⾯で⼀定の成果がみ
られました。⼀方、学習⾯での連携
が課題です。現状に合った小中⼀貫
教育の方向性について改めて検討
し、授業づくりを中心とした連携に
取り組む必要があります。 

教育 
政策課 

「教育のまち
池田」総合企画
推進事業 
【重点施策】 

新しい形での「教育フェスタ」を企
画・運営し、教育講演会等を通して、
「池田の教育」を市⺠に広く発信し
ます。 

教育講演会（池田教育フェスタ） 
開催できず 

 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため教育講演会（池田教育フェスタ）
を開催できませんでした。 

教育 
政策課 

⼦どもの学び
サポ－ト推進
事業 

地域⼈材を活⽤し、学習⽀援や部活
動⽀援を中心に⼦どもたちの学びの
サポートを⾏います。 
外部⼈材登録者を、サポート出来る
内容別に整理し、各校より検索し、
活⽤を依頼出来るようシステムを、
作成します。 

市⽴学校園において地域⼈材が学習
や部活動、学校環境整備等にあたり
ました。 
（全体で１，６１１時間） 

学習⽀援や部活⽀援等で地域⼈材の
サポートを得ることで、学習の定着
や運動技能の向上につながりまし
た。 

教育 
政策課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
英語教育推進
事業 

国際化社会の進展に対応する教育の
⼀環として、公⽴就学前施設、市⽴
学校に外国⼈講師を派遣し、その指
導を通して英語学習への興味関心を
⾼め、国際感覚を磨き、英語のコミ
ュニケ－ション能⼒等の育成を図り
ます。 
また、４技能測定（GTEC）を活⽤
し、結果を指導改善にいかします。 

外国⼈英語講師を幼稚園・小学校・
中学校・義務教育学校に合計７名配
置。 
ＧＴＥＣ（４技能の⺠間英語検定）
を実施。 
 

児童・生徒の英語によるコミュニケ
ーションの機会を増やすことで、英
語表現への慣れとともに、生涯にわ
たる英語学習への意欲向上が⾒られ
ます。 
⼀定⽔準以上の技能が⼦どもたちに
身についていることが実証されてい
ます。 

学校教育
推進課 

在日外国⼈日
本語指導⽀援
事業 

市⽴学校園における在日外国⼈教育
の推進を図るため、池田市在日外国
⼈教育研究協議会に対して補助を⾏
います。 
また、外国籍児童・生徒が充実した
学校生活が送れるよう、⽀援の充実
を図ります。 

個別指導   ５０３時間 
グループ指導   ６時間 
 
業務委託によるトータル⽀援の実
施。 

日本語理解が困難な外国⼈園児・児
童・生徒が、学習や生活に適応し、
円滑に学校園生活を遅れるよう、日
本語指導及び⺟語による⽀援を実施
しました。 

学校教育
推進課 

交流教育及び
共同学習 

障がいの有無にかかわらず、相互に
⼈格と個性を尊重し合える共生社会
の実現をめざします。教育活動全体
を通じて、交流教育及び共同学習を
計画的、組織的に⾏うとともに、地
域の⼈々などと活動をともにする機
会を積極的に設けます。 

宿泊⾏事における看護師付き添い 
小学校 １件 
中学校 １件 
 

宿泊⾏事における介助員付き添い 
幼稚園 １件 
小学校 ５件 
中学校 ３件 

看護師が付き添うことで、医療的ケ
アの必要な児童・生徒も教育活動を
安全に実施でき、校外への⾏事へも
参加することができました。 
また、介助員を配置することで、計
画的・組織的に⾏事に参加すること
ができました。 

教育 
センタ－ 

障がい児（者）
施設との交流 

児童・生徒の障がい児（者）に対す
る理解を深めるため、福祉施設との
交流を図ります。 

⽀援学校との居住地交流 
小学校 １件 

 
新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、福祉施設との交流は⾏うこと
ができませんでした。 

交流を通して、お互いの理解が深ま
りました。 

教育 
センタ－ 

情報教育推進 ICT 教育の充実がより⼀層求められ
ていく時代の⼤きな流れの中、機器
整備を計画的に推進していくことは
もちろん、そうした機器をいかに活
⽤し、教育をより豊かにしていくの
かという実践研究を推進していきま
す。 

校務⽀援システムの日常的なサポー
ト体制構築 
情報教育担当者会等の実施 

３回 
ICT を活⽤した研究授業開催 

２回 
プログラミング教育に関する授業⽀援  

９８回 
GIGA スクール構想に係る環境整備 
・市内全普通教室の⾼速無線 LAN 化

完了 
・⼀⼈⼀台端末の整備完了 

校務⽀援システムの効果的な運⽤に
より、教職員にとって利便性の⾼い
業務環境を提供することができまし
た。 
また、GIGA スクール構想により、
⼀⼈⼀台タブレット端末環境の急速
な整備が求められましたが、全校に
おいて導入研修を丁寧に実施したこ
とで、⼤きな混乱なく、運⽤を開始
することができました。 

教育 
センタ－ 

ボランティア
教育の推進 

ボランティア活動を体験するなどボ
ランティア精神を培う教育の推進を
図ります。 

各学校で、総合的な学習の時間を中
心に実施。 

福祉体験や聞き取り学習の実施によ
り、児童・生徒が社会に目を向け、
社会の⼀員としての自覚を養ってい
ます。 

学校教育
推進課 

③学校教育と地域の連携の推進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

教育コミュニ
ティづくり推
進事業 
 

地域コーディネーターを中心とし、
学校、地域及び家庭の相互連携協⼒
をより活性化させます。また、⼦ど
もを中心に据え、就学前施設や小・
中・義務教育学校などの校種間連携
や学校⽀援活動をさらに充実させ、
⼦どもの生きる⼒を育みます。教育
コミュニティニュースの効果的な広
報活動を実施します。 

「教育コミュニティづくり推進連絡
会」を２回実施。 
各学園において⾏事や研修会を実
施。 
「池田市教育コミュニティ NEWS」
第９８〜１０２号発⾏及びホームペ
ージ掲載。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌になった事業も多くありま
した。感染対策を⼗分に実施した上
で、土曜学習や情報モラル研修会を
実施することができました。 

教育 
政策課 
 

地域学習教室
事業（ふくまるは
ばたき塾） 

中学生には数学・英語の学習教室、
小学校⾼学年には英語アクティビテ
ィ教室を開催し、学習機会の提供の
もと、家庭学習⽀援と児童・生徒の
学⼒向上を図ります。 

中学生は市内６教室で７７回実施
し、１８７⼈が参加しました。 
小学校⾼学年は新型コロナウイルス
感染拡⼤防⽌のため実施しませんで
した。 

希望する生徒に対し、無償で学習機
会を提供することにより、学⼒向上
につながっています。 

学校教育
推進課 
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（２）思春期健康教育・保健対策の推進 
①学校における健康教育の推進 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
保健体育や保
健指導の充実 
 

次代の親となることが期待される⼦
どもが、身近な地域で健やかに自分
の⼦どもを生み育てることができる
よう、⺟性・⽗性に関する正しい知
識の普及を促す健康教育や保健指導
の充実を図ります。 

全小・中・義務教育学校で、年間指
導計画に沿って、保健体育指導を実
施。 

心身の健全な発育と健康の保持増進
のために必要な知識理解を深めてい
ます。 

学校教育
推進課 
健康 
増進課 

学校保健 学校園の健康診断、各種検査及び環
境衛生検査の実施により、健康の保
持増進、適切な環境の維持を図りま
す。 

心臓検診、結核検診、脊柱側わん検
診、尿検査等の検査、プール⽔・空
気・照度・飲料⽔検査の実施。 

児童・生徒・園児の健康状態を把握
し、必要に応じて受診勧奨、学校生
活での健康管理指導を⾏いました。
学校園の適切な環境を維持できまし
た。 

学務課 

飲酒・喫煙・薬
物防⽌教育 

喫煙・飲酒や薬物乱⽤など心身に害
を及ぼす⾏為の防⽌に関する教育の
充実を図るとともに、警察等関係機
関との充実した連携を図ります。 

全市⽴学校園において薬物乱⽤防⽌
教室、⾮⾏防⽌教室による喫煙・飲
酒に関する講話や学習を実施。 

警察署や少年サポートセンターから
講師を招き専門家の知⾒から危険性
を学ぶことができ、心身に害を及ぼ
す⾏為への防⽌へとつながりまし
た。 

教育 
センター 

②相談体制の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

相談体制の充
実 
 

友達関係や勉強等によるストレスな
ど様々な要因により喫煙、飲酒、薬
物乱⽤などの危険⾏動に陥りやすい
児童・生徒が相談しやすい体制づく
りを推進するとともに、ハローダイ
ヤルの周知を広報を通じて⾏いま
す。 

児童生徒から教育センターへ直接の
相談はなし。 

教育センターの相談窓口としてハロ
ーダイヤルを広報誌やホームページ
で周知しているところです。 

教育 
センタ－ 

（３）多様な体験活動の充実 
①学校や地域における体験活動の推進 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
職場体験 
 

事業所などの職場体験を通じて、実
際的な知識や技術・技能に触れたり、
働く⼈々と接したりすることで勤労
観、職業観を育むことで、キャリア
教育の充実を図ります。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、職場体験学習の実施はありま
せんでした。総合的な学習の時間等
でキャリア教育を⾏いました。 

キャリア教育の視点に⽴って、生徒
の社会的、職業的自⽴を促し、コミ
ュニケーション能⼒や社会に参画し
ようとする態度が育まれています。 

学校教育
推進課 

歴史⺠俗資料
館の展⽰⾒学、
出前授業 

市域の歴史、⽂化への理解を深める
きっかけづくりとして、学校教育と
連携した⾒学受け入れや出前授業を
実施します。出前授業、⾒学自体の
改善点を探り、反映していくととも
に⼦どもを対象とした事業の充実を
図ります。 

出前授業 
対⾯授業       ２校 
オンライン授業    ３校 
資料貸出       ８校 
データ貸出      １校 
参加者 延べ１，２１２名 

 
Youtube 動画公開  １３本 

うち「たぬきの⽷⾞」 
再生回数  １万回超え 

小学校３年生の社会科「昔のくら
し」、小学校１年生の国語科「たぬき
の⽷⾞」に関連する出前授業（対⾯・
オンライン）、資料やデータの貸出を
実施し、⼦どもたちが学習内容の理
解を深める機会を提供することがで
きました。 
また、Youtube で歴史、⽂化に関す
る動画を公開し、コロナ禍での自宅
学習への⽀援を提供することができ
ました。 

歴史⺠俗
資料館 

図書館施設⾒
学 

読書への関心を深めるため、市内の
小学校３年生を中心に幼児から中学
生までを対象とした図書館⾒学会を
実施します。 

未実施 新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌を
目的として図書館開催⾏事が中⽌に
なった影響により、未実施となりま
した。 

図書館 
石橋 
プラザ 

浄⽔場施設⾒
学 

市内の小学校４年生を対象に社会⾒
学の受入れを⾏っていきます。また
⽔道週間（６⽉１日〜７日）の期間
中に、⽔道についての理解と関心を
⾼めるため「古江浄⽔場⼀般開放」
を実施していきます。その他、希望
者を対象に随時⾒学会を開催してい
き、⽔道についての理解と関心を⾼
めていきます。 

浄⽔場施設⾒学は、新型コロナウイ
ルス感染拡⼤防⽌のため中⽌となり
ましたが、代替として市内の小学校
４年生から職員への Zoom インタ
ビューを実施しました。 

Zoom インタビューを⾏うことによ
り、⽔道に関する理解と関心を⾼め
ることを図りました。 

上下 
⽔道部  
経営 
企画課 

下⽔処理場施
設⾒学 

市内の小学校４年生を対象に社会⾒
学の受入れを⾏っていきます。また
夏休みに、小学校４〜６年生を対象
に、下⽔処理について更に理解を深
めるため「体験⾒学会」を実施して
いきます。その他、希望者を対象に
随時⾒学会を開催していき、下⽔処
理について更に理解を深めていきま
す。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

上下 
⽔道部  
下⽔ 
処理場 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
出前講座 市内公⽴保育所・公⽴幼稚園に出張

し、上下⽔道についての理解と関心
を⾼めるため、主に５歳児を対象と
した⽔質実験・クイズを実施してい
きます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

上下 
⽔道部  
経営 
企画課 

消防施設⾒学 市内の保育所・幼稚園・小学校等、
社会科学習の⼀環として消防施設を
⾒学・体験し、業務内容を知ること
でより⼀層の防⽕意識を向上させる
創意⼯夫を⾏い、啓発活動に努めま
す。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策として、令和２年度の消防施設⾒
学は実施しておりません。再開後は
創意⼯夫を凝らしながら防⽕意識の
向上活動に努めます。 

消防署 

こども会育成
事業 

こども会への参加率が著しく減少傾
向にある中、こども会の新しい在り
方を模索しつつ、これまで通り指導
者の育成に努め、明日の池田を担う
⼦どもたちの健全育成を図ります。 

会員（幼･小･中）９６２名 
市こ連主催⾏事は新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌のため全て中⽌。 
新型コロナウイルス対策⽀援⾦を会
員に給付。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、⾏事は全て中⽌となってしま
いましたが、⽀援⾦の給付を⾏い、
単位こども会の充実をサポートしま
した。 

教育 
センタ－ 

少年団体育成
事業 

ボーイスカウト４団とガールスカウ
ト１団の育成を図ります。また、保
護者や地域をはじめとした市⺠を対
象に、⻘少年団体の広報や啓発に努
めていきます。 

ボーイスカウト 
団員数 １１７名 

 
ガールスカウト 

団員数  ４５名 

少⼦化による団の減少があります
が、各団において感染症対策・活動
内容の⼯夫に努め、活動を実施しま
した。 

教育 
センタ－ 

②自然や文化に親しむ機会、スポーツ・レクリエーション活動の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

自然体験推進
事業 
 

恵まれた自然環境のもと、教育課程
の⼀環として集団生活や野外活動等
を実施し、児童・生徒の心身鍛練及
び健康増進を図ります。 

全小・中学校、義務教育学校で自然
学舎を実施。 
新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、２校で実施予定の臨海学舎は
中⽌。 

豊かな自然の中での集団生活や体験
活動を通して、児童・生徒の心身の
健全な発育や社会性の育成に寄与し
ています。 

学校教育
推進課 

池田市⺠カ－
ニバル・五⽉山
さくらまつり 

桜の季節を楽しむとともに、野点や
邦楽演奏会を城跡公園にて実施しま
す。今後も、必要経費を検討しなが
ら進めていきます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

空港・ 
観光課 

花菖蒲まつり 親と⼦の集いをテーマに⼦供から⼤
⼈まで楽しめる催しを⽔⽉公園にて
実施します。今後も、必要経費を検
討しながら進めていきます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

空港・ 
観光課 

池田猪名川マ
ラソン⼤会 

スポーツの原点である走ることの楽
しさを味わっていただくため、２
km、５km、１０km と小学生のク
ロスカントリーリレーのコースを設
定し、小学生から⾼齢者までの幅広
い世代の⼈たちが完走できる⼤会を
めざします。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

生涯学習
推進課 

市⺠レクリエ
－ション⼤会 

１０⽉に開催し、開催にあたっては
各小学校区で企画から運営までを⾏
うことで、スポーツを通じて住⺠同
士のふれあいや健康づくりの促進を
図ります。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

生涯学習
推進課 

卓球のまちづ
くり事業 

小学生から⾼齢者まで参加できる卓
球講習会、中学生を対象にした⼤会、
初心者を対象にした卓球教室など、
年齢や競技レベルに応じて開催し、
卓球を生涯スポーツの１つとして推
進していきます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

生涯学習
推進課 

障がい者社会
参加促進 

障がい者（児）に対し、スポ－ツや
レクリエ－ション及び⽂化活動に参
加する機会を提供することにより、
自⽴と社会参加を促進し、障がい者
（児）が参加しやすい事業を企画し
ます。 

事業数   ２事業 
参加⼈数 ７４⼈ 

障がい者団体へ事業を委託すること
により、障がい者のニーズに応じた
事業を開催し自⽴と社会参加の促進
が図られました。 

障がい 
福祉課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
親と⼦の体操 親と⼦（２歳から４歳児）が対象の

スポ－ツ教室を通して、親⼦のスキ
ンシップを図るとともに、幼児期の
運動の必要性を理解してもらう場を
提供します。指導内容や開催日時に
関して、保護者のニーズに応えられ
るよう、市内幼稚園および小中学校
での指導プログラムや就学時間等を
把握する必要があるため、教育委員
会をはじめ各関係機関との緊密な連
携を図りながら実施していきます。 

９⽉〜１２⽉ 秋期教室 
１⽉〜０３⽉ 冬期教室 
 
申込組数 
 ２歳児   ４４組 
 ３・４歳児 ３８組 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策として、定員を⼤幅に減らし、安
心して参加できるよう３密を避ける
プログラムや指導内容を⼯夫し実施
しました。 

生涯学習
推進課 
総合 
スポ－ツ
センタ－ 

障がい児（者）
スポ－ツ教室 

障がいのある⼦どもたち（就学前〜
⻘年期）の機能回復とコミュニケ－
ションの形成を図るために、⾳楽に
あわせて歩く、走る、回るなどの簡
単なルールでの競争やゲームなどの
スポーツ教室を⾏います。また、ス
キーやボーリング⼤会なども実施し
ます。 

１０回実施 
２９家族 
 
男⼦２３名 
⼥⼦ ７名 
計 ３０名 

スポーツセンター機能回復訓練以外
にも、クリスマス会や五⽉山ハイキ
ングなどで親睦を図りました。 

生涯学習
推進課 

ジュニアスポ
－ツクラフﾞ 

団体の自主事業として実施し、ジュ
ニア世代の少年・少⼥を対象に、各
種スポーツの基礎を学びます。また、
活動を通じて⼦どもの発達期におけ
る団体生活及び身体の錬磨と技術の
向上を図るとともに、豊かな心の育
成に努めます。 

４クラブ実施 
・バドミントン 
・バスケット 
・ハンドボール 
・バレーボール 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、練習会等の多くが中⽌となり
ました。 

生涯学習
推進課 

障がい児タイ
ムケア事業 

夏休み期間中の週１回、発達障がい
等の⼦どもたちの交流の場を提供し
ます。休暇中の障がい児のルーティ
ンのひとつとして、運動を通じた余
暇活動の充実に寄与しています。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

保護者からの継続を希望する声が多
かったため、平成２４年度より事業
を継続してきましたが、新型コロナ
ウイルス感染拡⼤防⽌のため、⽌む
無く中⽌となりました。 

発達 
⽀援課 

③国内外交流活動の促進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⻘少年国際交
流 
 

姉妹都市や友好都市に⻘少年を派遣
し、諸外国の⽂化や伝統を理解する
とともに、自国の伝統や⽂化につい
て考え、⼤事にする心を育み、国際
社会で主体的に生きる態度と能⼒を
培う活動の充実に努めます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

⼈権・⽂化
国際課 

（４）子どもの遊び・学びの環境の整備 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

児童館活動促
進事業 
 

「学びの館」として、⼦どもたちの
学⼒の定着を図るため、教室活動を
はじめ、⻑期休業中に実施している
特別活動教室、土曜学習（サタスタ）
をさらに充実させていきます。 
また、地域との連携を強化していく
ため、校区にある学校や教育関連施
設、保護者や地域の関係団体と緊密
な連携を深め、⼦どもたちが安全に
安心して過ごせる環境づくりに努め
ます。 
さらに、⼦育て世代の保護者に対し
て、教育相談の充実、⼦育て⽀援セ
ミナー（ライフプランニングセミナ
ー）の実施など、保護者同士の情報
交換の場としての役割を果たせるよ
う機能整備を図っていきます。 

ピアノ教室    ４１１⼈ 
習字教室     ３３６⼈ 
硬筆教室     ６１４⼈ 
珠算教室   １，４５９⼈ 
油絵教室     １１６⼈ 
算数教室     ５７６⼈ 
⼯作教室      ４８⼈ 
⾏事・その他 ７，６６６⼈ 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
のため、特別学習教室と読み聞かせ
は実施せず。 

令和２年度は「３密」を避けソーシ
ャルディスタンスを考慮した教室活
動や⾏事を実施しました。さらに、
施設へのアクセスが悪いにも関わら
ず、同じ校区はもちろん、他の校区
からの利⽤者増につなげるため、館
だより等の情報発信に努めました。 
また、自然や地域の特性を活かした
学習や取り組みを展開し、市内小学
校の地域学習や教職員の研修などの
取り組みを⽀援しました。 
教友会会員や児童館職員の資格を活
かし、利⽤者⼀⼈ひとりに対してき
め細かな対応を⾏いました。職員や
講師の呼びかけや励ましもあり、教
室活動を継続する⼦どもたちや新規
の申し込み者が多く、取り組んでき
たことが実を結ぶとともに、保護者
からも評価を得ています。 

生涯学習
推進課 
児童館 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⻘少年の健全
育成（五⽉山児
童⽂化センタ
－） 

科学室や図⼯室を活⽤した実験教室
やクラフト教室、五⽉山の自然を親⼦
で楽しむことのできる観察会などに
ついては、内容の⾒直しとさらなる充
実を図っていきます。 
また、乳幼児家庭のための⼦育て⽀
援の拠点として、「よちよちプラネタ
リウム」「親⼦山歩き」などの⾏事を
通して、気軽に集い、出会い、相談
できる環境づくりに努めます。 
さらに、児童の放課後の居場所とし
て多目的室（自習室）を開放し、地
域の⼤⼈たち（ボランティア）とと
もに⼦どもの成⻑を⾒守ることがで
きる施設をめざします。 

・入館者数     ７，７８７⼈ 
・定期クラブ延べ出席数 
            ９５３⼈ 
・科学部門⾏事参加者数 
            １３８⼈ 
・自然部門⾏事参加者数 
            １６９⼈ 
・創作部門⾏事参加者数 
 （作る）       ３９４⼈ 
・観劇部門⾏事参加者数 
 （シアター）     １９５⼈ 
・⼦育て部門⾏事参加者数 
 （あそぶ・たのしむ） ８６７⼈ 
・特別企画⾏事参加者数 
            ４２０⼈ 
・プラネタリウム来館者数 
            ３１７⼈ 
 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため４⽉、５⽉は休館。６⽉以降は
⾏事以外の入館者を１５⼈に制限し
開館しました。また、実験教室６⼈、
観察会８⼈、観劇⾏事１５⼈、プラ
ネタリウム６⼈、その他全ての⾏事
を定員縮小で開催。講師、演者の理
解と協⼒の下、⼦どもたちの体験の
機会を無くすことなく継続できまし
た。近隣小学校等からの施設⾒学、
市外(箕⾯市)小学校からの出前授業
の依頼にも意欲的に取り組みまし
た。新型コロナウイルス感染症によ
る臨時休館中は週３回、休館明けは
週１回、外出自粛を強いられる⼦ど
もたちに向けに動画を配信。市外(⻄
宮市)中学校の換気促進ソングに使
⽤されるなどの反響がありました。 

生涯学習
推進課 
五⽉山 
児童⽂化
センタ－ 

⻘少年の健全
育成（⽔⽉児童
⽂化センタ－） 

⼦ども・若者を育てる全年齢型地域
交流拠点「遊び・⼦育て・参画実践
の館」をめざし、利⽤者が「出会い・
気づき・つながり・表現し・⾏動す
る」環境づくりに努めます。 
また、定期クラブ、⽉例サークル、
季節単発⾏事、特別事業（親⼦教室、
劇団、⼦ども会議、夜間開館、⼦ど
も食堂）に加え、施設運営への市⺠
参画や社会課題を考える場としての
役割を果たせるよう機能整備を図っ
ていきます。 

定期クラブ 
１０６回   ８１０⼈ 

⽉例サークル 
６０回   ３６９⼈ 

季節・単発⾏事 
５５回   ６７０⼈ 

特別事業 
２４４回 １，９４３⼈ 

 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策による閉館期間中は、自宅にこも
る⼦どもたちを対象に、気晴らしと
なるお楽しみ動画「挑戦コーナー」
や学びにつながる「教えてあなたの
お仕事」の定期配信を⾏いました。
また、Zoom を活⽤したオンライン
交流会を開催し、新⽶ママさんの悩
み事相談・解消につながりました。
⼀部の季節⾏事もオンラインで開催
し、参加した⼦どもたちが後日お礼
の⾊紙を届けてくれるほど、満足度
の⾼い⾏事となりました。 
開館後は、コロナ禍でも⼦どもたち
の主体的な参加を促進するべく、来
館する⼦どもたちと季節⾏事の準備
を⾏ったり、協働運営の足掛かりと
して施設⾏事企画運営委員会「すい
げつクルー」を発足し、⼦どもたち
が中心となって⼦どものためのイベ
ントを企画する実践を⾏いました。 
また、現代的な社会課題に応じるべ
く、多様性について考える中⾼生を
対象とした「にじいろとーく」も新
設。孤独な⼦育てを⽀える乳幼児の
親⼦を対象とする新プログラムも２
つ開始しました。 
さらに、若者の挑戦を応援する目的
で、建設専門学校生の作品展⽰に協
⼒しました。 

生涯学習
推進課 
⽔⽉ 
児童⽂化
センタ－ 

児童サ－ビス
の充実 

地域や小中学校と連携して、⼦ども
の読書活動を推進します。定例のお
はなし会をはじめ、様々な⾏事や企
画展⽰、ブックリストの配布を通じ
て、⼦どもたちの想像⼒を養うとと
もに、正しい情報を取得する⼒を身
につけるための⽀援を⾏います。 

貸出⼈数 ２５，５９５⼈ 
登録者数  ５，９７６⼈ 
⾏事参加⼈数  ５６１⼈ 
（いずれも中学生以下） 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため図書館が臨時休館になった影響
により、利⽤者数は減少しました。 
開館時は、短時間で利⽤者がスムー
ズに目的の資料を探せるよう、展⽰
やブックリストの配布、図書館ホー
ムページでの案内等の情報発信に努
めました。 

図書館 
石橋 
プラザ 

１－３ 支援の必要な子どもやその家庭を支える環境の整備・充実             
（１）ひとり親家庭の自⽴促進  

①生活の自⽴支援の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

児童扶養手当 ⽗⼜は⺟と生計を同じくしていない
児童や⽗⼜は⺟が政令で定める程度
の障害の状態にある児童が育成され
る家庭の生活の安定と自⽴の促進に
寄与するとともに、児童の福祉の増
進を図ることを目的として、当該児
童について児童扶養手当を⽀給しま
す。 

⽀給日、現況届、制度改正のお知ら
せを広報誌にて周知。（広報掲載５・
７・８・９・１１・１・２・３⽉） 
 
対象件数 ７４７件 
全部⽀給 ３７７件 
⼀部⽀給 ２７６件 
⽀給停⽌  ９４件 
 

適正な実施に努めました。 
 
 

⼦育て 
⽀援課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⺟⼦・⽗⼦住宅 市営住宅条例の申込資格の全ての条

件を満たし、かつ⺟⼦及び⽗⼦並び
に寡婦福祉法第６条の適⽤を受けて
いる⺟⼦・⽗⼦世帯に対し、低廉な
家賃の市営住宅を提供します。 

入居希望者登録は毎年更新。広報誌
にも掲載。 
 
新規 ０件 
退去 ０件 
 
令和３年３⽉末現在 
入居世帯数   １２件 
入居登録希望数  ７件 

住宅に関して困っているひとり親へ
⺟⼦・⽗⼦住宅の案内を⾏いました。 
 

⼦育て 
⽀援課 
(都市 
政策課） 

ひとり親家庭
医療費助成 

１８歳の年度末までの⼦ども及びそ
の養育者・監護者に対し、医療費の
⼀部を助成し、健康の保持に努める
とともに、医療にかかる経済的負担
の軽減を図ります。 
⼦育て⽀援課との連携により受給者
の把握に努め、必要な方が必要な医
療を受けられるよう、医療証の発⾏
を⾏っていきます。 
今後も医療費負担の軽減により、受
給者の健康の保持と生活の安定、福
祉の増進を図っていきます。 

受診件数 １８，９６０件 ⼦育て⽀援課と連携し、児童扶養手
当や遺族年⾦等の受給者を把握して
所得要件の審査を⾏い、ひとり親６
９２名、⼦ども１，００１名の計１，
６９３名に医療証を交付しました。 
受給者には、必要な医療が受けられ
るよう医療費助成を⾏い、経済的な
⽀援を実施してきました。 
また、自動償還制度の導入により、
⽉額自己負担上限額が２，５００円
を超過する受給者には、最初の１回
のみの申請で償還を⾏えるように
し、利便性の向上に努めました。 

保険 
医療課 

⺟⼦生活⽀援
施設入所事業 

⺟⼦家庭等において、様々な事情か
ら⼦どもの養育が⼗分にできない場
合、⺟⼦生活⽀援施設へ⼦どもと⼀
緒に入所させ、生活の安定を図り自
⽴への⽀援を⾏います。 

HP 掲載 
 
入所世帯数 １世帯 
 

関係機関との連携に努めました。 
 
 

⼦育て 
⽀援課 

ひとり親家庭
相談 

⺟⼦・⽗⼦自⽴⽀援員を中心に関係
部局、関係機関と連携を図り、地域
の⺠生委員児童委員・主任児童委員
の協⼒を得ながら、ひとり親家庭に
対する相談・⽀援の充実を図ります。 

HP 掲載 
 
相談件数   ６５２件 
⺟⼦     ６１５件 
⽗⼦      ３７件 
（うち離婚前 １４０件） 

⼦の進学に係る学費の相談に加え、
⺟の資格取得等の相談も増加してい
ます。 
離婚前相談に関しては内容が複雑化
しています。 
 

⼦育て 
⽀援課 

みなし寡婦（寡
夫）控除 

平成２６年度から、税法上の「寡婦
（寡夫）控除」が適⽤されない婚姻
歴のないひとり親世帯に対して、⼦
どもにかかる各種利⽤料について控
除の適⽤を受けて算定されるよう、
「寡婦（寡夫）控除」のみなし適⽤
を実施します。 

申請  ３件 
相談  ７件 

保育料の算定など、⼀部の事務が法
定化されて以降は申請件数が減少し
ています。 

⼦育て 
⽀援課 

②就労支援の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

自⽴⽀援教育
訓練給付⾦事
業 
 

ひとり親家庭の就業・自⽴に向けた
⽀援を促進するため、指定する教育
訓練を受講したひとり親に対して、
講座修了後に受講料の⼀部を⽀給し
ます。 

０件 
 

HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

 

⼦育て 
⽀援課 

⾼等職業訓練
促進給付⾦事
業 

ひとり親家庭の就業・自⽴に向けた
⽀援を促進するため、ひとり親が看
護師等の経済的自⽴に効果的な資格
を取得するために、１年以上養成機
関等で修学する場合で、就業（育児）
と修学の両⽴が困難な場合に、生活
費の負担軽減のための給付を⾏いま
す。 

促進給付⾦   ３名 
うち准看護師 １名 

看 護 師 ２名 
 
修了⽀援給付⾦ １名 
 
 

HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 
 

⼦育て 
⽀援課 

⾼等学校卒業
程度認定試験
合格⽀援事業 

ひとり親家庭の親またはその⼦を対
象に、就業や収入増加のため⾼等学
校卒業程度認定試験の合格をめざし
講座を受講した場合及び受講修了後
２年以内に試験に合格した場合、そ
れぞれ給付⾦を⽀給します。 

０件 HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

⼦育て 
⽀援課 

⺟⼦・⽗⼦自⽴
⽀援プログラ
ム策定 

ひとり親家庭の状況・ニーズに基づ
き、きめ細やかで継続的な自⽴・就
労⽀援を実施します。 

策定             ０件 
アフターケア     ０件 

HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

⼦育て 
⽀援課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
地域就労⽀援
事業 

ひとり親家庭の親等で就労困難者に
対し就労⽀援を⾏います。 
引き続き、変わりゆく就労環境の周
知やタイムリーなセミナーの開催に
取り組んでいきます。 

就労相談件数 ６件 
就労セミナー ２回 

個別相談やセミナー開催によって就
労困難者の⽀援を⾏いました。 

商⼯ 
労働課 
 

（２）障がいのある子どもの自⽴と社会参加  
①障がいのある児童・生徒等の教育支援体制の充実 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
特別⽀援教育
推進（巡回指導
及 び 定 期 診
断・就学相談） 
 

特別⽀援教育対象幼児・児童・生徒
の適正な就学（園）を期して教育相
談活動を実施し、多様化・重度化す
る⼦どもたちの適切な指導・⽀援及
び特別⽀援教育の内容の改善と発展
をめざします。また、教員の専門的
な知識を⾼めていくためにも、専門
家に研修や助言をしてもらい、⽀援
教育に関しての知識を深めていきま
す。 

池田市特別⽀援教育検討委員会 
３回 （委員１９名） 

 
対象幼児・児童・生徒 

約２００名 
 
専門家による巡回相談 

５２件 
 
教職員研修 

８回 

⽀援の必要な幼児・児童・生徒の⾏
動観察、保護者との⾯談を通して、
保護者の意向を最⼤限に尊重した就
学指導を進めることができました。 
専門家による巡回相談の実施、教職
員研修を通して、⽀援教育に対する
専門的な知識向上を図ることができ
ました。 

教育 
センタ－ 

特別⽀援教育
の体制の充実 

⽀援学級での教育体制の充実を図る
ため、児童・生徒の障がいの状況に
応じた学級編成を⾏います。そして、
特別⽀援教育の充実・⽀援のために
教材・教具等の配備、教室環境の整
備を⾏います。 

⽀援学級設置数 
小学校 ７５学級 
中学校 ３０学級 

 
 

児童・生徒の観察や関係機関との連
携を通して、⼤阪府が推進している、
障がい種別による学級設置が⾏えま
した。 
必要な備品や設備を整え、教育環境
の整備を⾏いました。 

教育 
センタ－ 

介助員の配置 障がいのある児童・生徒や幼児の身
辺自⽴の補助や安全⾯での確保のた
め、⽀援学級や要配慮児の在籍する
幼稚園に状況に応じて介助員等を配
置し、⽀援教育の充実を図ります。
また、専門的な知識を深めるために
介助員対象の研修を実施します。 

介助員 
幼稚園  １２名 
小学校  ６５名 
中学校  １９名 

 
介助員研修  ２回 

様々な障がいのある幼児・児童・生
徒に応じて、⼀⼈ひとりのニーズに
合った教育活動を安全に⾏うことが
できました。 
また、介助員研修を実施することで、
介助員の資質向上を図ることができ
ました。 

教育 
センタ－ 
教職員課 

通級による指
導の充実 

要配慮幼児及び通常の学級に在籍し
ている「⽀援の必要」のある児童生
徒に対して、学校生活を自信を持っ
ておくれるようコミュニケ－ション
上の課題改善のための指導を⾏いま
す。また、情報共有を密にし、就学
前から義務教育終了までのつながり
のある教育を実現します。 

通級指導教室設置数 
小学校 ５校 
中学校 ３校 

 
通級指導巡回相談 ３回 
通級連携会 週１回実施 

週１回の通級連携会を通じて、幼・
小・中を通しての情報共有を⾏って
います。事例検討を⾏うことで、指
導⼒の向上を図ることができまし
た。 
また、専門家の巡回指導を実施して
います。指導助言をしていただくこ
とで、さらに専門性を⾼めることが
できました。 

教育 
センタ－ 

②保育体制・通園施設の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

公私⽴保育所
等での障がい
児保育の充実 

健常児との集団生活を通して、生活
の場を広げ、成⻑発達を援助すると
ともに、研修等を通して障がい児に
対する理解と認識を深めます。（障が
い児保育実地研修、障がい児保育所
内研修、障がい児保育分科会） 

令和２年度から「特別⽀援保育」に
名称変更し、より適切な保育環境で
特別⽀援保育が実施できるよう運
営・調整を⾏いました。 
 
私⽴保育所等       ４１⼈ 
公⽴保育所等       ３３⼈ 
なかよし・ひかりこども園の要配慮児  

１６⼈ 
 
特別⽀援保育実施研修 

児童１⼈につき年 ２回 
所園内研修    

年１１回 
特別⽀援保育分科会 

年 ３回 

発達や特性に合った適切な保育が実
施できるよう研修を⾏いました。公
私⽴共に⽀援保育の向上のため、公
⽴の特別⽀援保育分科会を拡⼤し令
和３年度に向け、公私⽴保育所等対
象に「特別⽀援保育研修会」を計画
し、今後も特別⽀援保育の充実を図
っていきます。 

幼児 
保育課 
発達 
⽀援課 

巡回相談の充
実 

公私⽴保育所等、私⽴幼稚園、留守
家庭児童会等の巡回相談を⾏いま
す。就学前から就学児の所属する集
団の場における相談・指導の充実に
努めることにより、保育・教育の質
の向上に努めます。 

延 ９７箇所 
延６７７⼈ 実施 
 
令和３年度新規対象児童の巡回 

２１回 
 

公私⽴特別⽀援保育児の巡回、保育
内容の相談や保護者対応の相談、職
員育成の相談を実施しました。 

児童の発達⽀援環境の総合的な整備
に努めました。また発達障がいの早
期発⾒にも寄与しました。 
市の特別⽀援保育対象児の観察と相
談、保育やクラス運営等の指導、⽀
援計画等の説明及び指導を実施しま
した。 

発達 
⽀援課 
幼児 
保育課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
児童発達⽀援
事業、放課後等
ディサ－ビス
事業、保育所等
訪問⽀援事業 

障がいを持つ児童とその保護者に対
して、障がい特性に応じた専門的な
療育の提供を⾏います。また、受け
入れ体制を整え、重症心身障がい児
の療育の充実をめざします。 

在園児      延３，８１７⼈ 
キッズクラブ     延３０８⼈ 
きらきらクラブ     延５１⼈ 
保育所等訪問⽀援事業   延８⼈ 

⽀援を必要とする障がい児を対象に
療育を積極的かつ継続的に取り組み
ました。⽉⼀回、保護者勉強会を実
施し、⼦どもの理解につなげました。
重症心身障がい児の受け入れ体制を
整えました。 

児童 
発達⽀援
センタ－ 
やまばと
学園 

在宅障がい児
への療育の充
実 

在宅児童の障がいの状況等に応じ、
適切な療育の提供を⾏います。 

ひまわり親⼦教室     延２１８⼈ 
発達検査・発達相談    延１１１⼈ 
作業療法訓練        １６４⼈ 
りんごクラブ         延８⼈ 

ひまわり親⼦教室（健康増進課、発
達⽀援課、やまばと学園）は新型コ
ロナウイルス感染拡⼤防⽌のため縮
小して実施しました。やまばと学園
入園希望児童を対象に R３年１⽉よ
り、りんごクラブ(親⼦教室)を開催
しました。 

児童 
発達⽀援
センタ－ 
やまばと
学園 

専門職員によ
る在園児への
療育指導 

心理指導員・作業療法士・言語聴覚
士・保育士等がチームを組み、児童
と保護者に質の⾼い療育の提供を⾏
います。 

発達検査・発達相談    延２４３⼈ 
作業療法訓練      ３３８⼈ 
言語聴覚訓練     延３５５⼈ 
個別⽀援計画 

⼀⼈あたり年２回作成 

個別の相談、訓練だけでなく、それ
ぞれの専門分野から発達⽀援を⾏い
ました。個別⽀援計画を作成し、保
護者と確認しながら療育に取り組み
ました。 

児童 
発達⽀援
センタ－ 
やまばと
学園 

③療育相談体制の充実・関係機関との連携の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

発達⽀援シス
テム推進事業 
【重点施策】 

情報共有ツール「いけだつながりシ
ート Ikeda̲s（イケダス）」や電⼦
版イーイケダスを幅広く利活⽤して
もらえるよう、更なる周知に努めま
す。また、発達⽀援に関する関係機
関との連携体制を構築していきま
す。 

発 達 ⽀ 援 シ ス テ ム 検 討 委 員 会   １回 
研修会等        ２９回 

Ikeda̲s や e-Ikeda̲s の活⽤を推
進するとともに、発達⽀援システム
検討委員会の開催、研修会・講習会
の実施により、乳幼児期から成⼈期
までの⼀貫した⽀援を提供できるシ
ステムの推進に努めました。 

発達 
⽀援課 

池田市要保護
児童対策地域
協議会障がい
児関係部会実
務者会議 

定期的な情報交換、要保護児童等の
実態把握、⽀援事例の総合的な把握
を⾏います。また、必要に応じて小
会議やケース検討会議を⾏い、各機
関が役割分担しながら、⼀体的な⽀
援を図っていきます。 

実務者会議 ２回 
小会議   ０回 

情報や課題の共有により、関係機関
とスムーズに連携を取ることができ
ました。実務者会議は全３回を予定
していましたが、緊急事態宣言の発
出を受け、令和３年１⽉２０日開催
分が中⽌となりました。小会議は全
て中⽌となりました。 

⼦育て 
⽀援課 
発達 
⽀援課 

池田市地域自
⽴⽀援協議会 

関係機関が連携を図ることにより、
地域における障がい者等への⽀援体
制に関する情報を共有し、地域の実
情に応じた体制の整備について協議
を⾏います。また、医療的ケア児者
⽀援のための関係機関の協議の場を
協議会に置き、保健、医療、教育等
の関係機関の連携を図っていきま
す。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、協議会は開催できませんでし
た。 

障がい 
福祉課 

ひまわり親⼦
教室 

概ね２歳半以降の⼦どもを対象に、
親⼦での遊びと発達相談の場を提供
し、療育の⾒極めや発達⽀援を⾏い
ます（保健師より紹介）。 

延２１８⼈ 専門療育の必要性を⾒極めました。
また保護者の⼦育て上の悩みに寄り
添い、必要な社会資源についての情
報提供を⾏いました。当初は全７０
回の開催を予定していましたが、新
型コロナウイルス感染拡⼤防⽌のた
め、３２回の開催となりました。 

発達 
⽀援課 
児童 
発達⽀援
センター
やまばと
学園 
健康 
増進課 

わかばクラブ 公私⽴保育所（園）、私⽴幼稚園に通
う年中・年⻑児を対象に、小集団で
のプログラム活動を通じた発達⽀援
を⾏います（巡回相談の心理相談員
より紹介）。 

１グループ 前期 ６回 
後期１０回 

 
２グループ 前期 ６回 

後期１０回 

発達⽀援が必要な⼦どもに対し、社
会性を身につけるためのプログラム
を実施することができました。両グ
ループとも前期は９回の開催を予定
していましたが、新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌のため、６回の開催
となりました。 

発達 
⽀援課 

障がい者地域
⽀援センタ－
運営事業 

障がい者（児）が身近な地域で相談
等が受けられる機関を設置すること
により、本⼈・介護者等の生活の安
定並びに福祉の増進を図ります。利
⽤者が年々増加していることから、
今後は障がい者（児）の相談窓口の
増設を検討していきます。 

基幹相談⽀援センター 
「あおぞら」９４９８件 
地域生活⽀援センター 
「ひだまり」１００８件 
「Sun はーと」９１４件 
福祉相談 
「くすのき」１１７４件 
地域活動⽀援センター 
「咲笑」  ３７１１件 

令和２年度より地域生活⽀援センタ
ー「Sun はーと」が相談事業を開始
し、年々増加している相談⽀援の充
実が図られました。 

障がい 
福祉課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
発達相談 １８歳未満の⼦どもの発達や障がい

に関する相談を⾏います。保護者の
ニーズに応じた相談⽀援、情報提供
に努めていきます。 

個別相談、電話相談、窓口相談等 
１８９件 

個々の⼦どもの状況を聞き取り、適
切な⽀援やニーズに合わせた機関の
紹介を⾏うことができました。 

発達 
⽀援課 

手話通訳者派
遣事業 

聴覚・言語障がい者（児）に対し、
手話通訳者を派遣することにより、
コミュ⼆ケ－ションの円滑化と社会
参加の増進を図ります。 

派遣数 ９０回 聴覚・言語障がい者（児）に対し、
手話通訳者を派遣することにより、
コミュニケーションの円滑化と社会
参加の増進が図られました。 

障がい 
福祉課 

保育所、幼稚園
等の所属集団、
発達⽀援課、や
まばと学園等
との連携 

乳幼児の発達⽀援について、所属集
団や専門機関でのよりよい⽀援につ
なげるため、１歳６か⽉児健診や３
歳６か⽉児健診、約束クリニック等
の結果を、保護者の了承を得て情報
提供します。 

情報提供数 ３６６件 毎年情報提供の数は増加しており、
所属集団や専門機関でのよりよい⽀
援につながるよう⽀援できていると
考えます。 

健康 
増進課 

④⼿当等の支給・在宅福祉サ－ビスの充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

重度障がい者
医療費助成 
 

重度の身体障がい者、知的障がい者、
精神障がい者及び難病患者に対し医
療費の⼀部を助成し、健康の維持・
回復に努めるとともに、医療にかか
る経済的負担の軽減を図ります。 
障がい福祉課との連携により受給者
の把握に努め、必要な方が必要な医
療を受けられるよう、医療証の発⾏
を⾏っていきます。 
今後も医療費負担の軽減により、受
給者の健康の保持と生活の安定、福
祉の増進を図っていきます。 
また、先天性代謝異常症患者の在宅
治療に対し治療食品の購入費の⼀部
を助成し、患者の福祉の向上に努め
るとともに、患者本⼈や家族の経済
的負担の軽減を図ります。 

受診件数 ４３，８２２件 
 

障がい福祉課との連携により、受給
者の把握に努め、１，５７６名に医
療証を交付しました。 
受給者には、必要な医療が受けられ
るよう医療費助成を⾏い、経済的な
⽀援を実施してきました。 
また、自動償還制度の導入により⽉
額負担上限額が３，０００円を超過
する受給者には最初の１回のみの申
請で償還できるようにし、利便性の
向上に努めました。さらに、令和２
年４⽉１日より、先天性代謝異常症
患者に対する食事療養費の⽀給を開
始し、患者本⼈や家族の経済的な⽀
援を⾏いました。 
 

保険 
医療課 

障がい児通所
⽀援事業 

制度の周知や事業所情報等を市⺠に
分かりやすく提供しながら適切なサ
ービス給付を⾏うとともに、福祉と
教育の連携推進や事業所の質の向上
に努めます。 

延６，１８３⼈ ⽀援を必要とする⼦どもが療育を受
けられるよう、窓口での情報提供や
受給者証の発⾏、事業所への給付費
の⽀払いを⾏いました。 

発達 
⽀援課 

重度障がい者
住宅改造助成 

障がい者の日常生活の向上を図るた
め、住宅改造費を助成します。 

申請 ２件 住宅改造費を助成することにより、
障がい者（児）の住み良さと生活の
向上が図られました。 

障がい 
福祉課 

特別児童扶養
手当 

２０歳未満で、中程度の障がいがあ
る児童を監護している⽗⺟、⼜は⽗
⺟に代わって養育している方に⽀給
します。（市では、申請の受付事務の
み） 

令和２年２⽉末時点 
受給者数 １９２⼈ 

受給対象者へ制度の案内等を⾏いま
した。受給者の経済的負担が軽減さ
れました。 

発達 
⽀援課 

特別障がい者
手当等給付 

最重度障がい者（児）の経済的負担
の軽減を図ります。（障がい児福祉手
当、特別障がい者手当） 

障がい児福祉手当 
延５１４名 

受給対象者へ制度の案内等を⾏いま
した。受給者の経済的負担が軽減さ
れました。 

発達 
⽀援課 
障がい 
福祉課 

障がい者補装
具・日常生活⽤
具給付 

 障がい者（児）のニーズに対し、補
装具・日常生活⽤具を給付・貸与す
ることで、残存機能の補助及び経済
的負担の軽減を図ります。 

物品扶助    １６２件 
日常生活⽤具１，０１３件 

障がい者（児）に対し、補装具・日
常生活⽤具の給付等をすることによ
り、生活の質の向上が図られました。 

障がい 
福祉課 

障がい者⻭科
診療 

障がい者（児）に対し、⻭科診療の
受診機会を確保することにより、⻭
の健康管理の増進を図ります。 

診療 ５５件 障がい者（児）⻭科診療の受診機会
の提供により、⻭の健康管理の増進
が図られました。 

障がい 
福祉課 

障がい者(児)
機能訓練 

身体に障がいのある０歳から６４歳
の市⺠に対し、心身機能の維持回復
を図るため理学療法士、作業療法士
等による必要な訓練を⾏います。 

延べ実施⼈数 ６４０⼈ 利⽤者に対して必要な訓練を実施す
ることにより心身機能の維持回復を
図ることができました。 

障がい 
福祉課 
休日急病
診療所 
児童 
発達⽀援
センター
やまばと
学園 
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（３）要保護児童及び要支援児童と家庭への支援の充実 
①問題の早期発⾒・相談援助体制の充実 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
児童家庭相談
事業・⼦ども家
庭総合⽀援拠
点 
【重点施策】 
 

全ての⼦どもとその家庭及び妊産婦
が安全で安心な生活ができるよう、
関連機関との連携を図りながら相談
援助を⾏います。また、⼦どもと家
庭の実情把握、⽀援に関する情報共
有、⼦育て全般の相談対応、児童虐
待の相談・通告受付など、関係機関
との調整を⾏い、⼦どもと家庭の⽀
援に取り組みます。 

相談件数 ３３２件 児童虐待の通告受付や調査、⽀援に
あたっての関係機関の調整等を⾏い
ました。適宜、関係機関との情報共
有・連携を図りながら、⼦どもと家
庭の実態把握に努め、必要な⽀援に
取り組みました。 

⼦育て 
⽀援課 

児童虐待発生
予防事業 

乳幼児健康診査未受診家庭対応や居
所不明児童調査を実施し、関係機関
と連携し、⼦どもの状況把握及び必
要に応じて早期⽀援を⾏います。 
継続的に⾏うことで、未然防⽌を図
ります。 

乳幼児健康診査未受診家庭調査件数 
 １４件 

関係機関からの情報提供をもとに調
査や全国的な居所不明児童調査を実
施し、要保護児童対策地域協議会の
会議で報告。⼦どもの状況把握に努
め、必要に応じて⽀援を⾏いました。 

⼦育て 
⽀援課 

児童虐待の発生予防を目的とし、機
関訪問やオレンジリボン運動を推進
し啓発活動を⾏います。また、児童
虐待発生予防の観点から、親及び⼦
ども⽀援プログラムを実施します。 
継続的に実施することで定着化さ
せ、予防に努めます。 

【オレンジリボン運動】 
のぼりやタペストリーの掲⽰及びオ
レンジリボンの配布を実施。 
 
【親⽀援プログラム】 
BP 年８回 
NP 年１回 

１１⽉の児童虐待防⽌推進⽉間に合
わせ、オレンジリボン運動を実施し、
啓発活動に努めました。 
新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、親⽀援プログラム実施回数は
減少、⼦ども⽀援プログラムは中⽌
となりました。 

池田市要保護
児童対策地域
協議会虐待関
係部会実務者
会議 

児童虐待の防⽌・早期発⾒・援助活
動など総合的な取り組みを推進する
ための保健・医療・福祉・教育等関
係機関・団体や関係者からなる要保
護児童対策地域協議会を活⽤し、児
童虐待の早期発⾒・早期⽀援、再発
防⽌に努めます。ネットワークでの
情報共有や現状把握のため、実務者
会議を定期的に⾏います。 

実務者会議     年 ４回 
運営会議      年１２回 
個別ケース検討会議 年４２回 
講演会       年 １回 

池田市要保護児童対策地域協議会台
帳登載児童について、関係機関と連
携を図り、援助方針及び処遇決定を
⾏い、早期発⾒・早期⽀援・再発防
⽌に努めました。 
また、講演会を開催し、児童虐待の
対応における理解を深め、実務者の
スキルアップを図りました。 

⼦育て 
⽀援課 

利⽤者⽀援事
業 
（⺟⼦保健型） 
⼦育て世代包
括⽀援センタ
ー 
【重点施策】 

妊娠期からの切れ目ない⽀援をめざ
し、妊娠届出時に保健師が全数⾯接
を⾏い、関係づくりと⽀援を要する
妊婦の把握に努めます。また、⽀援
が必要な妊産婦のもれなく継続的な
⽀援に努めます。 

妊娠届出時⾯接数 ７１１件 
⽀援を要する妊婦 ２３０件 

保健師が全数⾯接を⾏うことで、⽀
援を要する妊婦の把握につながって
いると考えます。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（基本型） 
にじいろ 
【重点施策】 

妊娠期から就学前までの⼦育て家庭
を対象に、専任の保育士が、当事者
目線の寄り添い型の相談⽀援に努め
ます。⼦育てに関する情報提供や電
話・⾯談・訪問等、相談者のニーズ
に合せた相談スタイルで、相談に柔
軟に応じます。 
また、⺟⼦保健や⼦育て⽀援の関係
機関担当者との連携を推進します。 

相談・援助件数 ５７７件 
（内訳） 
⾯  談    １６１件 
訪  問     ９８件 
電  話    １９３件 
出張相談    １１５件 
援  助      １０件 

柔軟な対応が好評です。 
地域のさまざまな⼦育て⽀援の場に
出向いて気軽に相談に応じることに
より、相談⽀援の充実が図られてい
ます。 

健康 
増進課 

乳児家庭全⼾
訪問事業 
【重点施策】 

生後４か⽉までの乳児のいる全ての
家庭を対象に、助産師や保健師が訪
問します。乳児の発育発達や産婦の
心身の健康状態を確認し、きめ細や
かな保健指導を⾏うとともに、育児
⽀援の情報提供も⾏います。 
本市では、新生児・未熟児・産婦の
訪問指導も兼ねています。 

訪問家庭数  ５８８⼾ 
訪問延べ件数 ６５６⼈ 

出生数の減少に伴い訪問数は減少し
ていますが、訪問率は増加していま
す。 

健康 
増進課 

②要支援家庭への支援 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

養育⽀援訪問
事業 
 

養育⽀援を特に必要とする妊娠期か
ら児童のいる家庭を対象に専門職に
よる専門的相談⽀援、ヘルパー派遣
による家事･育児⽀援を実施します。
⺟⼦保健等関係機関との連携を図
り、妊娠期から切れ目のない⽀援の
ネットワークを強化し、必要な家庭
の把握に努めます。 

育児・家事⽀援 
訪問家庭数      ７世帯 
訪問延べ件数   ８４件 

 
専門的相談⽀援 

訪問家庭数    １６世帯 
訪問延べ件数   ７８件 

 
訪問実世帯数     １７世帯 
訪問対象実児童数  ３３⼈ 

⺟⼦保健等の関係機関との連携を図
り、⽀援の必要な家庭の把握に努め
ました。養育⽀援が必要な家庭に対
し、育児・家事⽀援や相談⽀援を実
施し、保護者の育児負担の軽減や精
神的な安定につながるよう必要な⽀
援を⾏いました。 

⼦育て 
⽀援課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⺟⼦保健地区
担当保健師活
動 

産婦や乳幼児のいる要⽀援家庭に対
して、⺟⼦保健の観点から、訪問等
により継続的な⽀援を⾏うととも
に、関係機関と連携し、生活に必要
なサービスの調整を⾏います。 

保健師による⽀援状況 
乳幼児 １，４０９⼈ 
妊産婦   １０９⼈ 

保健師１１⼈が地区担当制で⽀援に
あたっており、保健師⼀⼈当たり１
２８⼈を⽀援しています。 

健康 
増進課 

妊娠・出産⽀援
事業 
【重点施策】 

妊娠期・産後の相談⽀援を充実しま
す。 
〇産前・産後サポート事業︓妊産婦

の育児不安の軽減や孤⽴感の解消
を目的に、相談の多い授乳相談や
妊産婦の交流会事業等を⾏いま
す。 

〇産後ケア事業︓産後、安心して⼦
育てができることを目的に、出産
後、家族等から⼗分なサポートが
受けられず、特に⽀援が必要な家
庭に対し、助産師等による訪問型
のサービスを⾏います。また、対
象家庭の拡⼤や宿泊型等の実施に
ついて検討します。 

産前・産後サポート事業 
延べ利⽤者数  １０９⼈ 

（内訳） 
授乳相談 

電話       ７０⼈ 
来所       １２⼈ 
４か⽉児健診時  ２７⼈ 

 
ひよこ育児相談会、プレママ mini
スクールは中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため集団での相談会は中⽌となりま
した。よりよい感染症対策を講じ再
開をめざします。 

健康 
増進課 

③経済的負担の軽減 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

助産施設入所
事業 

保健上必要があるにもかかわらず、
経済的理由により入院助産を受ける
ことのできない妊産婦を入所させて
生活⽀援を図ります。 

HP 掲載 
 
利⽤件数 ０件 
 

適正な実施に努めました。 ⼦育て 
⽀援課 

小・中学校就学
援助 

要保護及び準要保護世帯の児童･生
徒及び特別⽀援学級在籍児童･生徒
に対し、小・中学校の諸費⽤の⼀部
を援助します。今後も児童・生徒の
教育の機会均等の観点から、継続が
必要です。 

〇就学援助 
 小学生 ３２７名 
 中学生 ２２９名 
〇特別⽀援教育 
 小学生 ２５９名 
 中学生  ８８名 

制度の周知を図り、適正な実施に努
めました。 

学務課 

福祉貸付事業 生活のつなぎ資⾦、⾼等学校の入学
準備⾦の貸付を⾏います。（生活資⾦
⼀世帯２５０，０００円以内、⾼等
学校入学準備⾦⼀⼈３００，０００
円以内。） 
生活困窮者の抱える課題が多様化す
る中で、⾦銭⾯をサポートする貸付
制度は、収入の目途のある方に対し
ては、有効なものとなっており、今
後も、同様の事業内容で運営してい
きます。 

貸付実績 
生活資⾦貸付⾦ 
 ６件 
 １，５００千円 
 
⾼等学校入学準備⾦貸付⾦ 
 ０件 
 
 

社会福祉協議会の貸付や⾼校授業料
無償化等の影響で、毎年度減少傾向
にあり、令和元年度は、⾼校入学準
備⾦の新規貸付は０件となっていま
す。 

生活 
福祉課 

（４）不登校児童・生徒等の自⽴支援相談体制の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

いじめ・不登校
等トータルサ
ポート事業 
【重点施策】 

 

いじめ・不登校の未然防⽌を主とし
て、学校生活全般において、スクー
ルアシストメイトが学校教職員との
連携のもと、児童生徒の⽀援活動を
します。教室に入ることが困難な児
童生徒へは「校内適応指導教室」等
で活動を共にし、教職員との連携の
もと個に応じた⽀援をすることで、
教室復帰を図ります。また、授業に
入り込み学習等のサポートをするこ
とで、教室での活動の安心感につな
げます。 

年間活動回数(日数)  
１，２０８回(日) 

様々な課題を抱えている児童生徒
に、教員とは違う⽴場の⼤⼈がかか
わり、教職員との情報共有のもと、
多⾯的な⽀援を実施しました。また、
「校内適応指導教室」等の安心でき
る居場所を拠点として活動すること
で、不登校児童生徒の学級集団活動
へのステップとしての役割を果たし
ました。 

教育 
センタ－ 

進路指導・進路
選択⽀援 

進学意欲を有しながら経済的な理由
により就学が困難な⽀援を要する生
徒や⻘少年に対して、家庭の状況や
個々の課題等に対応した相談体制を
構築し、要⽀援生徒や⻘少年が積極
的に自己の進路を考え将来に対する
展望が持てるよう⽀援します。 

奨学⾦制度、つなぎ融資について、
各中学校へ周知を図りました。 
 

学校担当者・市⺠等からの相談を受
け、⾼等学校、専修学校、⼤学進学
に関する奨学⾦について情報提供し
て、進路選択を⽀援しました。 

学校教育
推進課 
教育 
センタ－ 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
教育相談 ハローダイヤルをはじめとした市⺠

サービスとしての教育相談や⼦ども
と保護者、学校現場の要望に応えた
教育相談を⾏うことで、教育効果を
⾼めていきます。また、⼦どもへの
⾒⽴てをはじめとした教職員研修を
実施し、⼦ども理解に対する⽀援を
⾏うとともに、関係機関との連携に
努めます。 

相談件数      ３，３８５回 
受理・終了判定会議     ２５回 

臨時休業期間中は定期的に電話連
絡・対応を⾏いました。相談内容は
多様化・複雑化しており、相談件数
も依然として多いです。１つのケー
スを親担当・⼦担当の複数で対応し、
きめ細かに対応しました。また、保
護者了解のもと、学校園と情報共有
をはじめとした連携等も⾏いまし
た。 

教育 
センタ－ 

NPO 連携教育
相談 

ＮＰＯの独自性、機動性、柔軟性を
発揮し、学校に適応困難な児童・生
徒（不登校児童・生徒）や保護者の
ニ－ズにあった場を設定することに
より、よりきめ細やかな対応を図り
ます。 

ス ク ー リ ン グ お よ び 相 談 件 数
３，３５１件 

NPO の独自性や柔軟性が発揮され、
さまざまな課題を抱える児童・生徒
のニーズに合った居場所となってい
ます。 

教育 
センタ－ 

スク－ルカウ
ンセラ－・スク
ールソーシャ
ルワーカーの
配置 
【重点施策】 

いじめや不登校等の問題⾏動に対し
て、専門家を配置し、⽀援活動を⾏
います。 
スクールカウンセラーを市⽴小・義
務教育学校へ配置し、心理⾯からの
サポートをするとともに、スクール
ソーシャルワーカーを各学園(中学
校区)に配置し、校内体制の整備や児
童生徒の課題に対して環境⾯からの
サポートを教職員と連携しながら⾏
います。 

SC 
相談回数 延３，９３５回 
 
SSW 
⽀援回数 延２，３５４回 

いじめや不登校を中心にして児童・
生徒、保護者の課題を心理や社会福
祉の専門職として、学校の教育相談
体制の重要な役割を担うことができ
ました。また、ケース会議の参加や
児童・生徒⽀援に関する教職員への
助言、研修の実施、関係機関への連
携等校内体制の充実にも貢献するこ
とができました。 

教育 
センタ－ 

適応指導 適応指導教室(ビーンズ)では、自主
的自発的に活動する意欲を育て、学
校生活や社会生活への意欲の向上を
⽀援します。また、学校園への出張
教育相談や⼦育て講座等を実施し、
保護者ならびに教職員対象の相談と
啓発活動を充実させます。 

開室日数   １２３日 
通室延べ⼈数 ３７０⼈ 
在籍児童生徒数  ８⼈ 
体験生徒数    １⼈ 

対⼈⾯で課題があった不登校児童が
適応指導教室での小集団の活動とと
もにソーシャルスキルの学習を積み
重ねることで登校する機会が増え、
在籍校に完全復帰しました。また、
スマイルファクトリーと併⽤して通
っている通室生徒の在籍校との連携
を深めることで、定期的に登校する
ことが可能になりました。 

教育 
センタ－ 
 

中学校指導⽀
援事業 

児童・生徒の健全育成を図るために
「学園生活指導協⼒委員会」を組織
し、学校以外で関わる地域と学校が
連携し、継続した児童生徒の⾒守り
体制の強化を図ります。 

各学校園（中学校区） 
２〜３回の紙⾯開催 

学校・地域の現状を報告し、情報を
交換する場として位置づいていま
す。学校からは⾏事以外の普段の様
⼦、地域からは児童生徒の気になる
点や活躍の様⼦が共有され、学校と
地域との良好な関係が構築できてい
ます。 

教育 
センタ－ 
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■第２節【基本目標②】子どもを安心して生み育てることができる環境づくり 

２－１ 地域の子育て環境の整備・充実                         
（１）地域における子育て支援の推進 

①地域における子育て相談支援機能の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

利⽤者⽀援事
業 
（⺟⼦保健型） 
⼦育て世代包
括⽀援センタ
ー 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期からの切れ目ない⽀援をめざ
し、妊娠届出時に保健師が全数⾯接
を⾏い、関係づくりと⽀援を要する
妊婦の把握に努めます。また、⽀援
が必要な妊産婦のもれなく継続的な
⽀援に努めます。 

妊娠届出時⾯接数 ７１１件 
⽀援を要する妊婦 ２３０件 

保健師が全数⾯接を⾏うことで、⽀
援を要する妊婦の把握につながって
いると考えます。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（基本型） 
にじいろ 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期から就学前までの⼦育て家庭
を対象に、専任の保育士が、当事者
目線の寄り添い型の相談⽀援に努め
ます。⼦育てに関する情報提供や電
話・⾯談・訪問等、相談者のニーズ
に合せた相談スタイルで、相談に柔
軟に応じます。 
また、⺟⼦保健や⼦育て⽀援の関係
機関担当者との連携を推進します。 

相談・援助件数 ５７７件 
（内訳） 
⾯  談    １６１件 
訪  問     ９８件 
電  話    １９３件 
出張相談    １１５件 
援  助      １０件 

柔軟な対応が好評です。 
地域のさまざまな⼦育て⽀援の場に
出向いて気軽に相談に応じることに
より、相談⽀援の充実が図られてい
ます。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（特定型） 
〔保育コンシ
ェルジュの拡
充〕 
【重点施策】 

引き続き保護者の様々な不安や悩み
に寄り添い、解消に努めます。また、
保育ニーズの⾼まりや多様化にきめ
細やかに対応するため、保育コンシ
ェルジュの増員により、相談業務の
深化を図り、利⽤者に寄り添った⽀
援を⾏います。 

相談件数   ３９８件 
継続的な相談  ２５件 
 
電話による問い合わせは、新型コロ
ナウイルス感染拡⼤により自粛体制
を設けた事も重なり⾮常に増加しま
した。 
また、保育所に関する市⺠等からの
相談に２４時間３６５日対応すべ
く、AI 保育コンシェルジュ（AI チ
ャットボット）による相談対応サー
ビスを令和２年１０⽉から運⽤を開
始し、就労等の事情により開庁時間
に相談できない方のために利⽤者⽀
援体制を拡充しました。 

認可保育所に入所できない申込者
や、健康増進課・⼦育て⽀援課・⼦
ども家庭センター等との連携ケース
の増加に対し、増員した保育コンシ
ェルジュによって、さらに丁寧に利
⽤者に寄り添った相談が可能となり
ました。 

幼児 
保育課 

地域⼦育て⽀
援拠点事業 
【重点施策】 

【⼦育て親⼦の交流の場の提供と交
流の促進】 
⼦育て親⼦が気軽にかつ自由に利⽤
できる交流の場の提供や交流を深め
る取り組み等を実施するとともに、
利便性の向上に努め、利⽤促進を図
ります。 
【⼦育て等に関する相談・援助の実
施】 
保護者に対し、⼦育ての不安や悩み
を解消できるよう、相談・援助を実
施します。 
【⼦育てに関する情報の提供】 
⼦育て親⼦が必要とする身近な地域
の⼦育てに関する情報を提供しま
す。 
【⼦育てに関する講習等の実施】 
⼦育て親⼦を対象として、⽉１回以
上、⼦育てに関する講習等を実施し
ます。保護者のニーズや地域の⼦育
ての課題を踏まえ、⼦育てに関する
的確・正確な技術や知識を得る機会
を提供します。 

【ひろばの利⽤】 
ホップくん  
  １９２回、  ３１４組 
わたぼうし 
  １９６回、１，００４組 
もりもりＫＩＤＳ 
  ２４５回、２，６２５組 
くるぽん 
  ２０５回、３，２６５組 
 
【相談、援助の実施】 
ホップくん     １８件 
わたぼうし      ５４件 
もりもりＫＩＤＳ ２２９件 
くるぽん     １２２件 
 
【情報の提供】 
・おたよりの発⾏  ⽉１回 
・ＨＰの更新    ⽉１回 
・タイムリーな情報を掲⽰および配布 
 
【講習会等の実施】 
ホップくん 
     １８回、１９４名 
わたぼうし 
     ２８回、３０８名 
もりもりＫＩＤＳ 
     ２６回、２９７名 
くるぽん 
     １６回、１６６名 

【ひろばの利⽤】 
保護者のニーズに基づいた講習会や
イベント等を実施したり、地域の⼦
育て⽀援のネットワークや情報誌・
HP 等で取り組みを周知することで
利⽤促進を図りました。 
 
【相談、援助の実施】 
常駐する職員による電話や⾯談等で
の対応のほか、週１回の個別の相談
時間を設ける等、⼦育ての悩みや不
安が解消できる体制作りに努めまし
た。 
 
【情報の提供】 
毎⽉の⾏事予定表や⼦育て⽀援情報
のパンフレット等を掲⽰・配布する
等により、地域で親⼦が遊べる場所
の情報等を発信できました。 
 
【講習会の実施】 
保護者のニーズや地域の⼦育ての課
題を踏まえ、⼦育てに関する技術や
知識を得る機会を提供しました。 

⼦育て 
⽀援課 
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②子育てに関する情報提供の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⽗親への⼦育
て⽀援 
 

就学前の⼦どもと⽗親が参加できる
つどいの広場やイベントを企画し、
⽗親の⼦育て参加の機会や⼦育て仲
間に出会える場の提供等を⾏いま
す。 

ホップくん 
 ２回、 ９名 
わたぼうし 
 ９回、３３名 

⽗親の育児参加と交流の機会を設け
るため、イベントを開催しました。 

⼦育て 
⽀援課 

ふたご・みつご
のびのび 

ふたごやみつごの保護者とその⼦ど
も、妊婦を対象に、つどいの広場や
イベントを企画し、多胎ならではの
悩みや不安等を話し合ったり、⼦育
てのアイデアを情報交換したりする
場を提供します。 

１０回、３６組 情報交換・交流の場として定着して
います。 

⼦育て 
⽀援課 

フル－ツバス
ケット 

外国⼈の親⼦を対象に、つどいの広
場やイベントを企画し、親⼦同士の
交流や情報交換の場を提供します。 

１０回、１４３組 情報交換・交流の場として定着して
います。 

⼦育て 
⽀援課 

いちごパ－テ
ィ－ 

満１歳の誕生⽉に誕生会の招待状
「いちご通信」を郵送し、同年齢の
⼦どもと親同士の交流や情報交換の
場を提供します。 

２０回、１６８組 
いちご通信 ７４５通 

⼦育て情報の提供と親⼦同士の交流
の場として機能・定着しています。 

⼦育て 
⽀援課 

アイ・あいブッ
ク 

４か⽉児健康診査を受診する乳児の
保護者を対象に、⼦育てに関する資
料の配布と、絵本を通して親⼦で楽
しい時間を分かち合うことの⼤切さ
についてアドバイスし、地域で楽し
く⼦育てできる環境づくりを推進し
ます。 

２０回、６１２組 絵本を通じた親⼦のふれあいの⼤切
さを伝えるとともに、４か⽉という
早い段階で⼦育て⽀援情報等を提供
でき、地域の⼦育て⽀援の場につな
ぐ等の対応ができました。 

⼦育て 
⽀援課 

⼦育て⽀援パ
ンフレット等
作成事業 

地域の遊び場や⼦育てに関するサ－
ビス等の情報を、わかりやすくとり
まとめ提供します。 

パンフレット 
５種、８，２００部 

最新の情報が提供できるよう、冊⼦
の改訂・⾒直しを⾏いました。また、
確実に冊⼦が⾏き渡るよう、４か⽉
児・１歳６か⽉児健診等にて個別配
布しました。 

⼦育て 
⽀援課 

情報通信技術
（ＩＴ）を活⽤
した情報の提
供 

技術⾰新の進む情報通信の各種ツー
ルの普及率や汎⽤性を踏まえ、適切
な手法を検討し、⼦育てに関する情
報の効果的な発信を⾏います。 

Kodomoto いけだ年間アクセス数 
 ９０，１１４回 

⼦育て応援 WEB サイト「kodomoto
いけだ」を運営し、妊娠・出産・⼦
育てに関する情報を⼀元的に発信し
ました。また、Facebook、LINE、
Twitter を活⽤するなど、SNS によ
る効果的な情報発信に努めました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 
⼦育て 
⽀援課 

地域⼦育て⽀
援推進会議 

地域における⼦育て⽀援のネットワ
－クづくりとして、５中学校区にお
いて⼦育て⽀援の関係機関やボラン
ティア等で構成する会議を開催し、
地域の⼦育て⼒を⾼めるような取り
組みをめざします。 

年１５回 ⼦育てに関わる機関が、地域での⼦
育て機能について考え、情報共有で
きる場を設けることができました。 

⼦育て 
⽀援課 

③地域における子育て支援サ－ビスの充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

地域開放、所
（園）庭開放 

地域⼦育て⽀援拠点事業を実施して
いない保育所等において、在宅の就
学前児童の親⼦に所庭を開放し、親
⼦の交流の場を提供するとともに、
⼦育て相談の充実を図ります。 

広報や張り紙で周知し、定期的に未
就園児の遊びの場を提供しました。 

こども園において、未就園児童を対
象としたプレ保育を７⽉以降から実
施しました。 

幼児 
保育課 

地域交流・園開
放 
（あそびの広
場） 

幼稚園では未就園の⼦ども同士が互
いに遊び交流できる場を提供すると
ともに、幼稚園を地域の教育センタ
－として機能の充実に努めます。 

各園や地域の実情に合わせて実施。
広報「いけだ」に年間３回、実施日
時等を掲載。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、実施回数は減少しましたが、
地域の未就園児に遊びの場を提供す
るとともに、保育者も関わることで、
⼦どもは安心して遊びを楽しむこと
ができました。保護者にとっても、
⼦どもを安心して遊ばせることがで
きると同時に、交流の場や⼦育ての
相談等の場所となっています。 

教育 
政策課 
（幼児 
教育 
サポート
チーム） 
学校教育
推進課 
(幼稚園) 

病児・病後児保
育 

市内に在住している生後５７日から
小学６年生までの病気⼜は病気回復
期にある乳幼児で、仕事や冠婚葬祭
等やむを得ない事情により家庭での
保育が困難な児童を病児・病後児保
育室において⼀時的に保育し、⼦育
てと児童の養護に努めます。 

開所日数  ８６日 
利⽤者  １１１名 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策として、４、５⽉は特別保育中と
いうこともあり、その間は病児病後
児保育室の利⽤もありませんでした
が、６⽉以降はニーズに対応した通
常運営を⾏いました。 

幼児 
保育課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⼦育て短期⽀
援事業 
（ショ－トス
テイ事業） 

保護者が疾病、疲労等の理由により
家庭において児童を養育することが
⼀時的に困難になった場合、児童福
祉施設等において養育・保護を⾏い
ます。利⽤施設の確保や適切な⽀援
の実施に努めます。 

利⽤日数 ０日 児童家庭相談や関係機関からの相談
に応じ、利⽤が必要な家庭に案内。
希望日程での利⽤の調整がつかない
場合や親族⽀援が可能になり利⽤に
至らない場合がありました。必要に
応じ本事業以外の⽀援も案内してい
ます。 

⼦育て 
⽀援課 

⼀時預かり事
業 

傷病や事故・介護等の緊急時、育児
からのリフレッシュ、買い物・就労
等、保護者の様々なニ－ズに幅広い
対応を図るため、保育所等における
⼀時預かりの受け入れ定員の充実を
図ります。 

公⽴保育所１所、公⽴認定こども園
２園、私⽴保育所４所、私⽴認定こ
ども園３園、公⽴認可外３所、送迎
ステーション１所、地域⼦育て拠点
１所、ファミリーサポートにおいて
実施しました。 
 
利⽤⼈数 ２，７３７名 

認可保育所等を利⽤していない家庭
の⼦育て⽀援に寄与しました。 

幼児 
保育課 

ファミリーサ
ポートセンタ
ー運営事業 

概ね生後２か⽉から小学校４年生ま
での児童の預かりや送迎について、
「援助を受けたい⼈」と「援助を⾏
いたい⼈」を結びつける会員制の育
児⽀援ネットワークを運営します。
会員による地域における⼦育ての相
互援助活動を促進するため、制度の
周知や援助希望者への講習の充実を
図ります。 

依頼会員  ５９７名 
援助会員  ２２９名 
両方会員   ６８名 
活動件数  ２２６件 
活動回数  ６８７回 

会員による地域における相互援助活
動を促進するため、制度の周知や援
助希望者への講習会の充実を図りま
した。 

⼦育て 
⽀援課 

⼦育て⼀時預
かり利⽤券（ふ
くまる⼦ども
券）給付事業 

保護者の育児不安及び負担を軽減
し、育児の疲れをリフレッシュする
ことで育児に前向きに取り組めるよ
う、保育所等に通っていない満１歳
から満３歳の年度末までの⼦どもが
いる世帯を対象に、⼀時預かり利⽤
時に使えるふくまる⼦ども券（５０
０円券２０枚綴り）を配布します。 

利⽤件数 １，００８件 
利⽤枚数 ３，８００枚 
補助枚数 ２，４７７枚 

いちごパーティーの案内状にチラシ
を同封、⼦育て⽀援パンフレット等
に掲載する等、情報発信を⾏いまし
た。 

⼦育て 
⽀援課 

こども食堂開
設⽀援事業 

⼦どもの健やかな成⻑と地域の⼈と
の交流により豊かな⼈間性や社会性
を育むことができる「こども食堂」
の開設・運営を⽀援し、⼦どもの居
場所づくりの促進・充実を図ります。 

市内こども食堂 ６箇所 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
等のため⼀部または全部休⽌した団
体あり。 

こども食堂の運営を⽀援し、⼦ども
の居場所づくりの促進・充実を図り
ました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

（２）多様なニ－ズに応える保育サ－ビスの推進 
①保育内容の充実 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
保育所等保育
内容の充実 

⼦どもの⼈権意識を培い、豊かな感
性や創造性を育むために、年齢や発
達に応じたきめ細かな保育内容の提
供を図ります。また、各所（園）が
特⾊のある保育を推進し、保育の質
の向上に努めます。また新任の職員
の増加や異動もあるので、保育の継
承をしていきます。 

各所園の保育の質向上のための研修
を実施しました。 
 
乳幼児の保育環境、運動遊び、絵画
製作、リズム遊び研修、公⽴幼保連
携型認定こども園新規採⽤教育研修
（オンライン） 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策の上、各所園での公開保育、模擬
保育を縮小して実施しました。年齢
や保育の状況に応じた研修を⾏い、
保育内容の充実を図りました。 

幼児 
保育課 

巡回⽀援の充
実 
【重点施策】 

各施設に定期的な巡回指導を実施
し、保育の指導や職員からの相談対
応等を⾏い、保育の質の向上につな
げます。 

定期的に巡回、要請に応じ、巡回指
導、相談を⾏いました。 

苦情対応や⼈材育成の相談に対応す
るとともに、保育環境や保育内容の
指導を⾏いました。今後も保育運営
の円滑化や保育の質の向上につなげ
ていきます。 

幼児 
保育課 

保育士確保事
業 
【重点施策】 

「オール池田」での保育の量・質の
確保を⾏うため、公私双方の保育士
の採⽤確保・職場定着のための施策
を展開します。 

公私⽴保育士数 
（フルタイム勤務、４⽉１日時点） 

４４３名 

令和２年度から新たに「池田市保育
士等キャリアアップ事業補助⾦」を
開始しました。今後も採⽤確保・職
場定着に資する施策の実施に努めて
いきます。 

幼児 
保育課 

②多様な保育サ－ビスの充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

保育所等の利
⽤調整及び量
の確保 
【重点施策】 

⾼まる保育ニーズに対し、利⽤調整
を⾏うとともに、⺠間事業者に対す
る施設整備への⽀援や補助事業の実
施等により量の確保を⾏い、年度当
初における国基準の待機児童を生じ
させることのないよう努めます。 

公⽴保育所         ２所 
公⽴認定こども園      ２所 
私⽴保育所        １１所 
私⽴認定こども園      ７所 
年度当初利⽤児童数 １，９２７名 
年度当初国基準待機児童数  ０⼈ 

年度当初の国基準待機児童数ゼロを
達成し、保育需要に応じて、適切に
教育・保育を提供しました。 
補助⾦の活⽤により、令和２年度か
ら令和３年度にかけて⺠間事業者が
認定こども園２園を整備していま
す。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 
幼児 
保育課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
乳児保育 公・私⽴保育所等において、生後５

７日目からの産休明け保育を実施し
ます。（⼀部の施設を除く） 

０歳児の入所・入園⼈数 
１１７名 

乳児保育ニーズに対応しました。 幼児 
保育課 

時間外保育事
業 
（延⻑保育事
業） 

就労形態の多様化に対応した保育サ
－ビスを提供するため、公・私⽴保
育所等で午前７時から午後７時まで
の１２時間保育を実施することで、
サ－ビスの充実を図ります（但し、
⼀部の私⽴保育所等では実施時間が
異なる）。 

利⽤実⼈数 
公⽴ ２２３名 
私⽴ ７７１名 

時間外保育の実施により多様な保育
ニーズに対応しました。 

幼児 
保育課 

幼稚園等の預
かり保育 

【公⽴幼稚園】 
教育時間以外の時間帯における保育
を実施することにより、幼児の心身
の健全な発達を図るとともに保護者
の⼦育てを⽀援します。預かり保育
の対象は、幼稚園に在園する園児の
うち、保護者が預かり保育を希望す
る園児。保育時間終了後、午後６時
まで。（休日及び幼稚園の休日は除
く。） 
※令和２年度より預かり保育の開設
時間を拡充。 
（朝８時から教育時間開始まで及び
⻑期休業中の預かり保育を実施。） 
【私⽴幼稚園・公私⽴認定こども園】 
保護者の就労意向の⾼まりを⽀援す
るため、教育時間外の時間帯で保育
を実施する預かり保育の充実も図り
ます。 

公⽴認定こども園２園、公⽴幼稚園
２園、私⽴認定こども園５園、私⽴
幼稚園４園において実施しました。 
 
利⽤延べ⼈数 
公⽴幼稚園 

３，６０９⼈ 
公⽴認定こども園 

 ３７９⼈ 
私⽴幼稚園 

２５，９１８⼈ 
私⽴認定こども園 

１３，５２５⼈ 

幼稚園等を利⽤する共働き世帯等の
保育⽀援に寄与しました。 

学務課 
幼児 
保育課 

休日（日曜日・
祝日）保育 

市内認可保育所等を利⽤する児童で
あって、保護者の勤務等により日曜
日・祝日にも保育を必要とする児童
に対し、保育ステ－ション「カルガ
モ」で保育を実施することで保育サ
－ビスの充実を図ります。 

利⽤延べ⼈数 ３３１名 保護者の多様な就労形態等に対応
し、⼦育て⽀援の推進に努めました。 

幼児 
保育課 

送迎保育ステ
－ション事業 

２箇所の送迎保育ステーション「カ
ルガモ」、「もりもり KIDS」を設置
し、池田駅周辺から、遠方の園に入
所している児童の朝・⼣の送迎を⾏
うことで、保護者の保育所までの送
迎の負担軽減と、利便性の向上を図
ります。 

カルガモ 
⽉平均登録⼈数 ４３名 
利⽤実⼈数  ４７４名 

 
もりもり KIDS 

⽉平均登録⼈数 １７名 
利⽤実⼈数  １９０名 

保育所等入所希望の選択肢を増やす
ことで、待機児童の解消に貢献する
とともに、保護者の送迎の軽減を図
りました。 

幼児 
保育課 

待機児童解消
保育事業 

認可保育所等に入所できなかった児
童を受入れるため、平成２８年に池
田市待機児童解消保育ルーム「ふく
まるキッズ園」を開設し、⺠間事業
者による運営のもと保育を⾏いま
す。また、令和２年４⽉より同様の
保育ルームを１園開設し、更なる保
育の受け皿の確保を図ります。 

ふくまるキッズ園 
年間延べ利⽤児童数４９３名 

 
ぴよぴよ 

年間延べ利⽤児童数２５２名 

待機児童解消のため、保育の受け皿
を確保することで、待機児童の解消
を図りました。 

幼児 
保育課 
 

利⽤者⽀援事
業 
（特定型） 
〔保育コンシ
ェルジュの拡
充〕 
【重点施策】 
〔再掲〕 

引き続き保護者の様々な不安や悩み
に寄り添い、解消に努めます。また、
保育ニーズの⾼まりや多様化にきめ
細やかに対応するため、保育コンシ
ェルジュの増員により、相談業務の
深化を図り、利⽤者に寄り添った⽀
援を⾏います。 

相談件数   ３９８件 
継続的な相談  ２５件 
 
電話による問い合わせは、新型コロ
ナウイルス感染拡⼤により自粛体制
を設けた事も重なり⾮常に増加しま
した。 
また、保育所に関する市⺠等からの
相談に２４時間３６５日対応すべ
く、AI 保育コンシェルジュ（AI チ
ャットボット）による相談対応サー
ビスを令和２年１０⽉から運⽤を開
始し、就労等の事情により開庁時間
に相談できない方のために利⽤者⽀
援体制を拡充しました。 

認可保育所に入所できない申込者
や、健康増進課・⼦育て⽀援課・⼦
ども家庭センター等との連携ケース
の増加に対し、増員した保育コンシ
ェルジュによって、さらに丁寧に利
⽤者に寄り添った相談が可能となり
ました。 

幼児 
保育課 
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（３）放課後児童対策の充実（新・放課後子ども総合プランに基づく取組の推進） 
①留守家庭児童会の充実  

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
留守家庭児童
会運営事業 
【重点施策】 

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない留守家庭の児童が過ごす場所と
して、安全で安心な遊びの場・生活
の場づくりを⾏うとともに、異年齢
児童との交流や発達段階に応じた遊
びを通して、児童の自主性・社会性
などの育成を図ります。 
■質の向上のため、指導員への研修を定

期的に実施するとともに、事業内容に
ついての周知を推進し、学校や地域と
の恒常的な情報共有が可能な体制の
構築をめざします。 

■特別な配慮を必要とする児童につい
ては、⼈数に応じた職員の加配や研修
の他、他課専門職による巡回指導など
を実施します。 

■開所時間等の設定については、多様化
する保護者の働き方の実情を把握し、
⾒直しを検討します。 

 また、対象学年拡⼤に向けた教室整備を
すすめてまいります。 

在籍児童数 ８０３名 
（令和２年５⽉１日時点） 

市内全１０小学校に１３児童会を設
置。 
令和２年度は年間２９０日開設し、
児童の健全な育成を図りました。 

⼦育て 
⽀援課 

②地域との連携 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⼦どもの居場
所づくり推進
事業 

⼤⼈と⼦ども間の交流も含めて⼦ど
も達が放課後を有意義に過ごせる事
業として、さらに安全管理員の新規
導入等による若返りを図ります。 

実施校区と実績 
（回数、参加児童、安全管理員） 
池小 

１４回、  ４５６⼈、１２６⼈ 
五小 

４回、  １８０⼈、 ５２⼈ 
石南小 

７回、  ３４３⼈、 ４６⼈ 
神小 

７回、  ５４１⼈、 ２０⼈ 
ほそごう 

２回、   ４２⼈、  ４⼈ 
合計 

３４回、１，５６２⼈、２４８⼈ 

合計実績（回数，参加児童，安全管
理員）との令和元年度比較 
実施校区  半減 
回数    約９１%減 
参加児童  約９４%減 
安全管理員 約９２%減 

教育 
センタ－ 
 

こども食堂開
設⽀援事業 
〔再掲〕 

⼦どもの健やかな成⻑と地域の⼈と
の交流により豊かな⼈間性や社会性
を育むことができる「こども食堂」
の開設・運営を⽀援し、⼦どもの居
場所づくりの促進・充実を図ります。 

市内こども食堂 ６箇所 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
等のため⼀部または全部休⽌した団
体あり。 

こども食堂の運営を⽀援し、⼦ども
の居場所づくりの促進・充実を図り
ました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

児童館活動促
進事業 
〔再掲〕 

「学びの館」として、⼦どもたちの
学⼒の定着を図るため、教室活動を
はじめ、⻑期休業中に実施している
特別活動教室、土曜学習（サタスタ）
をさらに充実させていきます。 
また、地域との連携を強化していく
ため、校区にある学校や教育関連施
設、保護者や地域の関係団体と緊密
な連携を深め、⼦どもたちが安全に
安心して過ごせる環境づくりに努め
ます。 
さらに、⼦育て世代の保護者に対し
て、教育相談の充実、⼦育て⽀援セ
ミナー（ライフプランニングセミナ
ー）の実施など、保護者同士の情報
交換の場としての役割を果たせるよ
う機能整備を図っていきます。 

ピアノ教室    ４１１⼈ 
習字教室     ３３６⼈ 
硬筆教室     ６１４⼈ 
珠算教室   １，４５９⼈ 
油絵教室     １１６⼈ 
算数教室     ５７６⼈ 
⼯作教室      ４８⼈ 
⾏事・その他 ７，６６６⼈ 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
のため、特別学習教室と読み聞かせ
は実施せず。 

令和２年度は「３密」を避けソーシ
ャルディスタンスを考慮した教室活
動や⾏事を実施しました。さらに、
施設へのアクセスが悪いにも関わら
ず、同じ校区はもちろん、他の校区
からの利⽤者増につなげるため、館
だより等の情報発信に努めました。 
また、自然や地域の特性を活かした
学習や取り組みを展開し、市内小学
校の地域学習や教職員の研修などの
取り組みを⽀援しました。 
教友会会員や児童館職員の資格を活
かし、利⽤者⼀⼈ひとりに対してき
め細かな対応を⾏いました。職員や
講師の呼びかけや励ましもあり、教
室活動を継続する⼦どもたちや新規
の申し込み者が多く、取り組んでき
たことが実を結ぶとともに、保護者
からも評価を得ています。 

生涯学習
推進課 
児童館 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⻘少年の健全
育成（五⽉山児
童⽂化センタ
－） 
〔再掲〕 

科学室や図⼯室を活⽤した実験教室
やクラフト教室、五⽉山の自然を親⼦
で楽しむことのできる観察会などに
ついては、内容の⾒直しとさらなる充
実を図っていきます。 
また、乳幼児家庭のための⼦育て⽀
援の拠点として、「よちよちプラネタ
リウム」「親⼦山歩き」などの⾏事を
通して、気軽に集い、出会い、相談
できる環境づくりに努めます。 
さらに、児童の放課後の居場所とし
て多目的室（自習室）を開放し、地
域の⼤⼈たち（ボランティア）とと
もに⼦どもの成⻑を⾒守ることがで
きる施設をめざします。 

・入館者数     ７，７８７⼈ 
・定期クラブ延べ出席数 
            ９５３⼈ 
・科学部門⾏事参加者数 
            １３８⼈ 
・自然部門⾏事参加者数 
            １６９⼈ 
・創作部門⾏事参加者数 
 （作る）       ３９４⼈ 
・観劇部門⾏事参加者数 
 （シアター）     １９５⼈ 
・⼦育て部門⾏事参加者数 
 （あそぶ・たのしむ） ８６７⼈ 
・特別企画⾏事参加者数 
            ４２０⼈ 
・プラネタリウム来館者数 
            ３１７⼈ 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため４⽉、５⽉は休館。６⽉以降は
⾏事以外の入館者を１５⼈に制限し
開館しました。また、実験教室６⼈、
観察会８⼈、観劇⾏事１５⼈、プラ
ネタリウム６⼈、その他全ての⾏事
を定員縮小で開催。講師、演者の理
解と協⼒の下、⼦どもたちの体験の
機会を無くすことなく継続できまし
た。近隣小学校等からの施設⾒学、
市外(箕⾯市)小学校からの出前授業
の依頼にも意欲的に取り組みまし
た。新型コロナウイルス感染症によ
る臨時休館中は週３回、休館明けは
週１回、外出自粛を強いられる⼦ど
もたちに向けに動画を配信。市外(⻄
宮市)中学校の換気促進ソングに使
⽤されるなどの反響がありました。 

生涯学習
推進課 
五⽉山 
児童⽂化
センタ－ 

⻘少年の健全
育成（⽔⽉児童
⽂化センタ－） 
〔再掲〕 

⼦ども・若者を育てる全年齢型地域
交流拠点「遊び・⼦育て・参画実践
の館」をめざし、利⽤者が「出会い・
気づき・つながり・表現し・⾏動す
る」環境づくりに努めます。 
また、定期クラブ、⽉例サークル、
季節単発⾏事、特別事業（親⼦教室、
劇団、⼦ども会議、夜間開館、⼦ど
も食堂）に加え、施設運営への市⺠
参画や社会課題を考える場としての
役割を果たせるよう機能整備を図っ
ていきます。 

定期クラブ 
１０６回   ８１０⼈ 

⽉例サークル 
６０回   ３６９⼈ 

季節・単発⾏事 
５５回   ６７０⼈ 

特別事業 
２４４回 １，９４３⼈ 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策による閉館期間中は、自宅にこも
る⼦どもたちを対象に、気晴らしと
なるお楽しみ動画「挑戦コーナー」
や学びにつながる「教えてあなたの
お仕事」の定期配信を⾏いました。
また、Zoom を活⽤したオンライン
交流会を開催し、新⽶ママさんの悩
み事相談・解消につながりました。
⼀部の季節⾏事もオンラインで開催
し、参加した⼦どもたちが後日お礼
の⾊紙を届けてくれるほど、満足度
の⾼い⾏事となりました。 
開館後は、コロナ禍でも⼦どもたち
の主体的な参加を促進するべく、来
館する⼦どもたちと季節⾏事の準備
を⾏ったり、協働運営の足掛かりと
して施設⾏事企画運営委員会「すい
げつクルー」を発足し、⼦どもたち
が中心となって⼦どものためのイベ
ントを企画する実践を⾏いました。 
また、現代的な社会課題に応じるべ
く、多様性について考える中⾼生を
対象とした「にじいろとーく」も新
設。孤独な⼦育てを⽀える乳幼児の
親⼦を対象とする新プログラムも２
つ開始しました。 
さらに、若者の挑戦を応援する目的
で、建設専門学校生の作品展⽰に協
⼒しました。 

生涯学習
推進課 
⽔⽉ 
児童⽂化
センタ－ 

（４）子育て支援ネットワ－クの充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

ボランティア
交流会 

⼦育てに関わるボランティアとの連
携を深めるため、交流会を開催しま
す。また、ボランティアの活動⽀援
や育成、協働実施する講習の充実を
図ります。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

⼦育て 
⽀援課 

サ－クル交流
会 

⼦育てサ－クルが情報交換や地域の
仲間づくりができるよう交流会を開
催します。また、遊びの提供や絵本・
おもちゃの貸し出しを実施し、⼦育
てサークルの活動⽀援や育成を図り
ます。 

実施回数 １回 
参加者  ６名 

サークルの交流・育成の場として機
能しています。 
年１回、イベントを開催しています
が、令和２年度は新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌のためイベントは中
⽌しました。 

⼦育て 
⽀援課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
地域⼦育て⽀
援推進会議 
〔再掲〕 

地域における⼦育て⽀援のネットワ
ークづくりとして、５中学校区にお
いて⼦育て⽀援の関係機関やボラン
ティア等で構成する会議を開催し、
地域の⼦育て⼒を⾼めるような取り
組みをめざします。 

【ひろばの利⽤】 
ホップくん  
  １９２回、  ３１４組 
わたぼうし 
  １９６回、１，００４組 
もりもりＫＩＤＳ 
  ２４５回、２，６２５組 
くるぽん 
  ２０５回、３，２６５組 
 
【相談、援助の実施】 
ホップくん     １８件 
わたぼうし      ５４件 
もりもりＫＩＤＳ ２２９件 
くるぽん     １２２件 
 
【情報の提供】 
・おたよりの発⾏  ⽉１回 
・ＨＰの更新    ⽉１回 
・タイムリーな情報を掲⽰および配
布 
 
【講習会等の実施】 
ホップくん 
     １８回、１９４名 
わたぼうし 
     ２８回、３０８名 
もりもりＫＩＤＳ 
     ２６回、２９７名 
くるぽん 
     １６回、１６６名 

【ひろばの利⽤】 
保護者のニーズに基づいた講習会や
イベント等を実施したり、地域の⼦
育て⽀援のネットワークや情報誌・
HP 等で取り組みを周知することで
利⽤促進を図りました。 
 
【相談、援助の実施】 
常駐する職員による電話や⾯談等で
の対応のほか、週１回の個別の相談
時間を設ける等、⼦育ての悩みや不
安が解消できる体制作りに努めまし
た。 
 
【情報の提供】 
毎⽉の⾏事予定表や⼦育て⽀援情報
のパンフレット等を掲⽰・配布する
等により、地域で親⼦が遊べる場所
の情報等を発信できました。 
 
【講習会の実施】 
保護者のニーズや地域の⼦育ての課
題を踏まえ、⼦育てに関する技術や
知識を得る機会を提供しました。 

⼦育て 
⽀援課 

コミュニティ
ソ－シャルワ
－カ－設置事
業 

制度の狭間の問題や複合的な問題を
抱える要⽀援者に対して、関係機関
と連携しながらサポートを継続して
⾏います。また、⺠生委員児童委員
や地区福祉委員の地域ネットワーク
とも連携して、要⽀援者を日ごろか
ら地域で⾒守っていく体制を構築し
ていきます。 

相談件数 延３，９８０件 新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、よろず相談窓口の出張相談回
数を縮小しましたが、電話や来所に
よる相談方法に加え LINE での相談
窓口を開設しました。認知度を⾼め
るためにも、周知を継続しコロナ禍
に対応した⽀援を⾏っていきます。 

⾼齢・福祉
総務課 

２－２ ⺟子の健康を切れ目なく支える環境の整備・充実                  
（１）⺟子の健康保持・増進 

①安全で快適な妊娠・出産の推進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⺟⼦健康手帳
交付 

妊娠の届出を受け、⺟⼦の健康管理
を⾏うために、⺟⼦健康手帳を交付
します。 
交付の際に、妊娠・出産・育児につ
いての情報提供を⾏うとともに、妊
娠期の保健指導や産後うつ、育児の
相談窓口の情報提供などにより、妊
娠・出産への不安の軽減を図ります。 

交付数   ７４１件 
（うち再発⾏ １３件） 

法に基づき交付しています。全数⾯
接を実施していることで⺟⼦健康手
帳の活⽤方法をはじめ、必要な情報
提供を⾏うことができています。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（⺟⼦保健型） 
⼦育て世代包
括⽀援センタ
ー 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期からの切れ目ない⽀援をめざ
し、妊娠届出時に保健師が全数⾯接
を⾏い、関係づくりと⽀援を要する
妊婦の把握に努めます。また、⽀援
が必要な妊産婦のもれなく継続的な
⽀援に努めます。 

妊娠届出時⾯接数 ７１１件 
⽀援を要する妊婦 ２３０件 

保健師が全数⾯接を⾏うことで、⽀
援を要する妊婦の把握につながって
いると考えます。 

健康 
増進課 

両親教室 
〔再掲〕 

⺟性・⽗性を⾼め、よりよい育児を
⽀援するために、講義や実技、交流
会の内容でマタニティクラスを開催
します。また、休日に⽗親準備教室
も開催し、積極的な⽗親の育児を促
進します。 
教室の内容や運営については、参加
者ニーズの対応に努めます。 

実施回数   １２回 
受講者数 実 ７７名 
     延１２４名 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ためマタニティクラスは２回、⽗親
準備教室は全回中⽌となりました。 
中⽌となった期間は参加者のニーズ
に沿うよう個別対応に努めました。 

健康 
増進課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
妊婦健康診査 妊婦の健康管理のため⾏われる妊婦

健康診査について、経済的負担の軽
減を図り、国が⽰す望ましい基準の
妊婦健康診査が受けられるよう、費
⽤を助成します。                                                                  

受診者数 延８，４２６名 費⽤助成額について他市の状況も⾒
ながら増額を検討する必要があると
考えます。 

健康 
増進課 

妊娠・出産⽀援
事業 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期・産後の相談⽀援を充実しま
す。 
〇産前・産後サポート事業︓妊産婦

の育児不安の軽減や孤⽴感の解消
を目的に、相談の多い授乳相談や
妊産婦の交流会事業等を⾏いま
す。 

〇産後ケア事業︓産後、安心して⼦
育てができることを目的に、出産
後、家族等から⼗分なサポートが
受けられず、特に⽀援が必要な家
庭に対し、助産師等による訪問型
のサービスを⾏います。また、対
象家庭の拡⼤や宿泊型等の実施に
ついて検討します。 

産前・産後サポート事業 
延べ利⽤者数  １０９⼈ 

（内訳） 
授乳相談 

電話       ７０⼈ 
来所       １２⼈ 
４か⽉児健診時  ２７⼈ 

 
ひよこ育児相談会、プレママ mini
スクールは中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため集団での相談会は中⽌となりま
した。よりよい感染症対策を講じ再
開をめざします。 

健康 
増進課 

不育症治療費
助成事業 

不育症の治療を受けている夫婦の経
済的負担の軽減を図るため、治療費
の⼀部を助成します。 

３件 平成２８年度に事業開始して以来毎
年度申請を受けている状況です。今
後も助成の継続が必要と考えます。 

健康 
増進課 

分娩プロジェ
クト（はぐくみ  
はばたけ いけ
だ Baby） 

少⼦化により出産可能な産婦⼈科が
減少するなか、市⽴池田病院が市内
唯⼀の出産可能な総合病院として、
市⺠が安全に安心して出産できる環
境を提供することが重要であり、小
児科をはじめ他の診療科との連携が
可能な総合病院としての強みを全⾯
に出していくことで、市内で出産で
きる環境を確保するとともに、更な
る分娩件数の増加につなげます。 

分娩件数 ２８８件 市⽴池田病院での出産の魅⼒を幅広
く知ってもらうために、Instagram
や YouTube を活⽤し、市役所の広
告モニターにも掲載を依頼していま
す。 
分娩件数は、令和元年度より６８件
増加しており、今後も引き続き周知
に努めます。 

市⽴ 
池田病院 
医療 
管理課 

産科医療機関
等との連携 

継続⽀援が必要な妊産婦と乳児につ
いて、⼤阪府が保健機関と医療機関
の情報連携ツールとして作成した要
養育⽀援者情報提供票等を活⽤し、
産科医療機関等と連携を取り、⽀援
します。 

要養育⽀援者情報提供票 
        ７４件 
看護サマリー等 １９件 
       計９３件 

医療機関と連携を取ることで早期に
妊産婦の⽀援を開始できていると考
えます。 

健康 
増進課 

②乳幼児の健康保持・増進及び育児不安の軽減 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

新生児聴覚検
査事業 

先天性難聴の早期発⾒のために、生
後間もない時期に⾏う新生児聴覚検
査の費⽤を助成し、受検を促進しま
す。また、保護者への必要な相談⽀
援を⾏います。 

受診者数 ２９４件 令和元年度から費⽤助成を開始しま
した。受検率については今後の検証
が必要と考えます。 

健康 
増進課 

乳児家庭全⼾
訪問事業 
【重点施策】 
〔再掲〕 

生後４か⽉までの乳児のいる全ての
家庭を対象に、助産師や保健師が訪
問します。乳児の発育発達や産婦の
心身の健康状態を確認し、きめ細や
かな保健指導を⾏うとともに、育児
⽀援の情報提供も⾏います。 
本市では、新生児・未熟児・産婦の
訪問指導も兼ねています。 

訪問家庭数  ５８８⼾ 
訪問延べ件数 ６５６⼈ 

出生数の減少に伴い訪問数は減少し
ていますが、訪問率は増加していま
す。 

健康 
増進課 

４か⽉児健康
診査 

乳児の健康の保持・増進のため、４
か⽉児を対象に健康診査を⾏いま
す。 
⽉２回（年２４回）の集団健診で、
集団指導、問診、身体計測、小児科
診察、保健指導等の内容で⾏います。 

受診率  １０３．３% 
受診者数   ７７５名 
実施回数    ２４回 

法に基づき、事業を継続しています。
引き続き受診率の維持に努めます。 

健康 
増進課 

乳児後期健康
診査 

乳児の健康の保持・増進のため、９
か⽉から１歳未満の乳児を対象に、
健康診査を⾏います。 
個別健診（かかりつけ医での健診）
で、問診、身体計測、小児科診察等
の内容で⾏います。健診結果やかか
りつけ医からの指⽰により、保健師
が後日、保健指導や育児相談会、約
束クリニックへの案内を⾏います。 

受診者数 ６５７名 健診結果により保健師が保健指導を
⾏っています。 
引き続き受診率の維持に努めます。 

健康 
増進課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
１歳６か⽉児
健康診査 

幼児の健康の保持・増進のため、１
歳６か⽉児を対象に健康診査を⾏い
ます。 
⽉２回（年２４回）の集団健診で、
集団指導、問診、身体計測、小児科
診察、⻭科診察、心理発達相談、保
健指導等の内容で⾏います。                                                             

受診率  ９８．０% 
受診者数  ８５２名 
実施回数   ２２回 

法に基づき、事業を継続しています。
引き続き受診率の維持に努めます。 

健康 
増進課 

３歳６か⽉児
健康診査 
 

幼児の健康の保持・増進のため、３
歳６か⽉児を対象に健康診査を⾏い
ます。 
⽉２回（年２４回）の集団検診で、
問診、視⼒・聴覚アンケート、視⼒
検査、身体計測、検尿、小児科診察、
⻭科診察、心理発達相談、保健指導
等を⾏います。 

受診率  ９８．０% 
受診者数  ８７２名 
実施回数   ２３回 

法に基づき、事業を継続しています。
引き続き受診率の維持に努めます。 

健康 
増進課 

約束クリニッ
ク 
（経過観察健
診） 

乳幼児健康診査や育児相談、関係機
関からの紹介などで、経過観察が必
要な児を対象に、経過観察健診を⾏
います。小児科診察日は栄養相談等
もあわせて⾏います。心理発達相談
には個別相談の他、親⼦遊び等も⾏
う小集団の相談会もあります。 
小児科診察︓⽉１回  
未熟児等対象の小児科診察︓年６回 
心理発達相談︓ 
（個別相談）年１００回程度 
（集団）さくらんぼ相談会︓⽉３回 

小児受診者数 
      延２０９名 

心理受診者数 
 個別相談  延３２８名 
 集団（さくらんぼ相談会） 
         ７７名 

小児科診察は受診者の約５割、心理
相談は約９割が継続フォローになっ
ています。集団での相談会は新型コ
ロナウイルス感染拡⼤防⽌のため⼀
部中⽌としています。よりよい感染
症対策を講じ再開をめざします。 

健康 
増進課 

電話育児相談 育児や妊産婦の健康についての電話
相談に、保健師等が対応します。 

相談件数 ２，１７７件 相談は２，０００件台で推移してい
ます。 

健康 
増進課 

育児相談会 
（うさちゃん
育児相談会） 

育児相談の場として、概ね９か⽉か
ら１歳４か⽉児を対象に、乳児後期
健康診査の結果から必要な親⼦等に
案内します。⽉１回の開催で、親⼦
遊び、身体計測、保健指導（育児相
談）を⾏います。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、中⽌となりました。よりよい
感染症対策を講じ再開をめざしま
す。 

健康 
増進課 

予防⻭科教室 う蝕の急増期である１歳児から７歳
児までの⼦どもに、⻭科健診・⻭科
相談・ブラッシング指導・フッ素塗
布を実施し、⻭科疾患の予防に努め
ます。 

⻭磨きやうがい時に唾液が⾶沫する
などエアロゾルの⾶散が避けられ
ず、新型コロナウイルス感染拡⼤防
⽌のため令和２年度の実施を⾒合わ
せました。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、中⽌となりました。よりよい
感染症対策を講じ再開をめざしま
す。 

健康 
増進課 

２歳６か⽉児
⻭科健康診査 

乳⻭列の完成期である２歳６か⽉児
に、⻭科検診・⻭科相談・ブラッシ
ング指導等を実施し、う蝕予防に努
めることや噛むことの⼤切さなど、
⻭や口腔の健康の基礎を築くことを
推進します。 

開催回数    １３回 
対象者数   ８７９⼈ 
受診者数   ６６６⼈ 
受診率   ７５．８％ 
う蝕罹患率  ６．２％ 

令和元年度に比べ受診率が向上して
います。個々の口腔に応じた清掃方
法の習得、食生活習慣の⾒直し等、
⻭や口腔に関心をもつ機会となり、
今後のう蝕罹患予防につながりま
す。 

健康 
増進課 

予防接種 予防接種法に基づく定期予防接種を
実施し、予防接種で防ぐことのでき
る疾病の予防、まん延の防⽌に努め
ます。 

予防接種の種類 
接種者数（接種率％）  

BCG 
７３４⼈（１０１．４） 

B 型肝炎 
２，１７６⼈（１００．２） 

ヒブ 
３，０５３⼈（１０１．９） 

小児⽤肺炎球菌 
３，００４⼈（１００．３） 

四種混合 
３，０５１⼈（１０１．８） 

麻しん風しん混合（MR） 
１，６２０⼈ （９３．５） 

⽔痘 
１，５７８⼈ （９５．８） 

日本脳炎 
３，４６６⼈ （９９．７） 

ジフテリア・破傷風 
７６５⼈ （８３．１） 

⼦宮頸がん 
１８６⼈  （８．２） 

ロタウイルス 
実⼈員３７１⼈ （９３．０） 

生後２か⽉までに予防接種の説明
書・予診票を個別通知し、接種率の
向上を図っています。また、乳幼児
期の定期予防接種は⾼い接種率を維
持しています。 

健康 
増進課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
乳幼児健康診
査等での事故
予防の啓発 

⼦どもが病気になった際の応急的な
ケアの方法、誤飲や転落・転倒、や
けど等、家庭内での乳幼児の事故予
防等について、乳幼児健康診査等の
機会を活⽤し、パンフレット等の配
布により啓発を図ります。 

４か⽉児健康診査（受診者数７７５
名、受診率１０３．３%）にて配布
しました。 

事故予防の啓発情報の冊⼦を作成
し、４か⽉児健診時に配布していま
す。新型コロナウイルス感染拡⼤防
⽌のため資料配布のみとなりました
が、健診の機会を利⽤し継続する必
要があると考えます。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（基本型） 
にじいろ 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期から就学前までの⼦育て家庭
を対象に、専任の保育士が、当事者
目線の寄り添い型の相談⽀援に努め
ます。⼦育てに関する情報提供や電
話・⾯談・訪問等、相談者のニーズ
に合せた相談スタイルで、相談に柔
軟に応じます。 
また、⺟⼦保健や⼦育て⽀援の関係
機関担当者との連携を推進します。 

相談・援助件数 ５７７件 
（内訳） 
⾯  談    １６１件 
訪  問     ９８件 
電  話    １９３件 
出張相談    １１５件 
援  助      １０件 

柔軟な対応が好評です。 
地域のさまざまな⼦育て⽀援の場に
出向いて気軽に相談に応じることに
より、相談⽀援の充実が図られてい
ます。 

健康 
増進課 

（２）食育の推進 
①食育に関する啓発の推進 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
食育推進計画 令和２年度からの新たな食育推進計

画に基づき、⺟⼦保健事業や保育所、
学校保健事業など、関係機関が連携
しライフステージごとの取り組みを
推進します。また、取り組みの評価
を⾏い、後継計画に活かします。 

食育研究会を６回開催。 学校園における食育の実施状況につ
いて、情報共有を図り、食育のさら
なる推進に向け、授業での取り組み
や給食指導について検討しました。 
その他については新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌のため中⽌となりま
した。よりよい感染症対策を講じ今
後再開をめざします。 

学校教育
推進課 
健康 
増進課 
幼児 
保育課 

②食育に関する学習機会の充実  
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

食育推進事業 乳幼児期から正しい食習慣を身につ
けることをめざし、離乳食講習会（ご
っくん期・かみかみ期）や妊婦等を
対象にした調理実習、幼児向けの簡
単な調理体験講座等を実施し、食育
を推進します。また、事業内容の充
実を図っていきます。 
（ごっくん期）︓⽉１回初期から中期
の離乳食の進め方の講話と試食、保
健指導を⾏います。 
（かみかみ期）︓年６回後期から完了
期の離乳食の進め方の講話と調理実
習を⾏います。 
妊婦等の調理実習や幼児向けの講座
は、地域栄養士会へ委託し実施しま
す。 

ごっくん期 
受講者数 ９６名 

 
かみかみ期 

受講者数 ２２名 

離乳食講習会については新型コロナ
ウイルス感染拡⼤防⽌対策のため受
講者数を減らし、教室内容も変更し
ています。 
その他の調理実習や調理体験講座等
は中⽌としました。今後、よりよい
感染症対策を講じ再開をめざしま
す。 

健康 
増進課 

乳幼児健康診
査等での食育 

乳幼児健康診査時に、望ましい食習
慣の啓発を⾏います。また、希望者
には個別相談を⾏います。 
４か⽉児健康診査では離乳食につい
ての講話、１歳６か⽉児健康診査で
は幼児食のフードモデルの展⽰やお
やつの量・選び方のパンフレットの
配布、３歳６か⽉児健康診査では清
涼飲料⽔に含まれる糖分の展⽰等を
⾏います。その他、待合いロビーで
は食育の DVD 放映も⾏います。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌となりました。今後、より
よい感染症対策を講じ再開をめざし
ます。 

健康 
増進課 

保育所（等）食
育推進事業 

令和２年度からの新たな食育推進計
画に基づき、食育を推進していきま
す。 

「朝ごはん食べよう」というスロー
ガンに添って、保育所・園の先生方
から提案のあったレシピを給食だよ
りの裏に掲載しました。 

朝ごはんを給食だよりの裏に掲載
し、食育計画の推進に努めました。
今後は季節に添ったレシピを紹介し
ていきます。 

幼児 
保育課 

食育に関する
教育課程 

さまざまな教科や領域等の学習の中
で、正しい食習慣が身につくよう食
生活の健康に及ぼす影響や調理を含
めた食育の学習を小・中・義務教育
学校で推進します。                                                                   

全小・中・義務教育学校で、年間指
導計画に沿って、教科や領域等にお
いて食に関する授業を実施。 

食事の役割や栄養についての基礎的
な知識・技能を児童生徒が身に付け、
食への関心を⾼めるとともに、正し
い食習慣の形成に寄与しています。 

学校教育
推進課 
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（３）⼩児保健医療体制の充実 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

かかりつけ医
の推進 

予防接種や乳児後期健康診査等を機
会に、かかりつけ医を持つことを勧
めます。 

乳児後期健診受診者数 
６５７⼈ 

乳児後期健診をかかりつけ医の推進
の機会と位置づけ、４か⽉児健診時
に案内と受診勧奨を⾏いました。 

健康 
増進課 

広域医療対策
事業 
豊能広域こど
も急病センタ
ー 

夜間・休日の小児保健医療体制を確
保を目的に、豊能地域⼆次医療圏の
広域緊急医療対策として、豊能広域
こども急病センター（箕⾯市）を運
営するため、費⽤の⼀部を負担しま
す。 

池田市の⼦ども受診患者数 
９１５⼈ 

コロナ禍における受診控えのため、
池田市の受診患者数は令和元年度
（２，７６８⼈）と比べて６７%の
減になりました。センター運営費の
収⽀も⼤きく悪化していますが、今
後も夜間・休日の医療体制確保のた
めに、各市町で協⼒して運営費を負
担してまいります。 

健康 
増進課 

池田市⽴休日
急病診療所の
運営 

診療の空⽩時間が生じないよう日
曜・祝日・年末年始に診療を実施し
ます。また、医師の確保や迅速な⼆
次転送ができるよう医師会や近隣医
療機関との連携の強化を図り、さら
に休日急病診療所の市⺠への認知度
向上にも努めます。 

診療日数     ７１日 
受診者数  １，１２３名 
 

休日や年末年始に身近で診療を受け
られる体制づくりに努めました。 

休日急病
診療所 

２－３ 少子化対策の推進                               
（１）子育ての経済的負担の軽減 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
保育所・幼稚園
等児童エンゼ
ル補助⾦交付
事業 

０〜２歳児については、公⽴・私⽴
保育所、認定こども園、小規模保育
事業所及び幼稚園に通う第３⼦以上
の⼀部児童を対象に補助⾦を⽀給す
ることで、保育所等入所児童をもつ
家庭の経済的負担の軽減を図りま
す。 
また、無償化実施に伴い、３〜５歳
児については、第４⼦以降の補助適
⽤世帯に対し、給食費のうち副食材
料費を補助します。 

保育所 
第３⼦    ２４件 
第４⼦以降  ３３件 

 
幼稚園 

第４⼦以降  １１件 

多⼦世帯の経済的負担の軽減に寄与
しました。 

幼児 
保育課 

エンゼル祝品
交付事業 

市⺠の出産を祝福するとともに、次
代を担う⼦どもたちの健やかな成⻑
を願い⼦育てを⽀援することを目的
に、新生児を出産された方に「エン
ゼル祝品」として、池田泉州銀⾏の
１万円入りの、第３⼦以上出生され
た方には５万円入りの積⽴式定期預
⾦通帳を交付します。 

第１⼦    ２５０件 
第２⼦    ２１６件 
第３⼦     ７８件 
第４⼦以上   ２０件 
 
合計     ５６４件 

⼦育て⽀援及び定住政策に寄与して
いると考えられます。 

総合 
窓口課 

エンゼル⾞提
供制度 

平成２９年度以降に第３⼦以上を出
産をされた方を対象にダイハツ⼯業
㈱から乗⽤⾞を３年間無償貸与しま
す。 

５２件 ⼦育て⽀援に寄与でき、⾼評価を得
ています。 

総合 
窓口課 

就学就園助成 奨学⾦を⽀給することで保護者の経
済的負担の軽減を図ります。就学に
当たり、経済的な援助を必要とする
世帯は依然として多く、今後とも事
業の継続が必要です。 

奨学⾦ 
 ⼤学生２８名 
 ⾼校生３４名 
武田育英学資⾦ 
 小学生１０名 
 中学生 ５名 

経済的な援助を必要とする世帯の負
担軽減に寄与することができまし
た。 
 

学務課 

児童手当 家庭生活の安定に寄与するとともに
児童の健やかな成⻑を願って⽀給す
る児童手当について、０歳から中学
校卒業までの児童を養育している方
に⽀給するとともに、制度の広報・
普及に引き続き努めます。 

⽀給件数       １４７，４２７件 
⽀給額  １，５２１，１６０，０００円 

⽀給日と現況届のお知らせを広報誌
で周知（６⽉、１０⽉、２⽉）。 

⼦育て 
⽀援課 

⼦ども医療費
助成 

１８歳の年度末までの⼦どもに対し
医療費の⼀部を助成し、健康の保持
に努めるとともに、保護者の経済的
負担の軽減を図ります。 
⼦育て⽀援を推進していくため、受
給者が必要な医療を受けられるよ
う、医療証の発⾏を⾏っていきます。 
今後も医療費負担の軽減により、受
給者の健康の保持と福祉の増進を図
り、⼦育てを⽀援していきます。 

受診件数 
１５２，３３４件 

令和元年１０⽉１日より対象を１８
歳の年度末までに拡充し、１５，７
００名に医療証を交付しました。 
受給者には、必要な医療が受けられ
るよう医療費助成を⾏い、保護者の
経済的な⽀援を実施してきました。 
また、自動償還制度の導入により⽉
額負担上限額が２，５００円を超過
する受給者には最初の１回のみの申
請で償還できるようにし、利便性の
向上に努めました。 

保険 
医療課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
保険給付事業 
（国⺠健康保
険・出産育児⼀
時⾦の⽀給） 

被保険者の出産に関し、条例により
出産育児⼀時⾦（１児につき４２万
円）を⽀給します。また、差額⽀給
のある被保険者に関しては申請を勧
奨する通知を送付し、周知を⾏いま
す。 

⽀給件数 ６３件 ⽀給件数を令和元年度と比較すると
５件（７．３５％）減少している。 

国保・ 
年⾦課 

妊娠・出産・⼦
育て応援事業 

経済的な負担軽減を図ることで妊
娠・出産から⼦育て期までの家庭を
応援するため、池田泉州銀⾏の「妊
活・育活ローン」の借入者に対し、
ローン返済開始⽉から１年間に返済
した年利２％相当額を補助します。 

認定件数 ２件 年２回、広報誌で周知を⾏っていま
す。 

⼦育て 
⽀援課 

⼦育て⼀時預
かり利⽤券（ふ
くまる⼦ども
券）給付事業 
〔再掲〕 

保護者の育児不安及び負担を軽減
し、育児の疲れをリフレッシュする
ことで育児に前向きに取り組めるよ
う、保育所等に通っていない満１歳
から満３歳の年度末までの⼦どもが
いる世帯を対象に、⼀時預かり利⽤
時に使えるふくまる⼦ども券（５０
０円券２０枚綴り）を配布します。 

利⽤件数 １，００８件 
利⽤枚数 ３，８００枚 
補助枚数 ２，４７７枚 

いちごパーティーの案内状にチラシ
を同封、⼦育て⽀援パンフレット等
に掲載する等、情報発信を⾏いまし
た。 

⼦育て 
⽀援課 

（２）結婚の希望を叶える環境整備 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

結婚⽀援事業 結婚意思のある方を対象とする「婚
活イベント」を⾏う団体に対し、補
助⾦を交付することにより、⼈口減
少社会を⾒据えた結婚への⽀援を⾏
います。 
また、「おおさか結婚応援ネットワー
ク」に参加し、⼤阪府・各種団体と
連携した結婚⽀援に努めます。 

補助件数 １件 結婚の希望を叶える環境整備を図り
ました。令和３年度は新型コロナウ
イルス感染拡⼤防⽌の観点からイベ
ントに限らず結婚⽀援事業全般を補
助予定。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

結婚祝品利⽤
券の贈呈 

市⺠が婚姻届を出された場合、市内
商⼯業者の協⼒により、結婚のお祝
いとして結婚祝品利⽤券を贈呈しま
す。引き続き、婚姻届を受理する総
合窓口課と連携しながら、同制度の
利⽤促進を⾏います。 

参加店舗数   ８件 
利⽤件数  １６９件 

本市へ婚姻届を提出された方に対し
て、市内協⼒事業者の本制度への理
解のもと、本市への定住指向促進に
⼀定寄与しました。 

商⼯ 
労働課 
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■第３節 【基本目標③】仕事と生活の調和を実現できる環境づくり 

３－１ 子育てと仕事が両⽴できる就労環境の整備・充実                 
（１）家庭と子育ての両⽴支援がしやすい職場環境の整備への働きかけ 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
事業所内保育
所設置への働
きかけ 

引き続き設置を希望する企業等への
必要な案内等を⾏うとともに、既に
設置された施設に対しては、２市２
町広域処理による監査を定期的に実
施し、保育の質の確保を徹底します。 

企業等からの問い合わせについては
随時適切な案内や対応を実施し、令
和３年４⽉から企業主導型保育事業
１所が新規開設。 

企業等の相談対応は左記のとおりで
すが、施設監査は新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌等のため実施しませ
んでした。令和３年度は効果的な実
施方法等を検討の上、適切な対応を
進めます。 

幼児 
保育課 

事業主に対す
る啓発活動の
強化 

事業所を対象に、就労者が家庭生活
と仕事を両⽴しながら⼗分に能⼒を
発揮して働くことができる就労環境
の必要性を啓発していきます。また、
就労者が家庭と仕事を両⽴できるよ
う⼗分配慮し、男⼥の均等な処遇の
徹底に向けて、関係機関と連携しな
がら事業主に対する啓発活動を強化
します。 
引き続き、国、関係機関からのパン
フレットの配布、ポスターの掲⽰な
どによる啓発を実施していきます。 

パンフレットの配布やポスターの掲
⽰を実施。 

国をはじめ、関係機関からのパンフ
レットの配布、ポスターの掲⽰など
によって啓発を実施しました。 

商⼯ 
労働課 

（２）多様な就労形態への働きかけ 
①労働時間の短縮と勤務の弾⼒化の促進 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
パ－トタイム
労働者などの
労働条件の整
備 

事業所を対象に、国・府の普及パン
フレットや資料の配布などにより週
４０時間労働に関する啓発・広報活
動に努め、労働時間の短縮を促進し
ます。 
引き続き、広報誌への掲載、他市と
のタイアップしたセミナーを開催し
ていきます。 

働き方改⾰セミナー １回 豊中市、箕⾯市、吹田市とタイアッ
プしてセミナーを開催するなど、広
く啓発を⾏いました。 

商⼯ 
労働課 

多様な就労形
態で働く⼥性
への意識啓発 

事業所を対象に、家庭と仕事の両⽴
を図り、ゆとりある生活が送れるよ
う、フレックスタイム制や⼦育て期
の短縮時間勤務、在宅就労など多様
な勤務形態導入への働きかけに努め
ます。 
引き続き、国、関係機関からのパン
フレットの配布、ポスターの掲⽰な
どによる啓発を実施していきます。 

パンフレットの配布やポスターの掲
⽰を実施。 

国をはじめ、関係機関からのパンフ
レットの配布、ポスターの掲⽰など
によって啓発を実施しました。 

商⼯ 
労働課 

②就労への支援 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

地域就労⽀援
事業 
〔再掲〕 

ひとり親家庭の親等で就労困難者に
対し就労⽀援を⾏います。 
引き続き、変わりゆく就労環境の周
知やタイムリーなセミナーの開催に
取り組んでいきます。 

就労相談件数 ６件 
就労セミナー ２回 

個別相談やセミナー開催によって就
労困難者の⽀援を⾏いました。 

商⼯ 
労働課 

３－２ 仕事と生活の調和の実現に向けた市⺠啓発                    
（１）ワ－ク・ライフ・バランスの理解啓発の推進 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
就業と家庭責
任の両⽴⽀援 

就労による経済的自⽴が可能であ
り、また、健康で豊かな生活のため
の時間が確保され、多様な働き方、
生き方が選択できる社会、いわゆる、
「仕事と生活の調和」の実現につい
て、その理念の周知や実現を阻害す
る性別役割分担意識の解消等の啓発
に努めます。 

パンフレットにより啓発しました。 ワークライフバランスに関するパン
フレット等を庁内及び男⼥共生サロ
ンに配布、掲出しました。 
より⼀層の周知のために、啓発を継
続します。 

⼈権・⽂化
国際課 
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（２）男⼥共同参画に関する啓発の推進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

学校・園におけ
る男⼥平等教
育 

教職員等に対する男⼥共同参画の意
識啓発を充実し、学校・園における
男⼥平等教育の推進を図ります。 

教科学習、総合的な学習の時間をは
じめ、全ての教育活動の中で実施し
ました。 

⼤阪府教育委員会作成の教材資料等
を活⽤し、指導を実施しました。 
⼈権ポスター、⼈権標語の作品募集
を⾏い、⼦どもたちの意識の向上を
図りました。 

学校教育
推進課 

男⼥共同参画
啓発事業 

男⼥がともに仕事と家庭責任を両⽴
しながら、自分らしい生き方を選択
できる社会の実現をめざし、固定的
な役割分担意識の解消を図る啓発を
推進します。 

市⺠セミナーの開催を予定していま
したが、新型コロナウイルス感染拡
⼤防⽌のため中⽌となりました。ま
た、啓発リーフレットを３，０００
部作成し、市内施設等に配布しまし
た。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため市⺠セミナーが未開催となりま
したが、啓発リーフレットの作成、
市内施設等への配布により啓発を実
施しました。今後も継続して啓発を
実施します。 

⼈権・⽂化
国際課 

男⼥共同参画
貢献に対する
顕彰 

男⼥共同参画に貢献、活躍した個
⼈・グル－プ・事業者の顕彰制度（オ
－ブ・池田賞）を設け、男⼥共同参
画社会づくりを推進します。 

応募がありませんでした。 事業の在り方の⾒直しが課題です。 ⼈権・⽂化
国際課 

３－３ 子育てと仕事が両⽴できる保育環境の整備・充実                 
（１）多様なニ－ズに応える保育サ－ビスの推進 【再掲】 

①保育内容の充実  
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

保育所等保育
内容の充実 
〔再掲〕 

⼦どもの⼈権意識を培い、豊かな感
性や創造性を育むために、年齢や発
達に応じたきめ細かな保育内容の提
供を図ります。また、各所（園）が
特⾊のある保育を推進し、保育の質
の向上に努めます。また新任の職員
の増加や異動もあるので、保育の継
承をしていきます。 

各所園の保育の質向上のための研修
を実施しました。 
 
乳幼児の保育環境、運動遊び、絵画
製作、リズム遊び研修、公⽴幼保連
携型認定こども園新規採⽤教育研修
（オンライン） 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策の上、各所園での公開保育、模擬
保育を縮小して実施しました。年齢
や保育の状況に応じた研修を⾏い、
保育内容の充実を図りました。 

幼児 
保育課 

巡回⽀援の充
実 
【重点施策】 
〔再掲〕 

各施設に定期的な巡回指導を実施
し、保育の指導や職員からの相談対
応等を⾏い、保育の質の向上につな
げます。 

定期的に巡回、要請に応じ、巡回指
導、相談を⾏いました。 

苦情対応や⼈材育成の相談に対応す
るとともに、保育環境や保育内容の
指導を⾏いました。今後も保育運営
の円滑化や保育の質の向上につなげ
ていきます。 

幼児 
保育課 

保育士確保事
業 
【重点施策】 
〔再掲〕 

「オール池田」での保育の量・質の
確保を⾏うため、公私双方の保育士
の採⽤確保・職場定着のための施策
を展開します。 

公私⽴保育士数 
（フルタイム勤務、４⽉１日時点） 

４４３名 

令和２年度から新たに「池田市保育
士等キャリアアップ事業補助⾦」を
開始しました。今後も採⽤確保・職
場定着に資する施策の実施に努めて
いきます。 

幼児 
保育課 

②多様な保育サ－ビスの充実  
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

保育所等の利
⽤調整及び量
の確保 
【重点施策】 
〔再掲〕 

⾼まる保育ニーズに対し、利⽤調整
を⾏うとともに、⺠間事業者に対す
る施設整備への⽀援や補助事業の実
施等により量の確保を⾏い、年度当
初における国基準の待機児童を生じ
させることのないよう努めます。 

公⽴保育所         ２所 
公⽴認定こども園      ２所 
私⽴保育所        １１所 
私⽴認定こども園      ７所 
年度当初利⽤児童数 １，９２７名 
年度当初国基準待機児童数  ０⼈ 

年度当初の国基準待機児童数ゼロを
達成し、保育需要に応じて、適切に
教育・保育を提供しました。 
補助⾦の活⽤により、令和２年度か
ら令和３年度にかけて⺠間事業者が
認定こども園２園を整備していま
す。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 
幼児 
保育課 

乳児保育 
〔再掲〕 

公・私⽴保育所等において、生後５
７日目からの産休明け保育を実施し
ます。（⼀部の施設を除く） 

０歳児の入所・入園⼈数 
１１７名 

乳児保育ニーズに対応しました。 幼児 
保育課 

時間外保育事
業 
（延⻑保育事
業） 
〔再掲〕 

就労形態の多様化に対応した保育サ
－ビスを提供するため、公・私⽴保
育所等で午前７時から午後７時まで
の１２時間保育を実施することで、
サ－ビスの充実を図ります（但し、
⼀部の私⽴保育所等では実施時間が
異なる）。 

利⽤実⼈数 
公⽴ ２２３名 
私⽴ ７７１名 

時間外保育の実施により多様な保育
ニーズに対応しました。 

幼児 
保育課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
幼稚園等の預
かり保育 
〔再掲〕 

【公⽴幼稚園】 
教育時間以外の時間帯における保育
を実施することにより、幼児の心身
の健全な発達を図るとともに保護者
の⼦育てを⽀援します。預かり保育
の対象は、幼稚園に在園する園児の
うち、保護者が預かり保育を希望す
る園児。保育時間終了後、午後６時
まで。（休日及び幼稚園の休日は除
く。） 
※令和２年度より預かり保育の開設
時間を拡充。 
（朝８時から教育時間開始まで及び
⻑期休業中の預かり保育を実施。） 
【私⽴幼稚園・公私⽴認定こども園】 
保護者の就労意向の⾼まりを⽀援す
るため、教育時間外の時間帯で保育
を実施する預かり保育の充実も図り
ます。 

公⽴認定こども園２園、公⽴幼稚園
２園、私⽴認定こども園５園、私⽴
幼稚園４園において実施しました。 
 
利⽤延べ⼈数 
公⽴幼稚園 

３，６０９⼈ 
公⽴認定こども園 

 ３７９⼈ 
私⽴幼稚園 

２５，９１８⼈ 
私⽴認定こども園 

１３，５２５⼈ 

幼稚園等を利⽤する共働き世帯等の
保育⽀援に寄与しました。 

学務課 
幼児 
保育課 

休日（日曜日・
祝日）保育 
〔再掲〕 

市内認可保育所等を利⽤する児童で
あって、保護者の勤務等により日曜
日・祝日にも保育を必要とする児童
に対し、保育ステ－ション「カルガ
モ」で保育を実施することで保育サ
－ビスの充実を図ります。 

利⽤延べ⼈数 ３３１名 保護者の多様な就労形態等に対応
し、⼦育て⽀援の推進に努めました。 

幼児 
保育課 

送迎保育ステ
－ション事業 
〔再掲〕 

２箇所の送迎保育ステーション「カ
ルガモ」、「もりもり KIDS」を設置
し、池田駅周辺から、遠方の園に入
所している児童の朝・⼣の送迎を⾏
うことで、保護者の保育所までの送
迎の負担軽減と、利便性の向上を図
ります。 

カルガモ 
⽉平均登録⼈数 ４３名 
利⽤実⼈数  ４７４名 

 
もりもり KIDS 

⽉平均登録⼈数 １７名 
利⽤実⼈数  １９０名 

保育所等入所希望の選択肢を増やす
ことで、待機児童の解消に貢献する
とともに、保護者の送迎の軽減を図
りました。 

幼児 
保育課 

待機児童解消
保育事業 
〔再掲〕 

認可保育所等に入所できなかった児
童を受入れるため、平成２８年に池
田市待機児童解消保育ルーム「ふく
まるキッズ園」を開設し、⺠間事業
者による運営のもと保育を⾏いま
す。また、令和２年４⽉より同様の
保育ルームを１園開設し、更なる保
育の受け皿の確保を図ります。 

ふくまるキッズ園 
年間延べ利⽤児童数４９３名 

 
ぴよぴよ 

年間延べ利⽤児童数２５２名 

待機児童解消のため、保育の受け皿
を確保することで、待機児童の解消
を図りました。 

幼児 
保育課 

利⽤者⽀援事
業 
（特定型） 
〔保育コンシ
ェルジュの拡
充〕 
【重点施策】 
〔再掲〕 

引き続き保護者の様々な不安や悩み
に寄り添い、解消に努めます。また、
保育ニーズの⾼まりや多様化にきめ
細やかに対応するため、保育コンシ
ェルジュの増員により、相談業務の
深化を図り、利⽤者に寄り添った⽀
援を⾏います。 

相談件数   ３９８件 
継続的な相談  ２５件 
 
電話による問い合わせは、新型コロ
ナウイルス感染拡⼤により自粛体制
を設けた事も重なり⾮常に増加しま
した。 
また、保育所に関する市⺠等からの
相談に２４時間３６５日対応すべ
く、AI 保育コンシェルジュ（AI チ
ャットボット）による相談対応サー
ビスを令和２年１０⽉から運⽤を開
始し、就労等の事情により開庁時間
に相談できない方のために利⽤者⽀
援体制を拡充しました。 

認可保育所に入所できない申込者
や、健康増進課・⼦育て⽀援課・⼦
ども家庭センター等との連携ケース
の増加に対し、増員した保育コンシ
ェルジュによって、さらに丁寧に利
⽤者に寄り添った相談が可能となり
ました。 

幼児 
保育課 
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（２）放課後児童対策の充実（新・放課後子ども総合プランに基づく取組の推進）【再掲】 
①留守家庭児童会の充実 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
留守家庭児童
会運営事業 
【重点施策】 
〔再掲〕 

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない留守家庭の児童が過ごす場所と
して、安全で安心な遊びの場・生活
の場づくりを⾏うとともに、異年齢
児童との交流や発達段階に応じた遊
びを通して、児童の自主性・社会性
などの育成を図ります。 
■質の向上のため、指導員への研修を定

期的に実施するとともに、事業内容に
ついての周知を推進し、学校や地域と
の恒常的な情報共有が可能な体制の
構築をめざします。 

■特別な配慮を必要とする児童につい
ては、⼈数に応じた職員の加配や研修
の他、他課専門職による巡回指導など
を実施します。 

■開所時間等の設定については、多様化
する保護者の働き方の実情を把握し、
⾒直しを検討します。 

 また、対象学年拡⼤に向けた教室整備
をすすめてまいります。 

在籍児童数 ８０３名 
（令和２年５⽉１日時点） 

市内全１０小学校に１３児童会を設
置。 
令和２年度は年間２９０日開設し、
児童の健全な育成を図りました。 

⼦育て 
⽀援課 

②地域との連携  
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⼦どもの居場
所づくり推進
事業 
〔再掲〕 

⼤⼈と⼦ども間の交流も含めて⼦ど
も達が放課後を有意義に過ごせる事
業として、さらに安全管理員の新規
導入等による若返りを図ります。 

実施校区と実績 
（回数、参加児童、安全管理員） 
池小 

１４回、  ４５６⼈、１２６⼈ 
五小 

４回、  １８０⼈、 ５２⼈ 
石南小 

７回、  ３４３⼈、 ４６⼈ 
神小 

７回、  ５４１⼈、 ２０⼈ 
ほそごう 

２回、   ４２⼈、  ４⼈ 
合計 

３４回、１，５６２⼈、２４８⼈ 

合計実績（回数，参加児童，安全管
理員）との令和元年度比較 
実施校区  半減 
回数    約９１%減 
参加児童  約９４%減 
安全管理員 約９２%減 

教育 
センタ－ 

こども食堂開
設⽀援事業 
〔再掲〕 

⼦どもの健やかな成⻑と地域の⼈と
の交流により豊かな⼈間性や社会性
を育むことができる「こども食堂」
の開設・運営を⽀援し、⼦どもの居
場所づくりの促進・充実を図ります。 

市内こども食堂 ６箇所 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
等のため⼀部または全部休⽌した団
体あり。 

こども食堂の運営を⽀援し、⼦ども
の居場所づくりの促進・充実を図り
ました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

児童館活動促
進事業 
〔再掲〕 

「学びの館」として、⼦どもたちの
学⼒の定着を図るため、教室活動を
はじめ、⻑期休業中に実施している
特別活動教室、土曜学習（サタスタ）
をさらに充実させていきます。 
また、地域との連携を強化していく
ため、校区にある学校や教育関連施
設、保護者や地域の関係団体と緊密
な連携を深め、⼦どもたちが安全に
安心して過ごせる環境づくりに努め
ます。 
さらに、⼦育て世代の保護者に対し
て、教育相談の充実、⼦育て⽀援セ
ミナー（ライフプランニングセミナ
ー）の実施など、保護者同士の情報
交換の場としての役割を果たせるよ
う機能整備を図っていきます。 

ピアノ教室    ４１１⼈ 
習字教室     ３３６⼈ 
硬筆教室     ６１４⼈ 
珠算教室   １，４５９⼈ 
油絵教室     １１６⼈ 
算数教室     ５７６⼈ 
⼯作教室      ４８⼈ 
⾏事・その他 ７，６６６⼈ 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
のため、特別学習教室と読み聞かせ
は実施せず。 

令和２年度は「３密」を避けソーシ
ャルディスタンスを考慮した教室活
動や⾏事を実施しました。さらに、
施設へのアクセスが悪いにも関わら
ず、同じ校区はもちろん、他の校区
からの利⽤者増につなげるため、館
だより等の情報発信に努めました。 
また、自然や地域の特性を活かした
学習や取り組みを展開し、市内小学
校の地域学習や教職員の研修などの
取り組みを⽀援しました。 
教友会会員や児童館職員の資格を活
かし、利⽤者⼀⼈ひとりに対してき
め細かな対応を⾏いました。職員や
講師の呼びかけや励ましもあり、教
室活動を継続する⼦どもたちや新規
の申し込み者が多く、取り組んでき
たことが実を結ぶとともに、保護者
からも評価を得ています。 

生涯学習
推進課 
児童館 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⻘少年の健全
育成（五⽉山児
童⽂化センタ
－） 
〔再掲〕 

科学室や図⼯室を活⽤した実験教室
やクラフト教室、五⽉山の自然を親⼦
で楽しむことのできる観察会などに
ついては、内容の⾒直しとさらなる充
実を図っていきます。 
また、乳幼児家庭のための⼦育て⽀
援の拠点として、「よちよちプラネタ
リウム」「親⼦山歩き」などの⾏事を
通して、気軽に集い、出会い、相談
できる環境づくりに努めます。 
さらに、児童の放課後の居場所とし
て多目的室（自習室）を開放し、地
域の⼤⼈たち（ボランティア）とと
もに⼦どもの成⻑を⾒守ることがで
きる施設をめざします。 

・入館者数     ７，７８７⼈ 
・定期クラブ延べ出席数 
            ９５３⼈ 
・科学部門⾏事参加者数 
            １３８⼈ 
・自然部門⾏事参加者数 
            １６９⼈ 
・創作部門⾏事参加者数 
 （作る）       ３９４⼈ 
・観劇部門⾏事参加者数 
 （シアター）     １９５⼈ 
・⼦育て部門⾏事参加者数 
 （あそぶ・たのしむ） ８６７⼈ 
・特別企画⾏事参加者数 
            ４２０⼈ 
・プラネタリウム来館者数 
            ３１７⼈ 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため４⽉、５⽉は休館。６⽉以降は
⾏事以外の入館者を１５⼈に制限し
開館しました。また、実験教室６⼈、
観察会８⼈、観劇⾏事１５⼈、プラ
ネタリウム６⼈、その他全ての⾏事
を定員縮小で開催。講師、演者の理
解と協⼒の下、⼦どもたちの体験の
機会を無くすことなく継続できまし
た。近隣小学校等からの施設⾒学、
市外(箕⾯市)小学校からの出前授業
の依頼にも意欲的に取り組みまし
た。新型コロナウイルス感染症によ
る臨時休館中は週３回、休館明けは
週１回、外出自粛を強いられる⼦ど
もたちに向けに動画を配信。市外(⻄
宮市)中学校の換気促進ソングに使
⽤されるなどの反響がありました。 

生涯学習
推進課 
五⽉山 
児童⽂化
センタ－ 

⻘少年の健全
育成（⽔⽉児童
⽂化センタ－） 
〔再掲〕 

⼦ども・若者を育てる全年齢型地域
交流拠点「遊び・⼦育て・参画実践
の館」をめざし、利⽤者が「出会い・
気づき・つながり・表現し・⾏動す
る」環境づくりに努めます。 
また、定期クラブ、⽉例サークル、
季節単発⾏事、特別事業（親⼦教室、
劇団、⼦ども会議、夜間開館、⼦ど
も食堂）に加え、施設運営への市⺠
参画や社会課題を考える場としての
役割を果たせるよう機能整備を図っ
ていきます。 

定期クラブ 
１０６回   ８１０⼈ 

⽉例サークル 
６０回   ３６９⼈ 

季節・単発⾏事 
５５回   ６７０⼈ 

特別事業 
２４４回 １，９４３⼈ 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策による閉館期間中は、自宅にこも
る⼦どもたちを対象に、気晴らしと
なるお楽しみ動画「挑戦コーナー」
や学びにつながる「教えてあなたの
お仕事」の定期配信を⾏いました。
また、Zoom を活⽤したオンライン
交流会を開催し、新⽶ママさんの悩
み事相談・解消につながりました。
⼀部の季節⾏事もオンラインで開催
し、参加した⼦どもたちが後日お礼
の⾊紙を届けてくれるほど、満足度
の⾼い⾏事となりました。 
開館後は、コロナ禍でも⼦どもたち
の主体的な参加を促進するべく、来
館する⼦どもたちと季節⾏事の準備
を⾏ったり、協働運営の足掛かりと
して施設⾏事企画運営委員会「すい
げつクルー」を発足し、⼦どもたち
が中心となって⼦どものためのイベ
ントを企画する実践を⾏いました。 
また、現代的な社会課題に応じるべ
く、多様性について考える中⾼生を
対象とした「にじいろとーく」も新
設。孤独な⼦育てを⽀える乳幼児の
親⼦を対象とする新プログラムも２
つ開始しました。 
さらに、若者の挑戦を応援する目的
で、建設専門学校生の作品展⽰に協
⼒しました。 

生涯学習
推進課 
⽔⽉ 
児童⽂化
センタ－ 
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■第４節 【基本目標④】子どもがのびのび育つ安全・安心な環境づくり 
４－１ 子育て家庭が安心して生活できる環境の整備・充実                      

（１）居住環境の整備・充実 
①快適で安全な住環境づくり 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
狭隘道路整備
促進補助事業 

 狭あい道路の解消を進めるにあた
り、助成制度の⾒直しを検討すると
ともに、制度の周知を図り、私有地
の後退整備を促すことで、市⺠の安
全で良好な住環境の推進を図りま
す。 

助成件数     ６件 
寄附⾯積 ９８．９１㎡ 

道路後退部分について、事前協議を
⾏い、助成⾦を交付しました。 

土木 
管理課 

②住宅対策の促進  
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⺟⼦・⽗⼦住宅 
〔再掲〕 

市営住宅条例の申込資格の全ての条
件を満たし、かつ⺟⼦及び⽗⼦並び
に寡婦福祉法第６条の適⽤を受けて
いる⺟⼦・⽗⼦世帯に対し、低廉な
家賃の市営住宅を提供します。 

入居希望者登録は毎年更新。広報誌
にも掲載。 
 
新規 ０件 
退去 ０件 
 
令和３年３⽉末現在 
入居世帯数   １２件 
入居登録希望数  ７件 

住宅に関して困っているひとり親へ
⺟⼦・⽗⼦住宅の案内を⾏いました。 

⼦育て 
⽀援課 
(都市 
政策課） 

重度障がい者
住宅改造助成 
〔再掲〕 

障がい者の日常生活の向上を図るた
め、住宅改造費を助成します。 

申請 ２件 住宅改造費を助成することにより、
障がい者（児）の住み良さと生活の
向上が図られました。 

障がい福
祉課 

親元近距離居
住応援事業 

⼦育て世帯の流入及び定住化の促進
を図るため、本市に転入して親世帯
と近居する⼦世帯に対し、マイホー
ムを新規取得する際の費⽤の⼀部補
助を実施します。 

補助件数 １１件 ⼦育て世帯の流入及び定住化の促進
を図るため、補助を⾏ってきました
が、令和２年度をもって廃⽌しまし
た。 

都市 
政策課 

（２）子どもと子育てに配慮したまちづくりの推進 
①福祉のまちづくりの総合的な推進 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
交通安全施設
整備事業 

⾼齢者や障がい者、⾞いすやベビー
カー利⽤者の安全な通⾏を確保する
ため、関係機関と危険箇所の把握に
努め、道路照明、防護柵、カーブミ
ラー、交差点カラーなどの交通安全
対策を進めていきます。 

カーブミラー  ４基 
自転⾞レーン整備 

L=１．３ｋｍ 
グリーンベルト 

L=３．９ｋｍ 

生活道路をより安全に利⽤できるよ
う、カーブミラー等の設置を⾏い、
歩道における歩⾏者の安全確保のた
め、自転⾞レーンとグリーンベルト
の整備を⾏いました。 

交通 
道路課 

バリアフリー
化推進事業 
（バリアフリ
ーマスタープ
ラン策定） 

令和２年度に「池田市バリアフリー
マスタープラン」を策定し、みんな
が活動したくなるまちを目指すた
め、共生社会・ダイバーシティをキ
ーワードに継続的な取り組みの推進
を実施します。 

「池田市バリアフリーマスタープラ
ン」策定済 

バリアフリー推進協議会を２回開催
（新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
のため書⾯開催）。 

交通 
道路課 

②子どもや子ども連れなどに配慮した公共施設の整備の促進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

｢赤ちゃんステ
－ション｣ の
設置 

オムツ替えや授乳ができる機能を備
えた市内の公共施設や児童福祉施
設、医療機関、商業施設等を「赤ち
ゃんステーション」として登録する
と共に、ステッカー等を貼って周知
します。 

池田市内設置 ２２箇所 パンフレット等で設置場所を案内し
ました。 

⼦育て 
⽀援課 

キッズコ－ナ
－の設置 

乳幼児連れの来庁者を⽀援するた
め、市庁舎内にキッズコ－ナ－を設
置します。 

１日平均１０組程度使⽤ 
（新型コロナウイルス感染症拡⼤防
⽌を考慮しつつ設置） 

⼦どもが遊んでいる様⼦を⾒なが
ら、安心して手続きや相談ができて
います。 

⼦育て 
⽀援課 

安全な遊び場
の提供 

今後も⻑寿命化を図り、安心して利
⽤できる公園の補修・改修を進めて
いく必要があります。あわせて、今
後、維持管理費⽤の増⼤が⾒込まれ
るため、必要な公園施設を検討し、
再編成も検討していきます。 

日常点検や定期点検により、破損・
劣化した遊具等に対し、補修・改修
を実施。 

点検により発⾒した損傷個所につい
て、緊急を要するものは概ね対応が
完了し、ブランコの台座については、
木製台座は全て更新しました。 

公園 
みどり課 
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４－２ 子どもが安全・安心に活動できる地域環境の整備・充実              
（１）子どもに安全な交通対策の推進 

①交通安全教育の推進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

交通安全教室 市内の保育所・園や幼稚園、市⽴学
校において、講話やビデオ、実技指
導などによる交通安全教室を開催
し、⼦どもが正しい交通ル－ルを学
び、交通事故の防⽌につながるよう
啓発活動を引き続き推進します。ま
た、保護者の交通安全意識の向上も
必要と考えるため、「交通安全は家庭
から」のスローガンのもと保護者に
対する啓発活動も引き続き推進して
いきます。 
最近では所外保育での交通ルールを
守っていても事故に巻き込まれるケ
ースが多いので、そういったことも
含めた指導も⾏います。 

教室参加⼈数 
小学生 ７９９⼈ 
幼稚園  ９５⼈ 
保育所  ９４⼈ 

 
新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため外部からの指導や教室開催はほ
ぼ中⽌となりました。 
所外保育時、交通ルールを守る指導
を⾏い、遊びを通して年齢に応じて
交通ルールを学びました。 

例年「交通安全は家庭から」のスロ
ーガンのもと、⼦供のみならず保護
者に対する交通安全の普及啓発を実
施していますが、新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌のため教室開催にか
わり、低学年向けの交通安全パンフ
レットの配布も⾏いました。 
また、保育所においては年齢に合わ
せ絵本や紙芝居、⼈形劇等により交
通ルールの指導を⾏いました。３歳
児〜５歳児はドライブごっこ、道路
地図作り、標識遊び等から交通安全
への意識を育てました。保護者に向
けて交通安全意識を⾼める周知⽂の
配布、所園内に交通安全啓発ポスタ
ーを掲⽰しました。 

交通 
道路課 
幼児 
保育課 
学校教育
推進課 

交通安全啓発
事業 

全国交通安全運動期間を中心とした
広報・啓発活動や自転⾞免許教室の
実施をはじめとした、自転⾞マナ－
アップ運動等の交通安全教育を展開
します。また、これまでの交通安全
啓発事業の体制を⾒直し、効果的な
事業の展開を検討していきます。 

自転⾞運転免許証 
交付枚数 ８３８枚 

幼児⽤ヘルメット 
配布個数 ３３６個 

 

自転⾞免許証の交付や幼児⽤ヘルメ
ットの無料配布により、自転⾞の安
全利⽤に対する意識の向上を図るこ
とができました。 

交通 
道路課 

②安全な交通環境の整備  
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

違法駐⾞等防
⽌事業 

違法駐⾞・迷惑駐⾞防⽌のための啓
発を⾏うとともに、自動⾞等に係る
駐⾞施設の確保に関する指導基準に
基づき指導を⾏い、駐⾞場の確保に
努めます。 

指導台数 ２５９台 指導啓発を⾏ったものの、令和元年
度から増加しました。今後も事業を
継続しつつ、池田警察署にも取り締
まり強化を要請していきます。 

交通 
道路課 

放置自転⾞等
対策事業（池
田・石橋阪⼤前
駅周辺） 

池田・石橋阪⼤前駅周辺における自
転⾞等の放置防⽌指導及び移動・保
管・返還等を継続的に⾏い、駅周辺
の良好な生活環境を保持します。ま
た、放置自転⾞等台数が減少した駐
輪対策の事例等を調べるとともに、
適切な駐輪施設のあり方についても
検討していきます。 

移動・保管台数 
 １，２１７台 

移動保管台数は減少傾向にあるもの
の石橋阪⼤前駅周辺では依然として
放置自転⾞等は多い現状。⾼校生へ
の啓発や近隣店舗への放置防⽌協⼒
を実施し道路の利⽤マナー向上を図
ります。 

交通 
道路課 

（２）子どもを犯罪や災害等の被害から守るための対策の推進 
①防犯・防災意識の醸成 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
防犯教室 ⼤阪府警生活安全指導班の協⼒によ

り、⼈形劇などによる具体的な場⾯
を通して幼児に痴漢や誘拐などの悪
質な犯罪から身を守るための方法を
学ばせ、防犯意識の向上を図ります。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため外部からの指導は中⽌となりま
した。 

職員の劇や紙芝居を通して不審者か
ら身を守る方法を学ばせ、防犯意識
を⾼めました。不審者侵入の避難訓
練を実施しました。 

幼児 
保育課 

防災教育の推
進 

近年増加する自然災害に対し、防災
教育を継続実施することで、防災に
対する意識の向上、自助、共助の啓
発に努めます。 

実施回数 １回 
参加⼈数 ６⼈ 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策のため中⽌していた消防訓練指導
等については７⽉に再開した際に１
回のみ消防訓練指導を実施したもの
です。再開後は継続し⼦供を守る側
も含め防災教育の啓発に努めます。 

消防署 

防⽕防災意識
啓発 

市内の幼稚園・保育所・こども園及
び幼年消防クラブに出向き玩具煙⽕
の体験及び視聴覚教材による防⽕安
全指導を実施し、防⽕防災意識の向
上を図るとともに今後も同様の内容
で開催していきます。 

市内の幼稚園・保育所・こども園及
び幼年消防クラブ２８施設に実施。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため出向いての防⽕安全指導は実施
せず、日本煙⽕協会が発⾏している
広報媒体を配布しました。 

消防本部
予防課 

歳末防⽕意識
啓発 

継続的に地域活動の⼀環として、こ
ども会やボ－イスカウトに、夜警並
びに夜回り警戒を⾏ってもらうこと
で、少年期の⽕災予防思想を⾼める
とともに、地域への歳末における防
⽕意識の啓発を図ります。 

令和２年度にあっては、新型コロナ
ウイルス感染拡⼤防⽌のため、参加
団体が令和元年度の４団体７５名か
ら、１団体１５名に減少。 

⼦どもたちが夜警等を実施すること
により、地域への歳末防⽕意識の啓
発につながり、⼦どもたち自身の防
⽕意識の⾼揚と、啓発につながりま
した。 

消防本部
総務課 
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②防犯・防災体制の強化 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

市⺠安全のつ
どいの開催 

地域安全活動の充実や防犯活動の促
進を図るため、今後も「市⺠安全の
つどい」を開催し、地域の防犯安全
意識の⾼揚につなげます。 

例年実施している「市⺠安全のつど
い」については、新型コロナウイル
ス感染拡⼤防⽌に伴い中⽌となりま
した。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌に
伴い、市⺠安全のつどいは中⽌とな
ったため活動助成についても⾏って
いません。 

危機 
管理課 

防犯委員会補
助事業 

警察、関係機関、関係団体と協⼒し、
地域住⺠と⼀体となって防犯活動を
推進し、地域で防犯活動の推進を図
ります。 

例年実施されている「池田市防犯委
員会理事会（総会）」については、新
型コロナウイルス感染拡⼤防⽌に伴
い書⾯開催を⾏いました。 

池田市防犯委員会への活動助成を⾏
いました。 

危機 
管理課 

地域住⺠によ
る⼦育て⽀援
の推進 
〔再掲〕 

地域住⺠による⼦どもや⼦育て家庭
の⾒守り・応援活動を推進し、地域
全体で⼦どもを育む風土の醸成と⼦
どもの健全育成に努めます。 

⼦育て応援隊 
新規登録者    ２名 
総登録者    ８３名 

地域住⺠による⼦どもや⼦育て家庭
の⾒守り・応援活動を推進しました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

⼦ども１１０
番の旗の配布 
〔再掲〕 

これからも、⼦どもたちを犯罪から
守る⼀助とするため、「⼦ども１１０
番の家」の旗を作成し、個⼈や事業
者への体制づくりを⽀援していきま
す。 

⼦ども１１０番の旗を年間３６本配
布しました。 

⼦ども１１０番の旗の配布等によ
り、安全なまちづくりを推進するこ
とができました。 

危機 
管理課 

シティ－・ガ－
ド対策事業 

市の安全パトロールやスクールガー
ドリーダーだけでなく、学校・地域・
警察との連携を強化し、地域の安全
を⾒守っていきます。 

⽉曜日〜⾦曜日に市内を⻘⾊安全パ
トロール⾞で巡回しました。 

小中学校の校務員が安全パトロール
隊と同様のパトロール服を着⽤し、
校内の安全監視を⾏いました。 

危機 
管理課 

セ－フティ
ー・キーパー対
策事業 

市域の児童施設を中心に、安全パト
ロ－ル隊が巡回し、安全監視を⾏う
ことにより犯罪防⽌や⾮常事態への
対応を図ります。 

例年実施している防犯パトロール講
習については、新型コロナウイルス
感染拡⼤防⽌に伴い中⽌しました。 

⻘⾊パトロール⾞３台で、学校園・
保育所等５５施設、主要公園２６箇
所のパトロールを実施しました。 

危機 
管理課 

⼦ども安全対
策事業 

新１年生に防犯ブザ－を無償配付し
ます。また、犯罪発生や歩⾏中の事
故等を防ぐために、学校と地域、関
係機関が⼀体となって学校安全を確
保するとともに、⾒守り隊の方との
連携を図り、状況把握に努めます。 
リアルタイムに「登下校メール」の
有償の利⽤率をさらに向上させま
す。「ツイタもんメール」については、
⾮常変災時の緊急⼀⻫連絡手段とし
て⾮常に有効であるため、利便性を
さらに周知することで、利⽤者数の
向上をめざします。 

ツ イ タ も ん 加 入 率 ( 保 持 者 / 全 児 童 ) 
９９．４% 

有償利⽤率(有償利⽤者/保持者) 
４９．３% 

 
 

小・義務教育学校前期課程において、
新１年生に防犯ブザーを配布。 
登下校安全を図るために、各校、⾒
守り隊との連携を図りました。 
緊急時等の連絡のために、各校、ツ
イタもんメールを利⽤（全校、学年
等）、９９%以上の児童が加入して
います。 

教育 
センタ－ 

防災訓練の実
施 

豊能地区３市２町の合同防災訓練、
各地域の自主防災会の訓練、市の訓
練等を⾏うことで、近隣市町村⼜防
災関係機関の災害時における連携や
平常時の関係構築につなげていきま
す。 

７⽉１０日に「豊能地区３市２町防
災訓練」を実施しました。 

訓練参加者４４名のうち、池田市は
８名参加しました。 

危機 
管理課 

消防訓練指導 市内の小学校に出向き、災害が発生
した際の避難⾏動の重要性を説き、
自らの生命身体を守り、共に助け合
う能⼒を身に付けてもらいます。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌対
策として、令和２年度は市内の小学
校に対する消防訓練指導は実施して
おりません。再開後は創意⼯夫を凝
らしながら有事の際の対応⼒を養っ
てもらいます。 

消防署 

防災対策の推
進 

防災備蓄倉庫を拠点とし、物資の備
蓄と受援施設として機能を果たすと
ともに、各小学校（避難所）におけ
る備蓄と併せて、きたる災害に備え
ていきます。 

アルファ⽶や⽑布等の備蓄管理を⾏
いました。 

⼤阪府の備蓄指針に達成しました。 危機 
管理課 

災害情報提供
体制の充実 

従来の市のホームページやＭＣＡ無
線、広報⾞や緊急速報メールだけで
なく、防災⾏政無線やＬＩＮＥなど
のＳＮＳなどを通じるなど、情報伝
達の多様化に努めていきます。 

防災メール登録者数 
３，５２３名 

（令和３年１⽉現在の池田市の登録者数）  

防災メール登録者数について、池田
市は⼤阪府全体の２．５２％です。 

危機 
管理課 
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（３）子どもを取り巻く有害環境への対策の推進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

「社会を明る
くする運動」ポ
スタ－・標語の
募集 

引き続き社会を明るくする部会の関
係団体等と連携しながら、“社会を明
るくする運動”について、標語・ポス
ター・作⽂コンテスト及び街頭啓発
運動、「市⺠のつどい」開催等を通じ
て⼀般市⺠の理解を進めていきま
す。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌しました。 

令和３年度については、縮小開催と
し、今後についてはコロナ禍に対応
した形式で開催していきます。 

⾼齢・福祉
総務課 

中学校指導⽀
援事業 
〔再掲〕 

児童・生徒の健全育成を図るために
「学園生活指導協⼒委員会」を組織
し、学校以外で関わる地域と学校が
連携し、継続した児童生徒の⾒守り
体制の強化を図ります。 

各学校園（中学校区） 
２〜３回の紙⾯開催 

学校・地域の現状を報告し、情報を
交換する場として位置づいていま
す。学校からは⾏事以外の普段の様
⼦、地域からは児童生徒の気になる
点や活躍の様⼦が共有され、学校と
地域との良好な関係が構築できてい
ます。 

教育 
センタ－ 

安心安全な携
帯やネットの
使い方の推進 

携帯電話を中心とした情報機器やイ
ンターネットの使い方について、情
報モラルやネットリテラシーなどに
ついての正しい知識と利⽤方法につ
いて考える機会を設定します。 

全市⽴学校園で講演会を実施。 各校のニーズに合わせて最新の情報
を紹介しながら危険性や注意喚起を
⾏い、健全な情報機器の利⽤につい
て学ぶ場となりました。また学校で
のタブレットの使い方を考えるきっ
かけとなりました。 

教育 
センタ－ 
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■第５節 【基本目標⑤】子どもの人権を守る環境づくり 
５－１ 子どもの人権が尊重される環境の整備・充実                      

（１）要保護児童及び要支援児童と家庭への支援の充実【再掲】 
①問題の早期発⾒・相談援助体制の充実【再掲】 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
児童家庭相談
事業・⼦ども家
庭総合⽀援拠
点 
【重点施策】 
〔再掲〕 
 

全ての⼦どもとその家庭及び妊産婦
が安全で安心な生活ができるよう、
関連機関との連携を図りながら相談
援助を⾏います。また、⼦どもと家
庭の実情把握、⽀援に関する情報共
有、⼦育て全般の相談対応、児童虐
待の相談・通告受付など、関係機関
との調整を⾏い、⼦どもと家庭の⽀
援に取り組みます。 

相談件数 ３３２件 児童虐待の通告受付や調査、⽀援に
あたっての関係機関の調整等を⾏い
ました。適宜、関係機関との情報共
有・連携を図りながら、⼦どもと家
庭の実態把握に努め、必要な⽀援に
取り組みました。 

⼦育て 
⽀援課 

児童虐待発生
予防事業 
〔再掲〕 
 

乳幼児健康診査未受診家庭対応や居
所不明児童調査を実施し、関係機関
と連携し、⼦どもの状況把握及び必
要に応じて早期⽀援を⾏います。 
継続的に⾏うことで、未然防⽌を図
ります。 

乳幼児健康診査未受診家庭調査件数 
 １４件 

関係機関からの情報提供をもとに調
査や全国的な居所不明児童調査を実
施し、要保護児童対策地域協議会の
会議で報告。⼦どもの状況把握に努
め、必要に応じて⽀援を⾏いました。 

⼦育て 
⽀援課 

児童虐待の発生予防を目的とし、機
関訪問やオレンジリボン運動を推進
し啓発活動を⾏います。また、児童
虐待発生予防の観点から、親及び⼦
ども⽀援プログラムを実施します。 
継続的に実施することで定着化さ
せ、予防に努めます。 

【オレンジリボン運動】 
のぼりやタペストリーの掲⽰及びオ
レンジリボンの配布を実施。 
 
【親⽀援プログラム】 
BP 年８回 
NP 年１回 

１１⽉の児童虐待防⽌推進⽉間に合
わせ、オレンジリボン運動を実施し、
啓発活動に努めました。 
新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、親⽀援プログラム実施回数は
減少、⼦ども⽀援プログラムは中⽌
となりました。 

池田市要保護
児童対策地域
協議会虐待関
係部会実務者
会議 
〔再掲〕 

児童虐待の防⽌・早期発⾒・援助活
動など総合的な取り組みを推進する
ための保健・医療・福祉・教育等関
係機関・団体や関係者からなる要保
護児童対策地域協議会を活⽤し、児
童虐待の早期発⾒・早期⽀援、再発
防⽌に努めます。ネットワークでの
情報共有や現状把握のため、実務者
会議を定期的に⾏います。 

実務者会議     年 ４回 
運営会議      年１２回 
個別ケース検討会議 年４２回 
講演会       年 １回 

池田市要保護児童対策地域協議会台
帳登載児童について、関係機関と連
携を図り、援助方針及び処遇決定を
⾏い、早期発⾒・早期⽀援・再発防
⽌に努めました。 
また、講演会を開催し、児童虐待の
対応における理解を深め、実務者の
スキルアップを図りました。 

⼦育て 
⽀援課 

利⽤者⽀援事
業 
（⺟⼦保健型） 
⼦育て世代包
括⽀援センタ
ー 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期からの切れ目ない⽀援をめざ
し、妊娠届出時に保健師が全数⾯接
を⾏い、関係づくりと⽀援を要する
妊婦の把握に努めます。また、⽀援
が必要な妊産婦のもれなく継続的な
⽀援に努めます。 

妊娠届出時⾯接数 ７１１件 
⽀援を要する妊婦 ２３０件 

保健師が全数⾯接を⾏うことで、⽀
援を要する妊婦の把握につながって
いると考えます。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（基本型） 
にじいろ 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期から就学前までの⼦育て家庭
を対象に、専任の保育士が、当事者
目線の寄り添い型の相談⽀援に努め
ます。⼦育てに関する情報提供や電
話・⾯談・訪問等、相談者のニーズ
に合せた相談スタイルで、相談に柔
軟に応じます。 
また、⺟⼦保健や⼦育て⽀援の関係
機関担当者との連携を推進します。 

相談・援助件数 ５７７件 
（内訳） 
⾯  談    １６１件 
訪  問     ９８件 
電  話    １９３件 
出張相談    １１５件 
援  助      １０件 

柔軟な対応が好評です。 
地域のさまざまな⼦育て⽀援の場に
出向いて気軽に相談に応じることに
より、相談⽀援の充実が図られてい
ます。 

健康 
増進課 

乳児家庭全⼾
訪問事業 
【重点施策】 
〔再掲〕 

生後４か⽉までの乳児のいる全ての
家庭を対象に、助産師や保健師が訪
問します。乳児の発育発達や産婦の
心身の健康状態を確認し、きめ細や
かな保健指導を⾏うとともに、育児
⽀援の情報提供も⾏います。 
本市では、新生児・未熟児・産婦の
訪問指導も兼ねています。 

訪問家庭数  ５８８⼾ 
訪問延べ件数 ６５６⼈ 

出生数の減少に伴い訪問数は減少し
ていますが、訪問率は増加していま
す。 

健康 
増進課 
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（２）人権教育の推進 
①人権教育の推進  

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
池田市⼈権教
育基本方針 

「池田市⼈権基本方針」及び「池田
市⼈権教育推進プラン」に基づいて、
学校園の⼈権教育推進を⽀援してい
きます。 

各学校園へ、池田市⼈権啓発パンフ
レット、⼈権教育教材等を配布。 

池田市⼈権基本方針及び池田市⼈権
教育推進プランに基づき、各学校園
において⼈権教育推進計画や⼈権教
育カリキュラムを作成し、実践して
います。 

学校教育
推進課 

学校⼈権教育
推進活動事業 

市内の学校園において同和問題をは
じめ、あらゆる⼈権問題の解決に向
けた教育を推進するとともに、教職
員対象の研修の実施等、⼈権が守ら
れる場としての学校園づくりを進め
ます。 

学校園における⼈権教育の推進や教
職員の⼈権意識向上のため、研修会
の開催、⼈権教育資料の作成、提供
を⾏いました。 

全学校園で⼈権教育研究会を組織
し、計画に沿って⼈権教育を推進し
ました。また、校内や学園で研修を
実施しました。 
⼤阪府や池田市主催の⼈権教育研修
や協議会へ教職員が参加し、実践交
流を進めました。 

学校教育
推進課 

⼈権擁護啓発
事業 

市⺠⼀⼈ひとりが「⼈権」を自分自
身の問題として捉え、⼈権意識を⾼
める市⺠の輪を広げるため、地域や
各団体における⼈権リ－ダ－の育成
をめざします。 

⼈権リーダー養成講座の開催、⼈権
カレンダー及び⼈権標語クリアファ
イルの作成配布。 

地道な取り組みであるが、継続する
ことが⼤切であるとの認識で努めて
います。 

⼈権・⽂化
国際課 

②子どもの権利に関する意識啓発の推進    
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⼦ども・⼦育て
会議の運営 
（「⼦ども条
例」の普及・啓
発） 
〔再掲〕 

「⼦ども･⼦育て会議」において⼦ど
も・⼦育て⽀援事業計画に基づく、
各種⼦育て⽀援施策を総合的に推進
するとともに、「⼦ども条例」の趣旨
の理解促進を図ります。 

会議開催  ２回 
委員数  １５名 

⼦育て⽀援や幼児期の教育・保育に
ついての率直な議論が⾏われ、⼦ど
も・⼦育て⽀援事業計画及び今後の
⼦育て⽀援施策の推進を図りまし
た。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

③相談事業等の推進   
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

⼈権等相談事
業 

⼈権侵害などの相談に対し、迅速か
つ適切な対応を図ります。 

相談件数 ７９件 多様な⼈権問題の解決に向け、関係
機関との連携に努めています。 

⼈権・⽂化
国際課 

⼥性のための
相談 

⼥性のあらゆる悩みに対し相談に応
じ、適切な対応を図ります。 

相談件数 ４９件 新型コロナウイルス感染拡⼤状況下
においても事業を継続し、⼥性の悩
みに対し相談に応じ、相談件数も増
加しました。⼀定の成果を上げてい
ると判断します。 

⼈権・⽂化
国際課 

ＤＶ相談 配偶者から暴⼒を受けた被害者の相
談に応じるとともに、各種情報提供
などを⾏います。 

相談件数 ４４件 
（⼈権・⽂化国際課受付分） 

DV 相談は年々増加傾向にありま
す。今後は相談体制の充実を図るこ
とが必要です。 

⼈権・⽂化
国際課 

ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵ
ﾚﾝｽ対策事業 

ＤＶ被害者等を救済するため、緊急
⼀時保護や緊急避難⽀援を⾏いま
す。 

対象者なし。 令和２年度対象者はありませんでし
たが、いつ起こるか分からない DV
被害に対し、常に対応できるように
事業を継続することが必要です。 

⼈権・⽂化
国際課 

（３）子どもが参画できるまちづくりの推進 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

少年の主張の
開催 

小中学生が自身の考え、思い、疑問
などに対してそれを⽂章にまとめて
それを伝える等という作業は、⼦ど
も達が今後社会に適応していく上で
必須の要素であり、「少年の主張」発
表⼤会はこれらの目的を果たす上で
⼤きな動機付けとなるため継続して
実施します。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

中⽌により効果判定不可。令和３年
度は開催前提で準備することとしま
す。 

教育 
センタ－ 

広報誌等発⾏ ⼦どもたちにも親しみを持っていた
だける広報誌作成に努めます。 

未実施 新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、⼦どもたちに親しみをもって
いただけるような企画誌⾯ができま
せんでした。 

広報 
シティ 
プロモー
ション課 

ホ－ムペ－ジ
「キッズいけ
だ」 

ホームページのリニューアルとあわ
せて、「キッズいけだ」については、
リニューアルし、⼦育てカテゴリー
で市ホームページに組み込むよう検
討します。 

廃⽌ 事業⾒直しにより、令和３年２⽉よ
り廃⽌しました。 

広報 
シティ 
プロモー
ション課 
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５－２ 子どもの貧困対策の推進                      
 （１）教育の支援 

事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⼦どもの学び
サポ－ト推進
事業 
〔再掲〕 

地域⼈材を活⽤し、学習⽀援や部活
動⽀援を中心に⼦どもたちの学びの
サポートを⾏います。 
外部⼈材登録者を、サポート出来る
内容別に整理し、各校より検索し、
活⽤を依頼出来るようシステムを、
作成します。 

市⽴学校園において地域⼈材が学習
や部活動、学校環境整備等にあたり
ました。 
（全体で１，６１１時間） 

学習⽀援や部活⽀援等で地域⼈材の
サポートを得ることで、学習の定着
や運動技能の向上につながりまし
た。 

教育 
政策課 

地域学習教室
事業（ふくまるは
ばたき塾）〔再掲〕 

中学生には数学・英語の学習教室、
小学校⾼学年には英語アクティビテ
ィ教室を開催し、学習機会の提供の
もと、家庭学習⽀援と児童・生徒の
学⼒向上を図ります。 

中学生は市内６教室で７７回実施
し、１８７⼈が参加しました。 
小学校⾼学年は新型コロナウイルス
感染拡⼤防⽌のため実施しませんで
した。 

希望する生徒に対し、無償で学習機
会を提供することにより、学⼒向上
につながっています。 

学校教育
推進課 

進路指導・進路
選択⽀援 
〔再掲〕 

進学意欲を有しながら経済的な理由
により就学が困難な⽀援を要する生
徒や⻘少年に対して、家庭の状況や
個々の課題等に対応した相談体制を
構築し、要⽀援生徒や⻘少年が積極
的に自己の進路を考え将来に対する
展望が持てるよう⽀援します。 

奨学⾦制度、つなぎ融資について、
各中学校へ周知を図りました。 
 

学校担当者・市⺠等からの相談を受
け、⾼等学校、専修学校、⼤学進学
に関する奨学⾦について情報提供し
て、進路選択を⽀援しました。 

学校教育
推進課 
教育 
センタ－ 

教育相談 
〔再掲〕 

ハローダイヤルをはじめとした市⺠
サービスとしての教育相談や⼦ども
と保護者、学校現場の要望に応えた
教育相談を⾏うことで、教育効果を
⾼めていきます。また、⼦どもへの
⾒⽴てをはじめとした教職員研修を
実施し、⼦ども理解に対する⽀援を
⾏うとともに、関係機関との連携に
努めます。 

相談件数      ３，３８５回 
受理・終了判定会議     ２５回 

臨時休業期間中は定期的に電話連
絡・対応を⾏いました。相談内容は
多様化・複雑化しており、相談件数
も依然として多いです。１つのケー
スを親担当・⼦担当の複数で対応し、
きめ細かに対応しました。また、保
護者了解のもと、学校園と情報共有
をはじめとした連携等も⾏いまし
た。 

教育 
センタ－ 

NPO 連携教育
相談 
〔再掲〕 

ＮＰＯの独自性、機動性、柔軟性を
発揮し、学校に適応困難な児童・生
徒（不登校児童・生徒）や保護者の
ニ－ズにあった場を設定することに
より、よりきめ細やかな対応を図り
ます。 

スクーリングおよび相談件数３，３５１件  NPO の独自性や柔軟性が発揮され、
さまざまな課題を抱える児童・生徒
のニーズに合った居場所となってい
ます。 

教育 
センタ－ 

スク－ルカウ
ンセラー・スク
ールソーシャ
ルワーカーの
配置 
【重点施策】 
〔再掲〕 

いじめや不登校等の問題⾏動に対し
て、専門家を配置し、⽀援活動を⾏
います。 
スクールカウンセラーを市⽴小・義
務教育学校へ配置し、心理⾯からの
サポートをするとともに、スクール
ソーシャルワーカーを各学園(中学
校区)に配置し、校内体制の整備や児
童生徒の課題に対して環境⾯からの
サポートを教職員と連携しながら⾏
います。 

SC 
相談回数 延３，９３５回 
 
SSW 
⽀援回数 延２，３５４回 

いじめや不登校を中心にして児童・
生徒、保護者の課題を心理や社会福
祉の専門職として、学校の教育相談
体制の重要な役割を担うことができ
ました。また、ケース会議の参加や
児童・生徒⽀援に関する教職員への
助言、研修の実施、関係機関への連
携等校内体制の充実にも貢献するこ
とができました。 

教育 
センタ－ 

小・中学校就学
援助 
〔再掲〕 

要保護及び準要保護世帯の児童･生
徒及び特別⽀援学級在籍児童･生徒
に対し、小・中学校の諸費⽤の⼀部
を援助します。今後も児童・生徒の
教育の機会均等の観点から、継続が
必要です。 

〇就学援助 
 小学生 ３２７名 
 中学生 ２２９名 
〇特別⽀援教育 
 小学生 ２５９名 
 中学生  ８８名 

制度の周知を図り、適正な実施に努
めました。 

学務課 

就学就園助成 
〔再掲〕 

奨学⾦を⽀給することで保護者の経
済的負担の軽減を図ります。就学に
当たり、経済的な援助を必要とする
世帯は依然として多く、今後とも事
業の継続が必要です。 

奨学⾦ 
 ⼤学生２８名 
 ⾼校生３４名 
武田育英学資⾦ 
 小学生１０名 
 中学生 ５名 

経済的な援助を必要とする世帯の負
担軽減に寄与することができまし
た。 

学務課 

生活保護受給
者等進学⽀援
事業 

平成２４年度から、生活保護受給世
帯及び児童扶養手当受給世帯の⾼校
３年生で、４年制⼤学への進学を希
望している生徒を対象に、塾代や模
擬試験の受験料などにかかる費⽤の
⼀部を助成しています。平成３０年
度までの７年間における、⼤学進学
率は１００％で、進学後の状況変化
はあるものの、助成に対する効果は
表れており、今後も継続して実施し
ていきます。 

⽀給実績 
⽀給対象件数        ６件 
⽀給額   １，５２５，１６０円 

毎年度、定数以上の応募があり、審
査を⾏い、⽀援対象者を決定してい
ます。 
⽀援世帯からは事業に対しての感謝
の言葉も聞かれ、実際に毎年、全対
象者が⼤学へ進級しているため、事
業の存在意義は⼤きいと言えます。 

生活 
福祉課 

-50-



 

 （２）生活の安定に資するための支援 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

利⽤者⽀援事
業 
（⺟⼦保健型） 
⼦育て世代包
括⽀援センタ
ー 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期からの切れ目ない⽀援をめざ
し、妊娠届出時に保健師が全数⾯接
を⾏い、関係づくりと⽀援を要する
妊婦の把握に努めます。また、⽀援
が必要な妊産婦のもれなく継続的な
⽀援に努めます。 

妊娠届出時⾯接数 ７１１件 
⽀援を要する妊婦 ２３０件 

保健師が全数⾯接を⾏うことで、⽀
援を要する妊婦の把握につながって
いると考えます。 

健康 
増進課 

利⽤者⽀援事
業 
（基本型） 
にじいろ 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期から就学前までの⼦育て家庭
を対象に、専任の保育士が、当事者
目線の寄り添い型の相談⽀援に努め
ます。⼦育てに関する情報提供や電
話・⾯談・訪問等、相談者のニーズ
に合せた相談スタイルで、相談に柔
軟に応じます。 
また、⺟⼦保健や⼦育て⽀援の関係
機関担当者との連携を推進します。 

相談・援助件数 ５７７件 
（内訳） 
⾯  談    １６１件 
訪  問     ９８件 
電  話    １９３件 
出張相談    １１５件 
援  助      １０件 

柔軟な対応が好評です。 
地域のさまざまな⼦育て⽀援の場に
出向いて気軽に相談に応じることに
より、相談⽀援の充実が図られてい
ます。 

健康 
増進課 

⺟⼦保健地区
担当保健師活
動 
〔再掲〕 

産婦や乳幼児のいる要⽀援家庭に対
して、⺟⼦保健の観点から、訪問等
により継続的な⽀援を⾏うととも
に、関係機関と連携し、生活に必要
なサービスの調整を⾏います。 

保健師による⽀援状況 
乳幼児 １，４０９⼈ 
妊産婦   １０９⼈ 

保健師１１⼈が地区担当制で⽀援に
あたっており、保健師⼀⼈当たり１
２８⼈を⽀援しています。 

健康 
増進課 

妊娠・出産⽀援
事業 
【重点施策】 
〔再掲〕 

妊娠期・産後の相談⽀援を充実しま
す。 
〇産前・産後サポート事業︓妊産婦

の育児不安の軽減や孤⽴感の解消
を目的に、相談の多い授乳相談や
妊産婦の交流会事業等を⾏いま
す。 

〇産後ケア事業︓産後、安心して⼦
育てができることを目的に、出産
後、家族等から⼗分なサポートが
受けられず、特に⽀援が必要な家
庭に対し、助産師等による訪問型
のサービスを⾏います。また、対
象家庭の拡⼤や宿泊型等の実施に
ついて検討します。 

産前・産後サポート事業 
延べ利⽤者数  １０９⼈ 

（内訳） 
授乳相談 

電話       ７０⼈ 
来所       １２⼈ 
４か⽉児健診時  ２７⼈ 

 
ひよこ育児相談会、プレママ mini
スクールは中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため集団での相談会は中⽌となりま
した。よりよい感染症対策を講じ再
開をめざします。 

健康 
増進課 

児童家庭相談
事業・⼦ども家
庭総合⽀援拠
点 
【重点施策】 
〔再掲〕 

全ての⼦どもとその家庭及び妊産婦
が安全で安心な生活ができるよう、
関連機関との連携を図りながら相談
援助を⾏います。また、⼦どもと家
庭の実情把握、⽀援に関する情報共
有、⼦育て全般の相談対応、児童虐
待の相談・通告受付など、関係機関
との調整を⾏い、⼦どもと家庭の⽀
援に取り組みます。 

相談件数 ３３２件 児童虐待の通告受付や調査、⽀援に
あたっての関係機関の調整等を⾏い
ました。適宜、関係機関との情報共
有・連携を図りながら、⼦どもと家
庭の実態把握に努め、必要な⽀援に
取り組みました。 

⼦育て 
⽀援課 

養育⽀援訪問
事業 
〔再掲〕 

養育⽀援を特に必要とする妊娠期か
ら児童のいる家庭を対象に専門職に
よる専門的相談⽀援、ヘルパー派遣
による家事･育児⽀援を実施します。
⺟⼦保健等関係機関との連携を図
り、妊娠期から切れ目のない⽀援の
ネットワークを強化し、必要な家庭
の把握に努めます。 

育児・家事⽀援 
訪問家庭数      ７世帯 
訪問延べ件数   ８４件 

 
専門的相談⽀援 

訪問家庭数    １６世帯 
訪問延べ件数   ７８件 

 
訪問実世帯数     １７世帯 
訪問対象実児童数  ３３⼈ 

⺟⼦保健等の関係機関との連携を図
り、⽀援の必要な家庭の把握に努め
ました。養育⽀援が必要な家庭に対
し、育児・家事⽀援や相談⽀援を実
施し、保護者の育児負担の軽減や精
神的な安定につながるよう必要な⽀
援を⾏いました。 

⼦育て 
⽀援課 

ひとり親家庭
相談 
〔再掲〕 

⺟⼦・⽗⼦自⽴⽀援員を中心に関係
部局、関係機関と連携を図り、地域
の⺠生委員児童委員・主任児童委員
の協⼒を得ながら、ひとり親家庭に
対する相談・⽀援の充実を図ります。 

HP 掲載 
 
相談件数   ６５２件 
⺟⼦     ６１５件 
⽗⼦      ３７件 
（うち離婚前 １４０件） 

⼦の進学に係る学費の相談に加え、
⺟の資格取得等の相談も増加してい
ます。 
離婚前相談に関しては内容が複雑化
しています。 

⼦育て 
⽀援課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⺟⼦・⽗⼦住宅 
〔再掲〕 

市営住宅条例の申込資格の全ての条
件を満たし、かつ⺟⼦及び⽗⼦並び
に寡婦福祉法第６条の適⽤を受けて
いる⺟⼦・⽗⼦世帯に対し、低廉な
家賃の市営住宅を提供します。 

入居希望者登録は毎年更新。広報誌
にも掲載。 
 
新規 ０件 
退去 ０件 
 
令和３年３⽉末現在 
入居世帯数   １２件 
入居登録希望数  ７件 

住宅に関して困っているひとり親へ
⺟⼦・⽗⼦住宅の案内を⾏いました。 

⼦育て 
⽀援課 
(都市 
政策課） 

⺟⼦生活⽀援
施設入所事業 
〔再掲〕 

⺟⼦家庭等において、様々な事情か
ら⼦どもの養育が⼗分にできない場
合、⺟⼦生活⽀援施設へ⼦どもと⼀
緒に入所させ、生活の安定を図り自
⽴への⽀援を⾏います。 

HP 掲載 
 
入所世帯数 １世帯 

関係機関との連携に努めました。 ⼦育て 
⽀援課 

食育推進事業 
〔再掲〕 

乳幼児期から正しい食習慣を身につ
けることをめざし、離乳食講習会（ご
っくん期・かみかみ期）や妊婦等を
対象にした調理実習、幼児向けの簡
単な調理体験講座等を実施し、食育
を推進します。また、事業内容の充
実を図っていきます。 
（ごっくん期）︓⽉１回初期から中期
の離乳食の進め方の講話と試食、保
健指導を⾏います。 
（かみかみ期）︓年６回後期から完了
期の離乳食の進め方の講話と調理実
習を⾏います。 
妊婦等の調理実習や幼児向けの講座
は、地域栄養士会へ委託し実施しま
す。 

ごっくん期 
受講者数 ９６名 

 
かみかみ期 

受講者数 ２２名 

離乳食講習会については新型コロナ
ウイルス感染拡⼤防⽌対策のため受
講者数を減らし、教室内容も変更し
ています。 
その他の調理実習や調理体験講座等
は中⽌としました。今後、よりよい
感染症対策を講じ再開をめざしま
す。 

健康 
増進課 

乳幼児健康診
査等での食育 
〔再掲〕 

乳幼児健康診査時に、望ましい食習
慣の啓発を⾏います。また、希望者
には個別相談を⾏います。 
４か⽉児健康診査では離乳食につい
ての講話、１歳６か⽉児健康診査で
は幼児食のフードモデルの展⽰やお
やつの量・選び方のパンフレットの
配布、３歳６か⽉児健康診査では清
涼飲料⽔に含まれる糖分の展⽰等を
⾏います。その他、待合いロビーで
は食育の DVD 放映も⾏います。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため中⽌となりました。今後、より
よい感染症対策を講じ再開をめざし
ます。 

健康 
増進課 

こども食堂開
設⽀援事業 
〔再掲〕 

⼦どもの健やかな成⻑と地域の⼈と
の交流により豊かな⼈間性や社会性
を育むことができる「こども食堂」
の開設・運営を⽀援し、⼦どもの居
場所づくりの促進・充実を図ります。 

市内こども食堂 ６箇所 
 
※新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌
等のため⼀部または全部休⽌した団
体あり。 

こども食堂の運営を⽀援し、⼦ども
の居場所づくりの促進・充実を図り
ました。 

⼦ども・ 
若者 
政策課 

 （３）保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

自⽴⽀援教育
訓練給付⾦事
業 
〔再掲〕 

ひとり親家庭の就業・自⽴に向けた
⽀援を促進するため、指定する教育
訓練を受講したひとり親に対して、
講座修了後に受講料の⼀部を⽀給し
ます。 

０件 HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

⼦育て 
⽀援課 

⾼等職業訓練
促進給付⾦事
業 
〔再掲〕 

ひとり親家庭の就業・自⽴に向けた
⽀援を促進するため、ひとり親が看
護師等の経済的自⽴に効果的な資格
を取得するために、１年以上養成機
関等で修学する場合で、就業（育児）
と修学の両⽴が困難な場合に、生活
費の負担軽減のための給付を⾏いま
す。 

促進給付⾦   ３名 
うち准看護師 １名 

看 護 師 ２名 
 
修了⽀援給付⾦ １名 

HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

⼦育て 
⽀援課 

⾼等学校卒業
程度認定試験
合格⽀援事業 
〔再掲〕 

ひとり親家庭の親またはその⼦を対
象に、就業や収入増加のため⾼等学
校卒業程度認定試験の合格をめざし
講座を受講した場合及び受講修了後
２年以内に試験に合格した場合、そ
れぞれ給付⾦を⽀給します。 

０件 HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

⼦育て 
⽀援課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
⺟⼦・⽗⼦自⽴
⽀援プログラ
ム策定 
〔再掲〕 

ひとり親家庭の状況・ニーズに基づ
き、きめ細やかで継続的な自⽴・就
労⽀援を実施します。 

策定             ０件 
アフターケア     ０件 

HP 掲載・児童扶養手当現況届時、
事業を案内し、適正な実施に努めま
した。 

⼦育て 
⽀援課 

地域就労⽀援
事業 
〔再掲〕 

ひとり親家庭の親等で就労困難者に
対し就労⽀援を⾏います。 
引き続き、変わりゆく就労環境の周
知やタイムリーなセミナーの開催に
取り組んでいきます。 

就労相談件数 ６件 
就労セミナー ２回 

個別相談やセミナー開催によって就
労困難者の⽀援を⾏いました。 

商⼯ 
労働課 

雇⽤安定事業 
 

労働環境が変化していく中で、雇⽤
する側、雇⽤される側の両者のニー
ズに答えられるセミナーを開催し、
市内雇⽤の安定、促進が図られるよ
う努めます。 

働き方改⾰セミナー １回 
就労セミナー    ２回 
就職セミナー    ２回 

雇⽤する側と雇⽤される側の両者の
ニーズに合わせ、複数のセミナーを
実施し、啓発に努めました。 

商⼯ 
労働課 

就労準備事業 平成２８年度より、就労準備⽀援事
業を実施していますが、⻑期間の引
きこもりや就労ブランクなどで、⼀
般就労までに時間がかかる⽀援者が
年々増加していることから、今後も
事業の継続と発展が必要であると考
えます。 
現在の事業内容は、委託業者が、就
労体験や就労訓練受入先企業を開拓
しているほか、就労準備講座を開催
し、就労するうえで必要なコミュニ
ケーションスキルの獲得や、そもそ
も外出のきっかけとするなど、⽀援
者の状況に応じて目標を設定し、社
会との関わりの⼀助となるよう、講
座内容を設定しています。 

新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の
ため、就労準備講座、職場⾒学や就
労体験などのイベントが全て中⽌と
なりました。 
 
企業開拓については、新型コロナウ
イルス感染拡⼤防⽌対策を⼗分に講
じたうえで、市内の事業所２箇所を
訪問し、就労体験や就労訓練の受入
れについて説明を⾏いました。 

令和２年度に関していえば、新型コ
ロナウイルス感染拡⼤防⽌のため、
各種イベントが軒並み中⽌となりま
した。 
ただ、近年の傾向として、若年から
中⾼年層までの幅広い年齢層で引き
こもりや就労ブランクなどの問題を
抱えているケースが増えており、ス
ムーズな社会参加へと導く⽀援が必
須です。 
令和３年度も不透明な状況ではあり
ますが、準備講座や職場⾒学・体験
を企画しており、できるだけ多くの
方に参加してもらいたいと思いま
す。 

生活 
福祉課 

 （４）経済的支援 
事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 

児童手当 
〔再掲〕 

家庭生活の安定に寄与するとともに
児童の健やかな成⻑を願って⽀給す
る児童手当について、０歳から中学
校卒業までの児童を養育している方
に⽀給するとともに、制度の広報・
普及に引き続き努めます。 

⽀給件数       １４７，４２７件 
⽀給額  １，５２１，１６０，０００円 

⽀給日と現況届のお知らせを広報誌
で周知（６⽉、１０⽉、２⽉）。 

⼦育て 
⽀援課 

児童扶養手当 
〔再掲〕 

⽗⼜は⺟と生計を同じくしていない
児童や⽗⼜は⺟が政令で定める程度
の障害の状態にある児童が育成され
る家庭の生活の安定と自⽴の促進に
寄与するとともに、児童の福祉の増
進を図ることを目的として、当該児
童について児童扶養手当を⽀給しま
す。 

⽀給日、現況届、制度改正のお知ら
せを広報誌にて周知。（広報掲載５・
７・８・９・１１・１・２・３⽉） 
 
対象件数 ７４７件 
全部⽀給 ３７７件 
⼀部⽀給 ２７６件 
⽀給停⽌  ９４件 

適正な実施に努めました。 ⼦育て 
⽀援課 

ひとり親家庭
医療費助成 
〔再掲〕 

１８歳の年度末までの⼦ども及びそ
の養育者・監護者に対し、医療費の
⼀部を助成し、健康の保持に努める
とともに、医療にかかる経済的負担
の軽減を図ります。 
⼦育て⽀援課との連携により受給者
の把握に努め、必要な方が必要な医
療を受けられるよう、医療証の発⾏
を⾏っていきます。 
今後も医療費負担の軽減により、受
給者の健康の保持と生活の安定、福
祉の増進を図っていきます。 

受診件数 １８，９６０件 ⼦育て⽀援課と連携し、児童扶養手
当や遺族年⾦等の受給者を把握して
所得要件の審査を⾏い、ひとり親６
９２名、⼦ども１，００１名の計１，
６９３名に医療証を交付しました。 
受給者には、必要な医療が受けられ
るよう医療費助成を⾏い、経済的な
⽀援を実施してきました。 
また、自動償還制度の導入により、
⽉額自己負担上限額が２，５００円
を超過する受給者には、最初の１回
のみの申請で償還を⾏えるように
し、利便性の向上に努めました。 

保険 
医療課 
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事業名 事業内容 実績（Ｒ２） 達成状況 担当課 
福祉貸付事業 
〔再掲〕 

生活のつなぎ資⾦、⾼等学校の入学
準備⾦の貸付を⾏います。（生活資⾦
⼀世帯２５０，０００円以内、⾼等
学校入学準備⾦⼀⼈３００，０００
円以内。） 
生活困窮者の抱える課題が多様化す
る中で、⾦銭⾯をサポートする貸付
制度は、収入の目途のある方に対し
ては、有効なものとなっており、今
後も、同様の事業内容で運営してい
きます。 

貸付実績 
生活資⾦貸付⾦ 
 ６件 
 １，５００千円 
 
⾼等学校入学準備⾦貸付⾦ 
 ０件 

社会福祉協議会の貸付や⾼校授業料
無償化等の影響で、毎年度減少傾向
にあり、令和元年度は、⾼校入学準
備⾦の新規貸付は０件となっていま
す。 

生活 
福祉課 
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第６章  子ども・子育て支援事業 
 

■第１節 幼児期の教育・保育の量の⾒込み及び確保の方策 

⼦ども・⼦育て⽀援法により、第２期池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画には、「幼児期の学校教
育・保育施設・サービスの量の⾒込み（必要利⽤定員総数）」ならびに「量の⾒込みに対応する教育・
保育施設及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期」を定めています。 

 
１．保育の必要性の認定について 

⼦ども・⼦育て⽀援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性
を認定した上で、給付を⽀給する仕組みとなっています。 

認定は次の１〜３号の区分で⾏われます。 
認定区分 対象者 対象施設 

１号認定 
満３歳以上の学校教育のみの就学前の⼦ども 
（保育の必要性なし） 

幼稚園  
認定こども園 

２号認定 
満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の⼦ども 
（保育を必要とする⼦ども） 

保育所  
認定こども園 

３号認定 
満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の⼦ども 
（保育を必要とする⼦ども） 

保育所  
認 定 こ ど も 園 
地域型保育事業 

 
２．教育・保育の量の⾒込み及び確保の方策  

（1）幼稚園、認定こども園（１号認定及び２号認定で学校教育の利⽤希望が高い利⽤者） 

 ＜量の見込みと確保の内容＞  

 令和２年度 
推計 実績 

１号 

①量の⾒込み（⼈） 1,409 1,271 

②確保の内容（定員・⼈） 1,849 1,849 

差②－① 440 578 

（2）保育所、認定こども園、⼩規模保育所等（前記以外の２号認定、３号認定） 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

２号 

①量の⾒込み（⼈） 1,121 1,167 

②確保の内容（定員・⼈） 1,071 1,043 

差②－① ▲50 ▲124 

３号 
①量の⾒込み（⼈） 896 946 

②確保の内容（定員・⼈） 849 874 

差②－① ▲47 ▲72 
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■第２節 地域子ども・子育て支援事業の量の⾒込み及び確保の方策 

１．地域子ども・子育て支援事業について 
地域⼦ども・⼦育て⽀援事業は、市が地域の⼦ども⼦育て家庭の実情に応じて実施する事業です。

本事業は、⽀援法で下記に⽰す１３事業が定められ、各市町村でニーズに応じた事業を実施するこ
ととされています。 

 
①利⽤者⽀援事業（基本型，特定型，⺟⼦保健型） 
②地域⼦育て⽀援拠点事業 
③妊婦健康診査 
④乳児家庭全⼾訪問事業 
⑤養育⽀援訪問事業 ⼦どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 
⑥⼦育て短期⽀援事業（ショートステイ事業） 
⑦⼦育て援助活動⽀援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
⑧⼀時預かり事業 
⑨時間外保育事業（延⻑保育事業） 
⑩病児保育事業 
⑪放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会） 
⑫実費徴収に係る補足給付を⾏う事業 
⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 
 
 
２．地域子ども・子育て支援事業の量の⾒込み及び確保の方策 

第 2 期池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画に定められた各事業と、量の⾒込み及び確保の内容は
以下のとおりです。各表の推計の数値は、第 2 期池田市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画において策定
したものです。 

 
 
（1）利⽤者支援事業 

＜事業内容＞ 

●⼦どもやその保護者の身近な場所で、幼稚園 ・保育所等での教育 ・保育や、⼀時預かり、放課後児童 
健全育成事業等の地域⼦育て⽀援事業等の中から適切なものを選択し、円滑に利⽤できるよう、情報
提供及び必要に応じて相談・助言等を⾏うとともに、関係機関との連絡調整等を⾏う事業。 

  
基 本 型︓⼦ども及びその保護者等が、教育・保育施設や地域の⼦育て⽀援事業等を円滑に利⽤  

できるよう、身近な場所において、当事者目線の寄り添い型の⽀援を実施するもの 
特 定 型︓待機児童の解消等を図るため、⾏政が地域連携の機能を果たすことを前提に、主として

保育に関する施設や事業を円滑に利⽤できるよう⽀援するもの 
⺟⼦保健型︓妊娠期から⼦育て期にわたるまでの⺟⼦保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応

するため、保健師等が専門的な⾒地から相談⽀援等を実施するもの 
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＜量の見込みと確保の内容＞ 
 令和２年度 

推計 実績 
①量の⾒込み（か所） 3 3 

 基本型 1 1 

 特定型 1 1 

 ⺟⼦保健型 1 1 

②確保の内容（か所） 3 3 

 基本型 1 1 

 特定型 1 1 

 ⺟⼦保健型 1 1 

 

 

 

（2）地域子育て支援拠点事業 

＜事業内容＞ 
●概ね 3 歳までの⼦どもと保護者が交流できる場を提供し、⼦育てに関する相談・援助や情報提供、講

習会等を⾏う事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（利⽤延⼈員） 46,020 15,656 

②確保の
内容 

受入可能延⼈員 46,020 15,656 

実施か所数 4 4 

 
 
 
（3）妊婦健康診査 

＜事業内容＞ 

●妊婦の健康管理の充実、経済的負担の軽減を図る事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（健診受診延⼈員） 10,486 8,426 

②確保の内容（健診受診延⼈員） 10,486 8,426 

 

  

-57-



 

（4）乳児家庭全⼾訪問事業 

＜事業内容＞ 

●生後４か⽉までの乳児のいる全ての家庭に、助産師や保健師が訪問し、保健指導を⾏う事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（訪問対象児童数） 749 656 
②確保の内容（訪問対象児童数） 749 656 

 
 
 
（5）養育支援訪問事業 

＜事業内容＞ 

●養育⽀援が特に必要であると判断した家庭に対し、訪問⽀援者がその居宅を訪問し、その家庭の適切
な養育の実施を確保するための事業。養育に関する指導、助言等の専門的相談⽀援は、保健師、保育
士等が、育児・家事援助は、ヘルパー等が実施。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（⽀援対象児童数） 65 33 

②確保の内容（⽀援対象児童数） 65 33 

 
 
 
（6）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

＜事業内容＞ 

●保護者が、疾病 ・疲労など身体上 ・精神上 ・環境上の理由により児童の養育が困難となった場合等に、
児童養護施設などで養育・保育を⾏う事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（利⽤児童数×泊） 30 ０ 

②確保の内容（利⽤児童数×泊） 30 ０ 

 
 

  

-58-



 

（7）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

＜事業内容＞ 

●概ね生後 2 か⽉から小学校 4 年生までの児童の預かりや送迎について「援助を受けたい⼈」と「援助
を⾏いたい⼈」を結びつける会員制の育児⽀援ネットワークを運営する事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（利⽤延⼈員） 1,434 687 

②確保の内容（利⽤延⼈員） 1,434 687 

 
 
 
（8）一時預かり事業 

＜事業内容＞ 

●幼稚園在園児を対象にしたもの（幼稚園型）とそれ以外があります。幼稚園型は 3〜5 歳、それ以外
は、0〜5 歳を対象に、理由を問わず⼀時的に⼦どもを預けることができるもので、保育所等で実施
しています。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

幼稚園型 

①量の⾒込み 
（利⽤延⼈員） 60,010 43,052 

②確保の内容 
（受入可能延⼈員） 60,010 43,052 

幼稚園型以外 

①量の⾒込み 
（利⽤延⼈員） 11,285 2,737 

②確保の内容 
（受入可能延⼈員） 11,285 2,737 

 
 
 
（9）時間外保育事業（延⻑保育事業） 

＜事業内容＞ 

 ●０〜５歳を対象に、保育所等の開所時間を超えて保育を⾏う事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（利⽤実⼈員） 1,218 771 

②確保の
内容 

受入可能⼈数 1,218 771 

実施か所数 22 22 
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（10）病児・病後児保育事業 

＜事業内容＞ 

●病気の回復期に至っていない、あるいは、病気回復期にある児童を家庭で保育ができないとき、看護
師、保育士がいる専⽤施設内で⼀時的に預かり、保護者の⼦育てと就労の両⽴を⽀援する事業で、対
象は０歳児から小学６年生までです。 

 また、保育所等の利⽤児童が保育中に体調不良となった場合に、保育所等において保健的な対応を⾏
います。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

① 量の⾒込み（利⽤延⼈員） 432 111 

②
確
保
の
内
容 

病児 
対応型 
及び 

病後児 
対応型 

受入可能延⼈員 960 960 

定員（⼈） 4 4 

体調不良
児対応型 

受入可能延⼈員 7,200 6,720 

実施か所数 15 14 

 ※量の⾒込みは、病児対応型、病後児対応型の数値です。 
 
 
 
（11）放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会） 

＜事業内容＞ 

●就労などの理由で保護者が昼間家庭にいない児童に、放課後や学校休業中に安心して生活できる場所
を提供し、心身の健全な育成を図ることを目的とした事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

①量の⾒込み（⼈）※ 981 1,002 

②確保の内容 定員(⼈) 782 803 

 ※現在実施していない⾼学年の利⽤ニーズを含めた数値です。 
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（12）実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業 

＜事業内容＞ 

●保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育 ・保育施設等に対して保護者が教育 ・保育に必要な 
物品の購入に要する費⽤等への補助、また私⽴幼稚園等において副食材料費の補助を⾏う事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

① 量の⾒込み（⽀援対象児童数） 66 79 

② 確保の内容（予定） 66 79 

 
 
 
（13）多様な主体が本制度に参⼊することを促進するための事業 

＜事業内容＞ 

●特定教育 ・保育施設等への⺠間事業者の参入の促進に関する調査研究、その他多様な事業者の能⼒を 
活⽤した特定教育・保育施設等の設置または運営を促進するための事業。 

 ＜量の見込みと確保の内容＞ 

 令和２年度 
推計 実績 

① 量の⾒込み（巡回⽀援施設数） 5 5 

② 確保の内容（予定） 5 5 
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資料編 

■掲載事業一覧（五十音順） 
              ※施策体系の欄は「基本目標」の番号と「施策」の番号を⽰している。 

事業名 施策体系 掲載頁 担当課 
アイ・あいブック ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
「赤ちゃんステーション」の設置 ４-1 44 ⼦育て⽀援課 
安心安全な携帯やネットの使い方の推進 ４-2 47 教育センター 
安全な遊び場の提供 ４-1 44 公園みどり課 
育児相談会 （うさちゃん育児相談会） ２-2 35 健康増進課 
池田猪名川マラソン⼤会 １-2 17 生涯学習推進課 
池田市⼈権教育基本方針 ５-1 49 学校教育推進課 
池田市地域自⽴⽀援協議会 １-3 22 障がい福祉課 
池田市⺠カーニバル・五⽉山さくらまつり １-2 17 空港・観光課 
池田市要保護児童対策地域協議会虐待関係部会
実務者会議 １-3 24 ⼦育て⽀援課 

池田市要保護児童対策地域協議会虐待関係部会
実務者会議〔再掲〕 ５-1 48 ⼦育て⽀援課 

池田市要保護児童対策地域協議会障がい児関係
部会実務者会議 １-3 22 ⼦育て⽀援課、発達⽀援課 

池田市⽴休日急病診療所の運営 ２-2 37 休日急病診療所 
いじめ・不登校等トータルサポート事業 １-3 25 教育センター 
いちごパーティー ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
⼀時預かり事業 ２-1 29 幼児保育課 
１歳６か⽉児健康診査 ２-2 35 健康増進課 
違法駐⾞等防⽌事業 ４-2 45 交通道路課 
飲酒･喫煙･薬物防⽌教育 １-2 16 教育センター 
英語教育推進事業 １-2 15 学校教育推進課 
NPO 連携教育相談 １-3 26 教育センター 
NPO 連携教育相談〔再掲〕 ５-2 50 教育センター 
エンゼル祝品交付事業 ２-3 37 総合窓口課 
エンゼル⾞提供制度 ２-3 37 総合窓口課 
おはなし推進事業 １-1 13 図書館（石橋プラザ） 
親⼦ふれあい DAY 助成事業 １-1 13 ⼦育て⽀援課 
親⼦無料開放 １-1 13 生涯学習推進課（総合スポーツセンター） 
親と⼦の体操 １-2 18 生涯学習推進課（総合スポーツセンター） 
親元近距離居住応援事業 ４-1 44 都市政策課 
介助員の配置 １-3 21 教育センター、教職員課 
かかりつけ医の推進 ２-2 37 健康増進課 
学校・園における男⼥平等教育 ３-2 40 学校教育推進課 
学校⼈権教育推進活動事業 ５-1 49 学校教育推進課 
学校保健 １-2 16 保健給食課 
「家庭の日」「家族の日」啓発 １-1 12 ⼦ども・若者政策課 
キッズコーナーの設置 ４-1 44 ⼦育て⽀援課 
休日（日曜日・祝日）保育 ２-1 30 幼児保育課 
休日（日曜日・祝日）保育〔再掲〕 ３-3 41 幼児保育課 
狭隘道路整備促進補助事業 ４-1 44 土木管理課 
教育コミュニティづくり推進事業 １-2 15 教育政策課 
教育相談 １-3 26 教育センター 
教育相談〔再掲〕 ５-2 50 教育センター 
「教育のまち池田」総合企画推進事業 １-2 14 教育政策課 
下⽔処理場施設⾒学 １-2 16 上下⽔道部下⽔処理場 
結婚祝品利⽤券の贈呈 ２-3 38 商⼯労働課 
結婚⽀援事業 ２-3 38 ⼦ども・若者政策課 
広域医療対策事業・ 
豊能広域こども急病センター ２-2 37 健康増進課 

公私⽴保育所（園）での障がい児保育の充実 １-3 21 幼児保育課、発達⽀援課 
交通安全教室 ４-2 45 交通道路課、幼児保育課、学校教育推進課 
交通安全啓発事業 ４-2 45 交通道路課 
交通安全施設整備事業 ４-1 44 交通道路課 
⾼等学校卒業程度認定試験合格⽀援事業 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
⾼等学校卒業程度認定試験合格⽀援事業〔再掲〕 ５-2 52 ⼦育て⽀援課 
⾼等職業訓練促進給付⾦事業 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
⾼等職業訓練促進給付⾦事業〔再掲〕 ５-2 52 ⼦育て⽀援課 
広報誌等発⾏ ５-1 49 広報シティプロモーション課 
交流教育及び共同学習 １-2 15 教育センター 
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事業名 施策体系 掲載頁 担当課 
⼦育て⼀時預かり利⽤券（ふくまるこども券）
給付事業 ２-1 29 ⼦育て⽀援課 

⼦育て⼀時預かり利⽤券（ふくまるこども券）
給付事業〔再掲〕 ２-3 38 ⼦育て⽀援課 

⼦育て⽀援パンフレット等作成事業 ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
⼦育て短期⽀援事業（ショートステイ事業） ２-1 29 ⼦育て⽀援課 
⼦育てに関する情報の提供 １-1 12 ⼦ども・若者政策課 
⼦ども安全対策事業 ４-2 46 教育センター 
⼦ども医療費助成 ２-3 37 保険医療課 
こども会育成事業 １-2 17 教育センター 
⼦ども･⼦育て会議の運営 
（「⼦ども条例」の普及･啓発） １-1 12 ⼦ども・若者政策課 

⼦ども･⼦育て会議の運営 
（「⼦ども条例」の普及･啓発）〔再掲〕 ５-1 49 ⼦ども・若者政策課 

こども食堂開設⽀援事業 ２-1 29 ⼦ども・若者政策課 
こども食堂開設⽀援事業〔再掲〕 ２-1 31 ⼦ども・若者政策課 
こども食堂開設⽀援事業〔再掲〕 ３-3 42 ⼦ども・若者政策課 
こども食堂開設⽀援事業〔再掲〕 ５-2 52 ⼦ども・若者政策課 
⼦どもの居場所づくり推進事業 ２-1 31 教育センター 
⼦どもの居場所づくり推進事業〔再掲〕 ３-3 42 教育センター 
⼦どもの学びサポート推進事業 １-2 14 教育政策課 
⼦どもの学びサポート推進事業〔再掲〕 ５-2 50 教育政策課 
⼦ども 110 番の旗の配布 １-1 12 危機管理課 
⼦ども 110 番の旗の配布〔再掲〕 ４-2 46 危機管理課 
コミュニティソーシャルワーカー設置事業 ２-1 33 ⾼齢・福祉総務課 
雇⽤安定事業 ５-2 53 商⼯労働課 
サークル交流会 ２-1 32 ⼦育て⽀援課 
災害情報提供体制の充実 ４-2 46 危機管理課 
在宅障がい児への療育の充実 １-3 22 児童発達⽀援センターやまばと学園 
在日外国⼈日本語指導⽀援事業 １-2 15 学校教育推進課 
歳末防⽕意識啓発 ４-2 45 消防本部総務課 
産科医療機関等との連携 ２-2 34 健康増進課 
３歳６か⽉児健康診査 ２-2 35 健康増進課 
時間外保育事業（延⻑保育事業） ２-1 30 幼児保育課 
時間外保育事業（延⻑保育事業）〔再掲〕 ３-3 40 幼児保育課 
事業所内保育所設置への働きかけ ３-1 39 幼児保育課 
事業主に対する啓発活動の強化 ３-1 39 商⼯労働課 
自然体験推進事業 １-2 17 学校教育推進課 
シティ－・ガ－ド対策事業 ４-2 46 危機管理課 
児童家庭相談事業・⼦ども家庭総合⽀援拠点 １-3 24 ⼦育て⽀援課 
児童家庭相談事業・⼦ども家庭総合⽀援拠点 
〔再掲〕 ５-1 48 ⼦育て⽀援課 

児童家庭相談事業・⼦ども家庭総合⽀援拠点 
〔再掲〕 ５-2 51 ⼦育て⽀援課 

児童館活動促進事業 １-2 18 生涯学習推進課（児童館） 
児童館活動促進事業〔再掲〕 ２-1 31 生涯学習推進課（児童館） 
児童館活動促進事業〔再掲〕 ３-3 42 生涯学習推進課（児童館） 
児童虐待発生予防事業 １-3 24 ⼦育て⽀援課 
児童虐待発生予防事業〔再掲〕 ５-1 48 ⼦育て⽀援課 
児童サービスの充実 １-2 19 図書館（石橋プラザ） 
児童手当 ２-3 37 ⼦育て⽀援課 
児童手当〔再掲〕 ５-2 53 ⼦育て⽀援課 
児童発達⽀援事業、放課後等ディサ－ビス事業、
保育所等訪問⽀援事業 １-3 22 児童発達⽀援センターやまばと学園 

児童扶養手当 １-3 19 ⼦育て⽀援課 
児童扶養手当〔再掲〕 ５-2 53 ⼦育て⽀援課 
市⺠安全のつどいの開催 ４-2 46 危機管理課 
市⺠レクリエーション⼤会 １-2 17 生涯学習推進課 
「社会を明るくする運動」 
ポスター・標語の募集 ４-2 47 ⾼齢・福祉総務課 

就学就園助成 ２-3 37 学務課 
就学就園助成〔再掲〕 ５-2 50 学務課 

就学前教育の充実 １-2 13 学校教育推進課、教育政策課（幼児教育サポートチーム）、
各幼稚園 

就業と家庭責任の両⽴⽀援 ３-2 39 ⼈権・⽂化国際課 
重度障がい者医療費助成 １-3 23 保険医療課 
重度障がい者住宅改造助成 １-3 23 障がい福祉課 
重度障がい者住宅改造助成〔再掲〕 ４-1 44 障がい福祉課 
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事業名 施策体系 掲載頁 担当課 
就労準備事業 ５-2 53 生活福祉課 
ジュニアスポーツクラブ １-2 18 生涯学習推進課 
手話通訳者派遣事業 １-3 23 障がい福祉課 
巡回⽀援の充実 ２-1 29 幼児保育課 
巡回⽀援の充実〔再掲〕 ３-3 40 幼児保育課 
巡回相談の充実 １-3 21 発達⽀援課、幼児保育課 
障がい児（者）施設との交流 １-2 15 教育センター 
障がい児（者）スポーツ教室 １-2 18 生涯学習推進課 
障がい児タイムケア事業 １-2 18 発達⽀援課 
障がい児通所⽀援事業 １-3 23 発達⽀援課 

障がい者(児)機能訓練 １-3 23 障がい福祉課、休日急病診療所、 
児童発達⽀援センターやまばと学園 

障がい者⻭科診療 １-3 23 障がい福祉課 
障がい者社会参加促進 １-2 17 障がい福祉課 
障がい者地域⽀援センター運営事業 １-3 22 障がい福祉課 
障がい者補装具・日常生活⽤具給付 １-3 23 障がい福祉課 
浄⽔場施設⾒学 １-2 16 上下⽔道部経営企画課 
小中⼀貫教育推進事業 １-2 14 教育政策課 
小・中学校就学援助 １-3 25 学務課 
小・中学校就学援助〔再掲〕 ５-2 50 学務課 
少年団体育成事業 １-2 17 教育センター 
少年の主張の開催 ５-1 49 教育センター 
情報教育推進 １-2 15 教育センター 
消防訓練指導 ４-2 46 消防署 
消防施設⾒学 １-2 17 消防署 
情報通信技術（IT）を活⽤した情報の提供 ２-1 28 ⼦ども・若者政策課、⼦育て⽀援課 
食育推進計画 ２-2 36 学校教育推進課、健康増進課、幼児保育課 
食育推進事業 ２-2 36 健康増進課 
食育推進事業〔再掲〕 ５-2 52 健康増進課 
食育に関する教育課程 ２-2 36 学校教育推進課 
職場体験 １-2 16 学校教育推進課 
助産施設入所事業 １-3 25 ⼦育て⽀援課 
⼥性のための相談事業 ５-1 49 ⼈権・⽂化国際課 
自⽴⽀援教育訓練給付⾦事業 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
自⽴⽀援教育訓練給付⾦事業〔再掲〕 ５-2 52 ⼦育て⽀援課 
⼈権等相談事業 ５-1 49 ⼈権・⽂化国際課 
⼈権擁護啓発事業 ５-1 49 ⼈権・⽂化国際課 
新生児聴覚検査事業 ２-2 34 健康増進課 
進路指導・進路選択⽀援 １-3 25 学校教育推進課、教育センター 
進路指導・進路選択⽀援〔再掲〕 ５-2 50 学校教育推進課、教育センター 
スクールカウンセラー・ 
スクールソーシャルワーカーの配置 １-3 26 教育センター 

スクールカウンセラー・ 
スクールソーシャルワーカーの配置〔再掲〕 ５-2 50 教育センター 

生活保護受給者等進学⽀援事業 ５-2 50 生活福祉課 
⻘少年国際交流 １-2 18 ⼈権・⽂化国際課 
⻘少年指導員活動事業 １-1 12 教育センター 
⻘少年の健全育成（五⽉山児童⽂化センター） １-2 19 生涯学習推進課（五⽉山児童⽂化センター） 
⻘少年の健全育成（五⽉山児童⽂化センター）
〔再掲〕 ２-1 32 生涯学習推進課（五⽉山児童⽂化センター） 

⻘少年の健全育成（五⽉山児童⽂化センター）
〔再掲〕 ３-3 43 生涯学習推進課（五⽉山児童⽂化センター） 

⻘少年の健全育成（⽔⽉児童⽂化センター） １-2 19 生涯学習推進課（⽔⽉児童⽂化センター） 
⻘少年の健全育成（⽔⽉児童⽂化センター） 
〔再掲〕 ２-1 32 生涯学習推進課（⽔⽉児童⽂化センター） 

⻘少年の健全育成（⽔⽉児童⽂化センター） 
〔再掲〕 ３-3 43 生涯学習推進課（⽔⽉児童⽂化センター） 

セ－フティ－・キ－パ－対策事業 ４-2 46 危機管理課 
世代間交流等 １-1 13 幼児保育課 
専門職員による在園児への療育指導 １-3 22 児童発達⽀援センターやまばと学園 
送迎保育ステーション事業 ２-1 30 幼児保育課 
送迎保育ステーション事業〔再掲〕 ３-3 41 幼児保育課 
相談体制の充実 １-2 16 教育センター 
待機児童解消保育事業 ２-1 30 幼児保育課 
待機児童解消保育事業〔再掲〕 ３-3 41 幼児保育課 
卓球のまちづくり事業 １-2 17 生涯学習推進課 
多様な就労形態で働く⼥性への意識啓発 ３-1 39 商⼯労働課 
男⼥共同参画啓発事業 ３-2 40 ⼈権・⽂化国際課 
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事業名 施策体系 掲載頁 担当課 
男⼥共同参画貢献に対する顕彰 ３-2 40 ⼈権・⽂化国際課 
地域開放、所（園）庭開放 ２-1 28 幼児保育課 
地域学習教室事業（ふくまるはばたき塾） １-2 15 学校教育推進課 
地域学習教室事業（ふくまるはばたき塾） 
〔再掲〕 ５-2 50 学校教育推進課 

地域交流・園開放（あそびの広場） ２-1 28 教育政策課（幼児教育サポートチーム）、 
学校教育推進課(幼稚園) 

地域⼦育て⽀援拠点事業 ２-1 27 ⼦育て⽀援課 
地域⼦育て⽀援推進会議 ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
地域⼦育て⽀援推進会議〔再掲〕 ２-1 33 ⼦育て⽀援課 
地域住⺠による⼦育て⽀援の推進 １-1 12 ⼦ども・若者政策課 
地域住⺠による⼦育て⽀援の推進〔再掲〕 ４-2 46 ⼦ども・若者政策課 
地域就労⽀援事業 １-3 21 商⼯労働課 
地域就労⽀援事業〔再掲〕 ３-1 39 商⼯労働課 
地域就労⽀援事業〔再掲〕 ５-2 53 商⼯労働課 
⽗親への⼦育て⽀援 ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
中学校指導⽀援事業 １-3 26 教育センター 
中学校指導⽀援事業〔再掲〕 ４-2 47 教育センター 
通級による指導の充実 １-3 21 教育センター 
DV 相談 ５-1 49 ⼈権・⽂化国際課 
適応指導 １-3 26 教育センター 
出前講座 １-2 17 上下⽔道部経営企画課 
電話育児相談 ２-2 35 健康増進課 
特別⽀援教育推進 
（巡回指導及び定期診断・就学相談） １-3 21 教育センター 

特別⽀援教育の体制の充実 １-3 21 教育センター 
特別児童扶養手当 １-3 23 発達⽀援課 
特別障がい者手当等給付 １-3 23 発達⽀援課、障がい福祉課 
図書館施設⾒学 １-2 16 図書館（石橋プラザ） 
ドメスティック・バイオレンス対策事業 ５-1 49 ⼈権・⽂化国際課 
乳児家庭全⼾訪問事業 １-3 24 健康増進課 
乳児家庭全⼾訪問事業〔再掲〕 ２-2 34 健康増進課 
乳児家庭全⼾訪問事業〔再掲〕 ５-1 48 健康増進課 
乳児後期健康診査 ２-2 34 健康増進課 
乳児保育 ２-1 30 幼児保育課 
乳児保育〔再掲〕 ３-3 40 幼児保育課 
乳幼児健康診査等での事故予防の啓発 ２-2 36 健康増進課 
乳幼児健康診査等での食育 ２-2 36 健康増進課 
乳幼児健康診査等での食育〔再掲〕 ５-2 52 健康増進課 
乳幼児とのふれあい・交流機会の充実 １-1 13 ⼦育て⽀援課 
妊娠・出産・⼦育て応援事業 ２-3 38 ⼦育て⽀援課 
妊娠・出産⽀援事業 １-3 25 健康増進課 
妊娠・出産⽀援事業〔再掲〕 ２-2 34 健康増進課 
妊娠・出産⽀援事業〔再掲〕 ５-2 51 健康増進課 
認定こども園の充実 １-2 13 幼児保育課（各こども園） 
妊婦健康診査 ２-2 34 健康増進課 
パートタイム労働者などの労働条件の整備 ３-1 39 商⼯労働課 
発達⽀援システム推進事業 １-3 22 発達⽀援課 
発達相談 １-3 23 発達⽀援課 
花菖蒲まつり １-2 17 空港・観光課 
バリアフリー化推進事業 
（バリアフリーマスタープラン策定） ４-1 44 交通道路課 

ひとり親家庭医療費助成 １-3 20 保険医療課 
ひとり親家庭医療費助成〔再掲〕 ５-2 53 保険医療課 
ひとり親家庭相談 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
ひとり親家庭相談〔再掲〕 ５-2 51 ⼦育て⽀援課 
ひまわり親⼦教室 １-3 22 発達⽀援課、やまばと学園、健康増進課 
病児・病後児保育 ２-1 28 幼児保育課 
ファミリーサポートセンター運営事業 ２-1 29 ⼦育て⽀援課 
不育症治療費助成事業 ２-2 34 健康増進課 
福祉貸付事業 １-3 25 生活福祉課 
福祉貸付事業〔再掲〕 ５-2 54 生活福祉課 
ふたご・みつごのびのび ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
フルーツバスケット ２-1 28 ⼦育て⽀援課 
⽂化教養講座事業 １-1 13 中央公⺠館 
分娩プロジェクト 
（はぐくみ はばたけ いけだ Baby） ２-2 34 市⽴池田病院医療管理課 

保育士確保事業 ２-1 29 幼児保育課 
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事業名 施策体系 掲載頁 担当課 
保育士確保事業〔再掲〕 ３-3 40 幼児保育課 
保育所（等）食育推進事業 ２-2 36 幼児保育課 
保育所・幼稚園等児童エンゼル補助⾦交付事業 ２-3 37 幼児保育課 
保育所等の利⽤調整及び量の確保 ２-1 29 ⼦ども・若者政策課、幼児保育課 
保育所等の利⽤調整及び量の確保〔再掲〕 ３-3 40 ⼦ども・若者政策課、幼児保育課 
保育所等保育内容の充実 ２-1 29 幼児保育課 
保育所等保育内容の充実〔再掲〕 ３-3 40 幼児保育課 
保育所、幼稚園等の所属集団、発達⽀援課、 
やまばと学園等との連携 １-3 23 健康増進課 

防⽕防災意識啓発 ４-2 45 消防本部予防課 
防災教育の推進 ４-2 45 消防署 
防災訓練の実施 ４-2 46 危機管理課 
防災対策の推進 ４-2 46 危機管理課 
放置自転⾞等対策事業 
（池田･石橋阪⼤前駅周辺） ４-2 45 交通道路課 

防犯委員会補助事業 ４-2 46 危機管理課 
防犯教室 ４-2 45 幼児保育課 
ホームページ「キッズいけだ」 ５-1 49 広報シティプロモーション課 
保険給付事業 
（国⺠健康保険・出産育児⼀時⾦の⽀給） ２-3 38 国保・年⾦課 

保健体育や保健指導の充実 １-2 16 学校教育推進課、健康増進課 
⺟⼦健康手帳の交付 ２-2 33 健康増進課 
⺟⼦生活⽀援施設入所事業 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
⺟⼦生活⽀援施設入所事業〔再掲〕 ５-2 52 ⼦育て⽀援課 
⺟⼦・⽗⼦住宅 １-3 20 ⼦育て⽀援課（都市政策課） 
⺟⼦・⽗⼦住宅〔再掲〕 ４-1 44 ⼦育て⽀援課（都市政策課） 
⺟⼦・⽗⼦住宅〔再掲〕 ５-2 52 ⼦育て⽀援課（都市政策課） 
⺟⼦・⽗⼦自⽴⽀援プログラム策定 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
⺟⼦・⽗⼦自⽴⽀援プログラム策定〔再掲〕 ５-2 53 ⼦育て⽀援課 
⺟⼦保健 地区担当保健師活動 １-3 25 健康増進課 
⺟⼦保健 地区担当保健師活動〔再掲〕 ５-2 51 健康増進課 

保幼小交流 １-2 14 学校教育推進課、幼児保育課、 
教育政策課（幼児教育サポートチーム） 

ボランティア教育の推進 １-2 15 学校教育推進課 
ボランティア交流会 ２-1 32 ⼦育て⽀援課 
みなし寡婦（寡夫）控除 １-3 20 ⼦育て⽀援課 
約束クリニック ２-2 35 健康増進課 
豊かな心の教育 １-2 14 学校教育推進課 
養育⽀援訪問事業 １-3 24 ⼦育て⽀援課 
養育⽀援訪問事業〔再掲〕 ５-2 51 ⼦育て⽀援課 
幼児教育サポート事業 １-2 14 教育政策課（幼児教育サポートチーム） 
幼児の知⼒・体⼒向上事業 １-2 14 生涯学習推進課 
幼稚園等の預かり保育 ２-1 30 学務課、幼児保育課 
幼稚園等の預かり保育〔再掲〕 ３-3 41 学務課、幼児保育課 

幼保交流 １-2 14 教育政策課（幼児教育サポートチーム）、 
学校教育推進課、各幼稚園、幼児保育課 

予防⻭科教室 ２-2 35 健康増進課 
2 歳 6 か⽉児⻭科健康診査 2-2 35 健康増進課 
予防接種 ２-2 35 健康増進課 
４か⽉児健康診査 ２-2 34 健康増進課 
利⽤者⽀援事業（基本型） にじいろ １-3 24 健康増進課 
利⽤者⽀援事業（基本型） にじいろ〔再掲〕 ２-1 27 健康増進課 
利⽤者⽀援事業（基本型） にじいろ〔再掲〕 ２-2 36 健康増進課 
利⽤者⽀援事業（基本型） にじいろ〔再掲〕 ５-1 48 健康増進課 
利⽤者⽀援事業（基本型） にじいろ〔再掲〕 ５-2 51 健康増進課 
利⽤者⽀援事業（特定型） 
〔保育コンシェルジュの拡充〕 ２-1 27 幼児保育課 

利⽤者⽀援事業（特定型） 
〔保育コンシェルジュの拡充〕〔再掲〕 ２-1 30 幼児保育課 

利⽤者⽀援事業（特定型） 
〔保育コンシェルジュの拡充〕〔再掲〕 ３-3 41 幼児保育課 

利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）  
⼦育て世代包括⽀援センター １-3 24 健康増進課 

利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）  
⼦育て世代包括⽀援センター〔再掲〕 ２-1 27 健康増進課 

利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）  
⼦育て世代包括⽀援センター〔再掲〕 ２-2 33 健康増進課 
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事業名 施策体系 掲載頁 担当課 
利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）  
⼦育て世代包括⽀援センター〔再掲〕 ５-1 48 健康増進課 

利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）  
⼦育て世代包括⽀援センター〔再掲〕 ５-2 51 健康増進課 

両親教室 １-1 12 健康増進課 
両親教室〔再掲〕 ２-2 33 健康増進課 
留守家庭児童会運営事業 ２-1 31 ⼦育て⽀援課 
留守家庭児童会運営事業〔再掲〕 ３-3 42 ⼦育て⽀援課 
歴史⺠俗資料館の展⽰⾒学、出前授業 １-2 16 歴史⺠俗資料館 
わかばクラブ １-3 22 発達⽀援課 
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